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『科学コミュニティとステークホルダーの関係性を考える』第二報告書 トランスディシプリティに関する調査研究 森 壮一 文部科学省 科学技術・学術政策研究所 客員研究官 要旨 本報告書の主題「トランスディシプリナリティ」とは、科学と現実社会が交わるトランス・サイエンスの問題領域において、科学者と当該問題のステークホルダーが協働することを意味する。双方が学び合うことにより適確な研究課題を特定し、協働して研究し、問題解決に向けて継続的に協働していくものである。その実践上の要諦は、ステークホルダーの特定と関与の時期である。科学者だけの知見ではなく、ステークホルダーと共に「学び合う」という意味で、「社会と共にある科学」、「社会の中の科学」という考え方が強調される。現実社会の統合的問題に取り組む研究者や社会人など、次世代人材の育成が重要であり、そのためには国内外の成功事例の共有を進める必要があり、また、トランスディシプリナリティのグローバル・ネットワークを構築することも有力である。トランスディシプリナリティは、研究対象としての「社会」を再定義する過程で登場したラジカルな方法論でもある。科学者と現実社会のインターフェイスの変容をもたらし、大学・研究機関における教育・研究制度、研究ファンド、研究評価の在り方を変えていく可能性もある。  
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 Discussion Paper on the Relationship between the Science Community and 
Stakeholders 
“Transdisciplinary Research by Scientists and Stakeholders” 
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Policy (NISTEP), MEXT 
Abstract 
While specialization has had some positive effects on societal research, scientific 
sectionalism is having a negative effect on interdisciplinary and transdisciplinary 
collaboration. Environmental scientists had not fully contributed to the social 
innovation and transformation required for global sustainability.  Now, three 
years after the Great East Japan Earthquake, it is timely to discuss how to recover 
the trust of stakeholders, as well as how to build a new trusting and collaborative 
relationship. Scientists addressing these problems are requested to have wider 
perspectives on sciences and the real world. It is necessary for those scientists to 
have multiple strengths to fully recognize the changing societies as well as to 
communicate with stakeholders for mutual learning through the transdisciplinary 
process.  
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『科学コミュニティとステークホルダーの関係性を考える』報告書について  科学は文字の発明・普及とともに発展し、２０世紀後半になると、高度情報化の進展とともに科学は高度に専門分化していった。その現代科学が社会問題の解決に寄与してもきたのだが、他面、専門知識を有するリーダーや科学者の視野は却って狭くもなり、現実社会の問題に対する全体的な認識力や問題解決に向けての統合的な思考能力の劣化につながった面を否定することはできない。 世紀の変わり目、世界科学会議のブダペスト宣言では「社会における科学、社会のための科学」の重要性が謳われた。それから十余年、複雑性と不確定性を増す現代社会の諸問題の解決に寄与しようとする統合研究について、様々な議論と実践が国内外で展開されてきた。そうした状況下の２０１１年に東日本大震災が起きた、ということもできる。福島第一原子力発電所の事故、その後の限られた時間での社会的な意思決定の過程において、意思決定者と科学者に対する国民の信頼が揺らいでいくこととなり、いまなお、大震災は科学コミュニティと現実社会の関係性について重い課題を投げかけている。その課題は、また、差し迫った地球環境問題に関する科学者とステークホルダーとの関係性に通ずることでもある。  この報告書は三編のシリーズになっている。第一報告書「文理連携による統合研究に関する調査研究」は、東日本大震災の直後からの環境科学者に対する面談調査や大学・研究機関へのアンケート調査を基に、政府が掲げる文理連携推進政策と研究現場の意識とのギャップや異分野連携の阻害要因を整理した。社会問題解決型研究に関するステークホルダーの関与、統合研究に関する評価の方法など、文理連携・文理融合の実質化に向けて課題が多く、「知の統合」のガバナンスが科学コミュニティ内外から問われている。 第二報告書「トランスディシプリナリティに関する調査研究」では、科学と現実社会が交わるトランス・サイエンスの領域における科学者とステークホルダーとの協働関係、すなわちトランスディシプリナリティへ視点を展開する。複雑性と不確定性が増す現代社会の諸問題に対応する新たな方法論として、トランスディシプリナリティの議論と実践が国内外で進んでおり、科学コミュニティと現実社会のインターフェイスの変容につながっていく可能性がある。 第三報告書「フューチャー・アースに関する調査研究」では、国際科学会議主導の「グローバルな持続可能性のための科学技術アライアンス」が２０１２年の国連持続可能な開発会議で提唱したフューチャー・アース構想について、その成立過程を分析しつつ、グローバルな問題に関するステークホルダーの関与の在り方について考える。同構想を国際的な枠組みとして現実化していく過程において、日本の主導的な役割が問われている。 
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はじめに「東日本大震災の教訓としてのトランスディシプリナリティ」 
 ２０１１年３月、東日本大震災は起きた。福島第一原子力発電所の事故、その後の限られた時間での社会的な意思決定の過程において、科学者に対する国民の信頼が揺らいでいく結果となった。厳密な情報や証拠が十全に整っていない状況のなかで、それでも責任当事者は意思決定をしなければならない。そのとき、科学者はどう対応すべきか。いまなお、東日本大震災は科学者と現実社会の関係性について重い課題を投げかけている。 ２０１１年４月より、報告者は、その関係性について国内外の動向調査を行うとともに、国連の外交プロセスと並行する科学コミュニティの議論にも参画してきた。２０１２年の「持続可能な開発会議（リオ・プラス２０）」においては、科学と政策のインターフェイスの重要性が強調された。そこで、国際科学会議主導の「グローバルな持続可能性のための科学技術アライアンス」は、フューチャ ・ーアース構想を提唱し、科学者とステークホルダーとの協働、すなわちトランスディシプリナリティの重要性を強調した。この方法論を今、専門的研究、学際研究に次ぐ第三の研究として世界的規模で実践しようとしている。現実社会が求める科学的知識を適時、適確に提供することを担保するためである。 科学と社会が交錯するトランス・サイエンスの問題領域に向き合う科学者には、自然科学と人文・社会科学の双方に広がる思考力が求められることは論を待たない。それに加えて、科学者には、いわばトライアスロン競技者のように、変化していく社会の要請を適確に認識する智力、それに応えて成し得ることを見極める能力、国籍・立場を違える人々とのコミュニケーション能力が求められよう。トランスディシプリナリティは、難しいとされてきた異分野間の「知の統合」と、その成果の検証に関する方法論として、ひとつの現実主義的な活路を拓く可能性があると同時に、科学コミュニティと現実社会のインターフェイスの変容をもたらし、教育・研究制度、研究資金制度や研究評価の在り方を変えていく可能性もある。 東日本大震災から３年となる今、複雑性と不確定性を増す現実社会と科学との関係性を再考し、社会問題解決型研究の方法論について社会各層の議論を深め、またステークホルダーと共に実践していくことが重要と考えられる。 
 ２０１４年３月 文部科学省 科学技術・学術政策研究所  客員研究官   森 壮一 
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INTRODUCTION 
“The Great East Japan Earthquake and Transdisciplinarity” 
 
In 1999, UNESCO and ICSU organized the World Conference on Science at 
Budapest and declared the importance of “science in society, and science for 
society.” These organizations invited global discussions on the new role and the 
challenges of science communities for addressing the issues facing the real world. 
Especially for uncertain and complex problems such as global changes, the science 
communities of Europe and the U.S. have adopted “transdisciplinary research” as 
a third alternative after disciplinary and interdisciplinary research.  
 
It should be remembered that those scientists and stakeholders were educated in 
the late 20
th
 century, when science was highly specialized and subdivided. Those 
scientists have published so many papers. While specialization has had some 
positive effects on societal research, scientific sectionalism is now having a 
negative effect on interdisciplinary and transdisciplinary collaboration. It was 
further thought that environmental scientists had not fully contributed to the 
social innovation and transformation required for global sustainability.  
 
Now, three years after the Great East Japan Earthquake, it is timely to reconsider 
the implication of “science in society, and science for society” and to discuss how to 
recover the trust of stakeholders, as well as how to build a new trusting and 
collaborative relationship. It is of ultimate importance that the research system 
and its governance contribute fully to solving current societal problems, most 
notably those concerning sustainable development.  
 
Individual scientists or groups of scientists addressing these problems 
―characterized by increased complexities and uncertainties― are requested to 
have wider perspectives on sciences and the real world. Moreover, similar to a 
triathlete in the Olympic Games, it is necessary for those scientists to have 
multiple strengths to fully recognize the changing societies as well as to 
communicate with stakeholders in the real world for mutual learning through the 
transdisciplinary process.  
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第二報告書概要  １ トランスディシプリナリティの概念  社会問題解決型の統合研究に関する国内外の大学・研究機関の現状や、２０１２年以降、国連の「持続可能な開発」に関する外交プロセスと並行する科学コミュニティの諸会議に参加した。 また、同年１０月には、国立大学法人大学院環境科学研究科長等連絡会議の構成大学を中心に、環境科学関係部局を有する総合大学、大学共同利用機関法人及び独立行政法人関係部局に対して、現実社会に対応する統合的研究に関するアンケートを実施した。 本報告書の主題「トランスディシプリナリティ」とは、科学と現実社会が交わるトランス・サイエンスの問題領域において、科学者と当該問題のステークホルダーが協働することを意味する。トランスディシプリナリー研究は、双方が企画段階から学び合うことにより適確な研究課題を特定し、協働して研究し、問題解決に向けて継続的に協働していくものである。 科学者とステークホルダーとの協働による「知の統合」が、トランスディシプリナリティの基本的命題であり、その実践上の要諦は、ステークホルダーの特定と関与の時期である。科学者だけの知見による「社会のための科学」ではなく、むしろステークホルダーと共に「学び合う」という意味で、「社会と共にある科学」、「社会の中の科学」という考え方が強調される。  ２ トランスディシプリナリティの実践  科学者が、社会の全体像を客体的に認識して研究対象とすることは、必ずしも現実的ではなくなっている。むしろ、科学者は現実社会のステークホルダーの一員として、他のステークホルダーと向き合い、共に現下の社会の実相を学び合うなかで、優先的な研究課題を特定していくことが求められる時代になっていると考えるべきであろう。世界各地域により、国により、社会セクター、大学・研究機関により多様性がある。さらに、科学と社会の相互作用の歴史や制度が違うため、トランスディシプリナリー研究の実践についても地域性がある。 他方、そうした各地の個別性と多様性に即して、リアルタイムに近い態様で社会問題解決型の研究を展開できるのがトランスディシプリナリー研究の特徴でもある。トランスディシプリナリティの実践では、現実性のレベル（リアリティ）とリアルタイム性が重要視される。  
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2-1  欧米におけるトランスディシプリナリティの実践  トランスディシプリナリティの概念が、欧米では、統合研究の方法論のみならず、研究組織・拠点づくりや研究評価など研究経営の諸局面にも適用される。研究課題自体が社会の中に在り、その問題を解く「知の統合」の諸過程においてステークホルダーの情報や経験知が重要視される。のみならず、そのような研究成果の最終的な評価者はステークホルダーではないかという議論が近年の欧米にはある。 
 2-2  日本におけるトランスディシプリナリティの実践  研究機関のトランスディシプリナリー研究を方法論によって大別すれば、下記のように、科学者グループの文理連携を前提にトランスディシプリナリティへの展開を図っていく研究（類型１）のほか、必ずしも文理連携を前提とせず、むしろ現実社会の問題に即して科学者と当該問題のステークホルダーとの協働を進める実践的な研究（類型２）がある。  類型１：文理連携を前提とするトランスディシプリナリー研究 大学及び大学共同利用機関法人人間文化研究機構（総合地球環境学研究所）     独立行政法人科学技術振興機構（社会技術研究開発センター）など  類型２：現実社会の要請に対応するトランスディシプリナリー研究 環境省、農林水産省、国土交通省そのほか多くの研究開発型独立行政法人      産業界の研究所など  大学・研究機関の間で、トランスディシプリナリティについて認知度が高いとはいえない。それと意識せずしてステークホルダーとの協働を実践する研究者もあるが、社会問題の解決を見通すに至るような事例はまだ多くない。トランスディシプリナリティの実践には研究理念上の問題と方法論上の課題があるからである。  2-3  日本独特のトランスディシプリナリティとしての独法制度 
  科学技術振興機構、国立環境研究所など研究開発独法は、科学と行政社会が交わるトランス・サイエンス領域における日本独特の独法制度によって運営されている。すなわち、独立行政法人通則法そのほか関連諸法にもとづき、所管大臣が現下の社会的要請を踏まえて中期目標を当該独法に指示し、そうした要請に則して、数年程度の中期計画や実施計画が策定されて研究活動が展開され、その結果が独法制度に基づいて評価されることとなっている。 
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そうした独法制度については、様々な問題を抱えつつも、適時、見直し評価が行われ、日本社会に定着しつつある。広い意味で、それは日本版「トランスディシプリナリティ」とみることもできる。社会各層のステークホルダーの要請に即した評価、欧米の類似制度との比較評価を行いつつ、今後の有力な手段として活用していくべきものであろう。独法制度に基づく研究活動及び成果については国際社会に発信することにより貢献していくことが有力であり、それは東日本大震災後の日本として、特に科学コミュニティの責務の一つであるといっても過言ではない。  ３ ステークホルダーの関与に対する科学コミュニティの考え方 
 複雑性と不確定性を増す現実社会の諸問題について、どのように研究課題を定立し、研究体制を編成して「知の統合」を図り、その研究の成果を、いつ、誰に引き継ぎいで問題解決につながっていくのか。トランスディシプリナリー・プロセスでは、現実社会のステークホルダーが関与することにより、当事者の経験知、ローカル知、生活知を与えることとなる。異分野の科学による「知の統合」という難題に、実際的な一つの活路を与える可能性がある。 他面、トランスディシプリナリティは、特に東日本大震災のあと、改めて科学コミュニティの現代的な役割を現実社会のステークホルダーとの関係性において問い直すものである。研究現場に対するアンケートの回答群でも、統合研究過程におけるステークホルダーの要否、関与の適否などについて様々な考え方があることが判る。 トランスディシプリナリティの要諦は、適確なステークホルダーの特定と早期関与である。  ４ 科学者と現実社会のインターフェイスの変容  持続性社会、リスク社会、知的成熟社会など複雑性と不確定性を増す統合問題について、トランスディシプリナリ ・ーリサーチではステークホルダーが関与する形で「知の統合」を図っていく。そのリアリティゆえに、しばしば科学者と当該ステークホルダーの関係性が問題となってくる。トランスディシプリナリティは、研究対象としての「社会」を再定義する過程で登場したラジカルな方法論でもある。科学者と現実社会のインターフェイスの変容をもたらし、大学・研究機関における教育・研究制度、研究ファンド、研究評価の在り方を変えていく可能性もある。  ５ トランスディシプリナリティの推進環境の整備  研究評価の過程にステークホルダーが関与することについては、研究現場で様々な
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議論があるが、アンケートの回答群には、研究課題の定立から解決方法の提案、その適用と成果の評価、どの段階においても当事者であるステークホルダーの評価がなければ、現実社会の問題に対応する研究にはなりえない、という意見が少なくない。 現状では、統合研究の成果を科学論文による「知の創造」として評価するような曖昧さもみられる。統合研究について適確な評価の場と方法論が整っていないことが、次世代人材の育成や、研究の継続、循環的発展に対する障害ともなっている。  ６ 提言  提言１：東日本大震災の教訓として、科学コミュニティには、科学的知識や情報のサプライサイドの視点から現実社会のデマンドサイドの視点への転換がもとめられており、問題解決に寄与するための統合研究にあっては論文中心の評価のあり方について再検討が必要である。  提言２：現実社会の問題解決には科学者とステークホルダーの協働による継続的な取り組みが重要であって、研究成果の適正な評価に基づいて継続、発展を可能にするような仕組みつくりが必要である。  提言３：トランスディシプリナリー研究の要諦は、ステークホルダーの特定と早期関与である。科学者がステークホルダーと共に協働企画を行い、問題意識と成果の共有・展開を図ることが重要である。それにより、プログラム等の終了後の継続問題や財政問題について共通認識が進み、プログラム等の継続・発展の活路が開ける可能性もある。  提言４：トランスディシプリナリティを教育に応用することも有力であり、現実社会のステークホルダー（関与者）が大学の教育課程の実施段階で協力することが重要である。教育プログラムの企画の早期段階から関与することにより専門教育の壁を取り払い、人材の受け手として能動的に教育課程に参画していくこととなる。  提言５：現実社会の統合的問題に取り組む研究者や社会人など、次世代人材の育成が重要である。そのためには、国内外の成功事例の共有を進める必要があり、また、トランスディシプリナリティのグローバル・ネットワークを構築することも有力である。   
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第１章 調査の方法   １－１ 大学・研究機関に対する協力依頼 １－２ アンケートの回答   １－３ 海外調査及び国際会議への参画 
  １－１ 大学・研究機関に対する協力依頼  ２０１２年１０月、次のとおり、科学コミュニティの関係者にアンケートの協力依頼を行った。依頼先は、国立大学法人大学院環境科学研究科長等連絡会議の構成大学を中心に、環境科学関係部局を有する２３の総合大学、２つの大学共同利用機関法人及び独立行政法人関係部局である。 
 
 現実社会に対応する統合的研究に関するアンケートについて （ご協力依頼）                         ２０１２年１０月                        文部科学省科学技術政策研究所   平素より、文部科学省科学技術政策研究所の調査研究におきましては大変お世話になっております。  ２０１１年度には、関係の大学・機関のご協力を得て文理連携政策の実質化に関するアンケート調査を行いました。その結果については、２０１２年４月に科学技術・学術審議会学術分科会「人文学及び社会科学の振興に関する委員会」等に報告し、その後、国内外の動向調査を進めつつ、ご協力いただいている大学・機関そのほか国内外の関係者の意見聴取も進めて参りました。そのなかで、文理連携による研究課題の定立過程や、「知の統合」と評価の過程に課題があることが明らかになっています（資料１）。 それを踏まえて、今回は、下記に示しますような観点から、科学コミュニティと実社会の関係者との関係性について問題を提起させていただいております。ご多忙中まことに恐縮ですが、現実社会に対応する統合的研究に関するアンケートにご協力くださいますよう重ねてお願い申し上げます。  
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記  １ 現実社会の問題に対応する新たな統合的研究について  世紀の変わり目に「社会における科学と社会のための科学」を謳った世界科学会議のブダペスト宣言を踏まえ、現実社会の問題に対応する新たな統合的研究の方法論が世界各国で議論されています。とりわけ気候変動など不確定で複雑な問題に対応するため、欧米では、各分野の専門的研究、目的に応じた学際的研究に次ぐ第三の方法論として、科学者と実社会の関係者が協働する研究（トランスディシプリナリー・リサーチ）が議論され、また実践されています（資料２）。 一方、日本の学際的研究は、かねてより自然科学に強く依存しており、人文学者・社会科学者の参画も実社会の関係者の関与も十分とはいえません。社会的イノベーションに対する統合的研究の寄与もまだ限定的といわれてきました。 そうした状況において、２０１１年３月１１日、東日本大震災は起きました。とくに福島原子力発電所の事故は、「原子力むら」のみならず科学コミュニティと国民社会との信頼関係を揺るがしています。同事故については、２０１２年７月までに民間、国会、政府レベルの調査報告がまとまり、それぞれの問題提起は科学者と社会の関係性にも及んでいます。 大震災後の各界の議論を踏まえれば、今後、環境・エネルギー問題など複雑化する現実社会の問題に向き合う科学者もしくは科学者チームには、自然科学と人文・社会科学の双方に広がる思考力が求められることは論を待ちませんが、それに加えて、いわばトライアスロン競技者のように、社会の現況を認識する力や、実社会の関係者と学び合うコミュニケーションの能力も求められています。 ブダペスト宣言から１３年、東日本大震災から２年を経過する今、「社会のための、社会のなかの科学」について、また科学者と社会の新たな関係性について議論を深め、国民社会や国際社会の問題の解決に寄与できる統合的研究の基盤を整えていくことが重要と考えられます。  ２ 参考資料 
 資料１：「文理連携政策の実質化に関する調査」（要約） 資料２：「トランスディシプリナリティ」の概念と関連事項について     （報告者の海外動向調査報告より抜粋） 資料３：「東日本大震災を踏まえた今後の科学技術・学術政策の在り方について（中間まとめ）」（２０１２年８月、科学技術・学術審議会）より抜粋 資料４：「リスク社会の克服と知的社会の成熟に向けた人文学及び社会科学の振興に
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ついて（報告）」（２０１２年７月、科学技術・学術審議会学術分科会）より抜粋 資料５：「環境・エネルギー領域における研究開発方策」（２０１２年７月、科学技 術・学術審議会 研究計画・評価分科会）より抜粋 資料６：総合科学技術会議の科学技術イノベーション政策について     （２０１２年１０月、科学技術イノベーション政策推進専門調査会討議資料等）  上記のうち、資料１、資料３、資料４、資料５については文部科学省のホームページに上掲されています。資料１及び資料２の詳細、トランスディシプリナリティに関する海外動向や関連事項など、ご不明のことについてはお問い合わせください。  ３ 本アンケートの用語について  （１）「科学」の範囲について 
 本アンケート調査において「科学」とは、人文・社会科学（人文学を含む。）と自然科学及びそれらをまたがる学際的領域を含みます。 
 （２）「科学者」の範囲について 
 本アンケート調査において「科学者」とは、人文科学者（人文学者を含む。）、社会科学者、自然科学者及びそれらをまたがる学際的領域の科学者を含みます。また、産学官の各セクターにおける研究者を包括します。  （３）「トランスディシプリナリティ」の概念について（資料２）  本アンケート調査で「トランスディシプリナリティ」とは、科学者と現実社会の経験を有する関係者が継続的に学び合い、社会問題の特定や問題解決（社会的な意思決定あるいは合意形成を含む。）に向けて協働して「知の統合」を図っていくことを意味します。 こうしたトランスディシプリナリティの概念が、欧米では、統合的研究の方法論のみならず、研究組織・拠点づくりや研究評価など研究経営の諸局面にも適用されることがあります。ただし、トランスディシプリナリティの実践の態様は国によって、また大学・機関によって多様性があります。  
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（４）「統合的研究」の意味について   本アンケート調査で「統合的研究」とは、科学者間の異分野連携研究、文理融合研究など学際的研究（インターディシプリナリー・リサーチ）だけでなく、科学者でないステークホルダーの経験知や専門家ではない市民の生活知をも統合していく多様な形態の協働研究（トランスディシプリナリー・リサーチ）を包括しています。 東日本大震災以降における各界の議論では、誰が何を研究するかということ自体が問われています。科学技術に従事する者が国民・社会と十分な対話ができていないため、現実社会の要請を十分に認識していないおそれがあるという議論もあります（資料３）。  （５）「現実社会の問題」の範囲について  ２０１１年度のアンケートでは、環境・エネルギー関連領域の社会問題を中心に事例調査を行いましたが、今回のアンケートでは環境・エネルギー問題に限定いたしません。設問によっては、回答者のお考えで、持続性社会、ライフイノベーション、安心・安全の問題領域、あるいは東日本大震災の教訓として取り組むべき各般の問題領域などにも適宜、言及してご回答ください。 なお、近年の欧米におけるトランスディシプリナリー・リサーチでは、研究課題の定立や採択審査において、研究対象としての「現実社会」のリアリティのレベルやリアルタイム性が議論されることもあります。  （６）「ステークホルダー」の範囲について  本アンケート調査で「ステークホルダー」とは、現実社会の意思決定・合意形成に関わる者、利害関係者、関係団体・機関（狭義のステークホルダー）だけでなく、問題とする事案によっては、そうした意思決定や合意形成の影響を受けうる非専門家としての一般市民を含みます。  そうした広義のステークホルダーの中から特定されて、当該研究あるいはその評価に関与することとなった者を「実社会の関与者」ということもあります。誰を関与させるか、どの過程で関与させるかが、トランスディシプリナリティの実践において二大命題として議論されています。  ４ アンケートの設問  問１ 現実社会の問題に対応する研究の諸過程における、科学者以外のステークホ
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ルダー（以下の設問では、単に「ステークホルダー」という。）の関与に関して、その必要性もしくは問題点について、基本的なお考えをご教示ください。  問２ 現実社会の問題を把握し研究課題を定立する過程における、ステークホルダーの関与について、お考えがあればご教示ください。  問３ 現実社会の問題に対応する研究の諸過程における、科学者とステークホルダーとの協働の方法論、統合的研究の「場」の条件等に関する問題について、お考えがあればご教示ください。なお、「場」の条件については、回答様式Ｂに関係事項を例示しています。   問４ 現実社会の問題に対応する研究課題の採択審査から成果の検証に及ぶ研究評価の諸過程における、ステークホルダーの関与に関して、その必要性もしくは社会的介入などの問題点について、お考えがあればご教示ください。  問５ 現実社会の問題に対応する統合的研究の継続・発展性について、現状の問題に対する解決方法など、具体的なお考えがあればご教示ください。  問６ 現実社会の問題に対応する次世代研究者の育成に関する、大学・研究機関、官界、産業界、市民社会の役割や、それらのセクターを横断する協働や学び合いについて、お考えがあればご教示ください。  問７ 現実のグローバルな社会問題に対応する統合的研究の国際協働や共同研究について、お考えがあればご教示ください。       問８ 現実社会の問題に対応する統合的研究に関する、国レベルの政策や講ずべき具体的な措置について、お考えがあればご教示ください。  問９ 現実社会の問題に対応する統合的研究に関する、国内外の今後の課題などについて、上記の他にお考えがあればご教示ください。  別紙 アンケートの協力依頼先（巻末参照） （１） 関係大学院の部局長 （２） 大学共同利用機関法人 （３） 独立行政法人等の関係部局長 
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１－２ アンケートの回答 
 問１ ステークホルダーの関与に関する基本的考え方 回答群Ｂ１－１ ステークホルダーの関与に関する積極論   回答群Ｂ１－２ ステークホルダーの関与に関する条件論   回答群Ｂ１－３ ステークホルダーの関与に関する懐疑論   回答群Ｂ１－４ 広義のステークホルダーと関与者の区別について  問２ 研究課題の定立過程 回答群Ｂ２－１ ステークホルダーの関与に関する積極論   回答群Ｂ２－２ ステークホルダーの関与に関する条件論  問３ 科学者とステークホルダーの協働の場と方法論 回答群Ｂ３－０ 協働の場に関する基本的考え方 回答群Ｂ３－１ 機関計画、トップダウンの方針等について   回答群Ｂ３－２ 推進制度について   回答群Ｂ３－３ 特別な資金について   回答群Ｂ３－４ 科学者とステークホルダーの問題意識の共有について   回答群Ｂ３－５ 当該社会問題に関する言葉の理解、知識の共有について   回答群Ｂ３－６ 研究論理･手法の共通理解について 回答群Ｂ３－７ 科学者とステークホルダーの間のコーディネータについて   回答群Ｂ３－８ 情報･コミュニケーションのネットワークについて   回答群Ｂ３－９ 科学者とステークホルダーの空間的近接について   回答群Ｂ３－１０ 交流･コミュニケーションの場について   回答群Ｂ３－１１ 対象地域･フィールドの共有について   回答群Ｂ３－１２ 連携・協働のためのマネジメント・仕組み等について   回答群Ｂ３－１３ その他  問４ 研究評価におけるステークホルダーの関与   回答群Ｂ４－１ ステークホルダーの関与に関する積極論   回答群Ｂ４－２ ステークホルダーの関与に関する条件論   回答群Ｂ４－３ ステークホルダーの関与に関する懐疑論   回答群Ｂ４－４ 論文至上主義の是正について  問５ 統合的研究の継続･発展のための方策 回答群Ｂ５－１ 問題の所在について 回答群Ｂ５－２ 社会実装まで進める仕組みについて 回答群Ｂ５－３ 研究評価との関係について 回答群Ｂ５－４ 研究の継続資金について 
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 問６ 次世代研究者の育成 回答群Ｂ６－１ 人材育成の重要性について 回答群Ｂ６－２ 研究者に対する社会的リタラシーの付与について 回答群Ｂ６－３ 教育におけるセクター横断の視点について 回答群Ｂ６－４ ステークホルダーとの協働・学び合いの場について 回答群Ｂ６－５ 研究者業績の評価について   回答群Ｂ６－６ 研究者の雇用機会について   回答群Ｂ６－７ 論文至上主義の是正について   回答群Ｂ６－８ 若手研究者の意見（参考）  問７ 国際協働や共同研究 回答群Ｂ７－１ 現実社会に即応する国際協働研究の実践について 回答群Ｂ７－２ ネットワーク及び人の交流について   回答群Ｂ７－３ 日本の国際的リーダーシップについて   回答群Ｂ７－４ 人文･社会科学的な観点について   回答群Ｂ７－５ 国際協働を担う人材の育成について   回答群Ｂ７－６ 国際協働に必要な財政措置について   回答群Ｂ７－７ 国際的発信力・発言力の問題について  問８ 国レベルの政策や具体的措置 回答群Ｂ８－１ 国レベルの政策について 回答群Ｂ８－２ 統合的研究の推進体制及び基盤   回答群Ｂ８－３ 財政・予算制度の充実について   回答群Ｂ８－４ 人材政策・教育施策について   回答群Ｂ８－５ 評価制度の改良について   回答群Ｂ８－６ その他  問９ 今後の課題等について 回答群Ｂ９－１ 科学コミュニティとしての課題について 回答群Ｂ９－２ 東日本大震災に関連する課題について 回答群Ｂ９－３ トランスディシプリナリティの適用領域について 回答群Ｂ９－４ その他 
  １－３ 海外調査及び国際会議への参画   ２０１２年には、以下のとおり、インターディシプリナリー・リサーチおよびトランスディシプリナリー・リサーチを実践している海外の大学・研究機関を訪問し、関係有識者の意見を聴取する一方、環境問題や持続可能な開発に関する一連の国際会議
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に出席して意見交換を行うとともに、世界の環境アカデミアの国連外交に対する寄与についての評価活動に参画した。  ○２０１２年３月１９日 英国、イーストアングリア   ＩＰＣＣ関係者との非公式会合    イーストアングリア大学（ＵＡＥ）において、「気候変動に関する政府間パネル」（ＩＰＣＣ）の関係者とインターディシプリナリティ・トランスディシプリナリティの現状、欧州及び日本における今後の課題について意見を聴取した。 
 ○３月２１日―２２日 ドイツ・ポツダム ポツダム気候変動研究所（ＰＩＫ）及び国際持続可能性高等研究所（ＩＡＳＳ） ドイツにおけるインターディシプリナリティ及びトランスディシプリナリティの現状と今後の課題について円卓会議を行った。  ○３月２６日 フランス、パリ フランス国立科学研究センター国立研究機関（ＡＮＲ）    気候変動研究のファンディングを行うＡＮＲの関係者と、ＥＵ及びフランスにおけるインターディシプリナリティ及びトランスディシプリナリティの概念、実践研究及び評価の問題など諸課題について円卓会議を行い、意見を聴取した。 
 ○３月２６日―２９日 英国、ロンドン  気候変動に関する科学者会議 “Planet Under Pressure（ＰＵＰ）Conference” 英国のアカデミアがホストとなりＩＧＢＰ、ＤＩＶＥＲＳＩＴＡＳ、ＩＨＤＰ、ＷＣＲＰ、ＩＣＳＵの共催で開催したＰＵＰに参加し、総括討議、関係セッションの議論に加わった。報告者は、東日本大震災の教訓を基に、科学者と現実社会の関係性について問題提起を行った。  ○６月９日―２５日、ブラジル、リオデジャネイロ  国連持続可能な開発会議（ＲＩＯ＋２０）及びそのサイド・イベント    報告者は、ＲＩＯ＋２０への日本政府代表団の一員として加わり、持続可能な開発に関する多くのサイド・イベントの議論に参加した。とくに、国際科学会議（ＩＣＳＵ）が６月１１日―１５日に開催した「科学技術及びイノベーション（ＳＴＩ）に関するフォーラム」ではフューチャー・アース構想に関する総括討議において、科学的知識のサプライサイドからデマンドサイドへの視座の転換について意見を述べた。 
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○７月２４日―２５日、横浜  持続可能なアジア太平洋に関する国際フォーラム（ＩＳＡＰ２０１２） 地球環境戦略研究機関（ＩＧＥＳ）及び国連大学高等研究所（ＵＮＵ－ＩＡＳ）がＵＮＥＰ、ＥＳＣＡＰ、ＡＤＢの協力を得て開催した標記フォーラムに参加した。   ○８月１５日、京都―ロンドンのテレビ会議 国際科学会議（ＩＣＳＵ）のＲＩＯ＋２０の外交プロセスへの寄与に関する評価過程に、報告者は日本代表の外部評価者として参画し、国際的なステークホルダーの特定と関与に関するＩＣＳＵの主導的な役割などについて意見を述べた。 
 ○９月２７日―２８日、フィリピン、タガイタイ市   コミュニティ・フォーラム２０１２    総合地球環境学研究所とフィリピンの開発アカデミーが、湖沼地域のステークホルダーや近隣諸国の科学者の参加を得て開催した「ラグナ・ド・ベイを救うパートナーシップ」のためのコミュニティ・フォーラムに参画して総括的見解を述べた(コミュニティ・フォーラム２０１３においても同様)。 
 ○１０月２３日―２４日、スイス、ベルン・チューリッヒ   スイス連邦ＥＴＨチューリッヒ及びスイス･アカデミーのトランスディシプリナリティ・ネットワークのリーダーと会談し、トランスディシプリナリティの概念規定の進化と実践研究の状況、グッド・プラクティスの国際的共有について協議を行った。 
 ○１２月１３－１４日、京都  「グローバルな持続可能性のための科学技術アライアンス」が主導するフューチャー・アース構想に連動して総合地球環境学研究所が開催した「Future Asiaに関する国際シンポジウム」において、トランスディシプリナリティに関する日米欧亜の実践事例の国際的共有について問題提起及び国際提案を行った。 
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第２章 トランスディシプリナリティの概念   複雑性と不確定性を増す現代社会において、社会問題自体が社会の中に在り、その問題を解く「知の統合」の諸過程において現実社会のステークホルダーの経験知が必要とされる。のみならず、研究成果の最終的な評価者は当該問題のステークホルダーではないかという議論がある。本章では、科学と現実社会が交わる問題領域における科学者と当該問題のステークホルダーとの協働関係について考える。      2-1 トランス・サイエンスの問題領域 2-2 トランスディシプリナリティの概念 2-3 トランスディシプリナリー研究の概念 2-4 インターディシプリナリティとトランスディシプリナリティの対比 2-5 トランスディシプリナリティに関する議論の経緯   2-1 トランス・サイエンスの問題領域  2-1-1 東日本大震災の教訓としての現実社会の問題 
 ２０１１年３月、東日本大震災の発災と福島原子力発電所の事故、その後の限られた時間での政治的な意思決定の過程において、科学者に対する国民の信頼が揺らぐ結果となった。時が経過しても、低レベル放射線の健康への影響や、停止中の原子力発電所の再稼動のように、国民生活にとって差し迫った問題群が数多くある。根拠となる科学的知見が完備するまで社会的な意思決定を待つことが許されない問題もある。 そのような現実社会の問題において、自然科学及び人文・社会科学の統合知が重要な基礎を成すのであろうけれども、科学者の知見では十全とはいえず、現実社会の関係者の見解や経験知あるいは特定地域の個別情報が必要となる場合もあろう。確実かつ厳密な科学的知識やエビデンスが揃っていなくても意思決定はしなければならない事態において、科学者と意思決定者の関係はどうあるべきか。東日本大震災は社会各層に大きな課題を投げかけている。 
 2-1-2 トランス・サイエンスの問題 
 A.M.Weinbergは、科学と政治は分かち難く、両者の交わる領域を「トランス・サイ
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エンス」と称し、「科学によって問うことはできるが、科学によって答えることができない問題群から成る領域」として定式化している。(Weinberg.A.M., 1972, “Science and Trans-Science”) 
 Ｑ１「トランス・サイエンス」の問い 「運転中の原子力発電所の安全装置がすべて、同時に故障した場合、深刻な事故が生じる」ということに関しては、専門家の間に意見の不一致はない。これは科学的に解答可能な問題なのである。科学が問い、科学が答えることができる。他方、「すべての安全装置が同時に故障することがあるかどうか」という問いは「トランス・サイエンス」の問いなのである。もちろん、専門家はこのような事態が生じる確率が非常に低いという点では合意するであろう。しかし、このような故障がありうるかどうか、またそれに事前に対応しておく必要があるかどうか、といった点になると、専門家の間で意見は一致しない。 出典：『社会技術概論』（小林信一、ＮＨＫ出版、２０１２年）第８章抜粋  Ｑ２ 原子力安全の問い 原子力安全で問われているのは、どの程度のリスクなら受け入れられるのかであり、これは究極的には社会の判断である。この判断はリスクの科学的理解だけでは決着できない。原子力の安全確保には、科学・技術に基づく総合的な対応が必要であるが、リスクをゼロにすることはできない。一方、社会的には安心が求められているが、安心は人間の感性を通して得られるものである。（以下略）  出典：福島原発事故独立検証委員会「調査・検証報告書」（２０１２年３月） 山地憲治委員「信頼の崩壊で危機を招いた事故対応」より抜粋 
 
2-1-3  ステークホルダーの関与の必要性と問題点 
 原子力の利用など「科学に問うことはできるが、答えを得ることができない」問題には社会の様々な価値が含まれており、これを科学知のみから演繹的に一意の解を導くことはできない。この場合、科学知が示す解は複数であったり、不確実性をはらんでいたりするのが通例であり、現実的な解は社会的価値を含めて複数の解から選択される。このような過程を経て解が求められるような問題を、「最適・最善の解を導く」ことを前提とした科学に支えられた専門知により解を求めようとする場合には矛盾が生じる。このような問題を研究として扱うために、科学者以外のステークホルダーの判断、決定、選好などを研究に組み込むことは上述の矛盾を少なくしうる可能性はある。 しかしながら、特に技術に直接携わらないステークホルダーの関与は、議論を多様
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化させる傾向があり、手間、時間、費用などのコストを増大する割に、解の選択に至らないなど効果があがらない恐れもある。 （大学部局長の回答）  2-1-4  民主主義のプロセスと科学者について 社会問題の解決を、何らかの意味の科学に 100%頼るということは、民主主義との関係で健全ではないし、たぶん、永遠にそうならないと思う。問題解決型の科学で、古くから存在した医学ですら、「インフォームド・コンセント」という形で、民主的エレメントを導入してきている現状に鑑み、むしろ、科学が応えられる範囲を常に明確にして、それ以上は、民主主義のプロセスにゆだねることが重要。 （公的研究機関の部局長） 
  2-2 トランスディシプリナリティの概念  「トランスディシプリナリティ」とは、科学と現実社会が交わるトランス・サイエンスの問題領域において、科学者と当該問題のステークホルダーが協働することを意味する。（報告者の試案）  「トランスディシプリナリー研究」という場合には、科学者とステークホルダーが学び合うことによって適確な研究課題を特定し、協働して研究し、問題解決に向けて「知の統合」を図っていくことを意味する。ここでいう「問題解決」には、社会的な意思決定あるいは合意形成を含む。 トランスディシプリナリティの文脈によっては、科学者（もしくは科学コミュニティ）と現実社会の経験を有する関係者、当該問題の利害関係者もしくは意思決定の影響を受ける者との関係性が議論される。  2-2-1  科学者の役割について 
 この報告書で「科学者」とは、大学、研究機関、学協会等に所属して科学的活動を職業とする者を意味し、人文科学者（人文学者を含む。）、社会科学者、自然科学者及びそれらをまたがる学際領域の科学者を含む。かかる科学者を中心とする学際研究に加えて、ここでは、行政官や市民など現実社会のステークホルダーが主体的に関与する超学際研究や、科学コミュニティと現実社会の新たな関係性を考えていく。 科学者も中央政府・地方政府、企業、市民団体等の意思決定や合意形成に関与する
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ことがある。それは必ずしも本来の職務として関与するのではなく、特定の社会問題に関する審議に参画して意見を述べ、あるいは助言、提言などの形で寄与する場合もある。個別の社会問題の意思決定に参画することより、むしろ当該問題に関する科学的知見や客観的な証拠などの情報を提供することが期待されてきた。  2-2-2  ステークホルダーについて  この報告書では、気候変動に関する政府間パネルによる次のような定義を踏襲して、ステークホルダーの特定、研究への関与の在り方などについて考えていく。  ステークホルダーとは、プロジェクトもしくは法主体に正当な関心を有し、または特定の行動もしくは政策によって影響を受けうるような個人または組織をいう。  出典：ＩＰＣＣ、Climate Change 2007  2-2-3  社会各層の知の統合としてのトランスディシプリナリティ  Transdisciplinarity is, on the one hand, rooted in the rise of the so-called knowledge society, which refers to the growing importance of scientific knowledge in all societal fields. On the other hand, it acknowledges that knowledge also exists and is produced in societal fields other than science.   出典：Handbook of Transdisciplinary Research (Springer, 2008)  2-2-4  現実社会の経験知の統合としてのトランスディシプリナリティ    Approach of study organizaing processes that link scientific, theoretic, and abstract epidemics with real-world factors that are based on experiential knowledge from outside academia. Information about real-world factors comes from relating human experiential wisdom to the analytical rigor of science and academic methodology.  出典：Environmental Literacy in Science and Society  (R.W.Scholz et al, Cambridge University Press, 2011) 
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2-3 トランスディシプリナリー研究の概念  近年の欧州では、専門分野の研究（ディリプリナリー・リサーチ）、目的に応じたインターディシプリナリー・リサーチを補完する第三の方法論として、トランスディシプリナリー・リサーチを位置づけて、社会問題解決型研究において目的によって使い分けている。  2-3-1 “The Zurich 2000 definition”  ２０００年、“Transdisciplinarity: Joint Problem Solving among Science, Technology, and Society”に関するカンファレンスがチューリッヒで開かれた。５００人の科学者と３００人の実践者の議論から、“The Zurich 2000 definition”と称される下記の定義が取り上げられた。 Transdisciplinary research takes up concrete problems of society and work out solutions through cooperation between actors and scientists.  2-3-2  欧州の標準的なトランスディシプリナリー・リサーチの概念規定   Transdisciplinary research is research that includes cooperation within the scientific community and a debate between research and the society at large. Transdisciplinary research therefore transgresses boundaries between scientific disciplines and between science and other fields and includes deliberation about facts, practices and values.  出典：Handbook of Transdisciplinary Research, Springer, 2008  2-3-3  「フューチャー・アース」におけるトランスディシプリナリー研究  Research that both integrates academic researchers from different unrelated disciplines and non-academic participants, such as policy-makers, civil society groups and business representatives to research a common goal and create new knowledge and theory.  出典：Future Earth Initial Design Report, ＩＣＳＵ, ２０１３   
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2-4 インターディシプリナリティとトランスディシプリナリティの対比  
 近年のＥＵ諸国の共通解釈では、インターディシプリナリティ（あるいはマルチディシプリナリティ）は科学コミュニティの中での学際的連携をいい、他方、現実社会のステークホルダーが関与する協働関係をトランスディシプリナリティとして整理している。 社会問題解決型研究の企画、推進や実務の上でも使い分けるようになっている。社会各層の当事者が有する経験的な知見や価値観を活用する、「超学際」という性質がトランスディシプリナリティにはある。  2-4-1 国際科学会議の報告書『グランド・チャレンジ』  Interdisciplinary: Research that involves several unrelated academic disciplines in a way that forces them to cross subject boundaries to create new knowledge and theory and solve a common research goal. Transdsciplinary: Research that both integrates academic researchers from different unrelated disciplines and non-academic participants, such as policymakers and the public, to research a common goal and create new knowledge and theory. 
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出典：Earth System Science for Global Sustainability ―The Grand Challenges―, ICSU, 2010 Appendix 2:Definitions  
 2-4-2 インター・マルチ・トランス ディシプリナリティの対比  欧州の標準的なハンドブックでは、multidisciplinary researchも並置して、次のように区別されている。 “ Interdisciplinary research ”  refers to a form of coordinated and integration-oriented collaboration between researchers from different disciplines. “Multidisciplinary research” approaches an issue from the perception of a range of disciplines; but each discipline works in a self-contained manner with little cross-fertilisation among disciplines, or synergy in the outcomes. “Transdisciplinary research” is needed when knowledge about a societally relevant problem field is uncertain, when the concrete nature of problems is disputed, and when there is a great deal at stake for those concerned by problems and involved in dealing with them.  Transdisciplinary research deals with problem fields in such a way that it can: a) grasp the complexity of problems, b) take into account the diversity of life-world and scientific perception of problems, c) link abstract and case-specific knowledge, and d) develop knowledge and practices that promote what is perceived to be the common good.  出典：Handbook of Transdsciplinary Research, Hirsch Hadorn et al, Springer 2008   2-5  トランスディシプリナリティに関する議論の経緯  2-5-1 インターディシプリナリティとトランスディシプリナリティの議論  科学分野間の学際性を意味するインターディシプリナリティやマルチディシプリナリティの概念は１９４０年代に提起されている。科学者とステークホルダーとの協働についても学際性の特殊な形態として議論された経過がある。 
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トランスディシプリナリティという言葉が登場したのは１９７０年前後のこととされている。Jean Piaget、Edgar Morin、Eric Jantsch らが科学的知識の枠を越える（beyond fields of knowledge）という概念を強調し、従来の interdisciplinaryやmultidisciplinaryとは別の概念として transdisciplinaireを提唱した。１９７０年、フランスで開催されたＯＥＣＤコロキアムで、フランス語の transdisciplinaire（英語の transdisciplinary）の問題が提起され、１９７２年のＯＥＣＤ報告書で公表された。 この１９７０年代に、A.M.Weinbergは、科学と政治は分かち難く、両者の交わる領域を「トランス・サイエンス」と称し、「科学によって問うことはできるが、科学によって答えることができない問題群から成る領域」として定式化している。 その後、ＯＥＣＤ社会や欧米のアカデミアでトランスディシプリナリティに関する議論が盛んになり、１９７９年、米国にはインターディシプリナリティの諸問題（後にはトランスディシプリナリティの問題を含む。）を議論する専門の学会 “The Association for Integrative Studies (AIS)”が設立されている。 また７０年代から８０年代にかけて、米国のＳＳＳＳ(Society for Social Studies of Scinece)、欧州のＥＡＳＳＴ（European Association for the Studies of Science and Technology）、ＮＡＳＴＳ(National Association for Science, Technology and Society)など、科学技術と社会との関係性を議論する学会組織や研究組織が設立された。１９８７年には、フランスの物理学者 Basarab Nicolescuにより、トランスディシプリナリティの国際的研究センターCITET( Centre International de Recherche et Etudes Transdisciplinaires)が創設されている。 １９８０年代には、トランスディシプリナリティに関する国際会議が多く開催されるようになった。１９８６年には、ＵＮＥＳＣＯがトランスディシプリナリティに関するシンポジウムを開催し、参集した世界の科学者がベニス宣言“ Science and the Boundaries of Knowledge：The Prologue of Our Cultural Past”を発表した。 
 欧州の研究者を中心に、トランスディシプリナリティを意識して実践が行われるようになったのは１９９０年代のことである。それでも当時の認知度は、下記のプロジェクト例のように、そう高いものではなかった。 
 
“CITY：mobile”というプロジェクトが１９９３年に構想されたとき、ドイツでは transdisciplinarity という用語は殆ど使われていなかった。だからこのプロジェクトは、interdisciplinaryで “problem and actor oriented”と言われていた。 出典：“CITY：mobile  A Model for Integration in Sustainability Research”（M.Bergmann & T.Jahn, 2008）＜報告者抄訳＞ 
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2-5-2 「持続可能な開発」に関するトランスディシプリナリティの議論 （１９９２年の地球サミットからＲｉｏ＋２０まで） 
 持続可能な開発の問題領域において、トランスディシプリナリティの重要性について議論されるようになったのは、１９９２年の国連地球サミットの頃からである。１９９９年、世界科学会議のブダペスト宣言において「社会のなかの科学、社会のための科学」が謳われた後、複雑性と不確定性を増す２１世紀社会の問題に対応して、世界的に議論されている。 以下、地球サミット以降におけるトランスディシプリナリティの議論を持続性社会の文脈において整理する。  １９９２年：リオデジャネイロの地球サミットで「持続可能な開発」の概念が提起された。この概念がもつ高度の社会性や複雑性がトランスディシプリナリー・リサーチを追究し、トランスディシプリナリティの概念を国際的に議論する重要な契機となった。  ９４年：ＵＮＥＳＣＯ等による第１回トランスディシプリナリティ世界会議がポルトガルで開かれ、出席者が「トランスディシプリナリティ憲章」を採択した。  ９７年：ＵＮＥＳＣＯ及びＣＩＲＥＴによる International Congressがスイスで開かれ、トランスディシプリナリーな大学の発展に関する宣言・勧告が発表された。  ９９年：世界科学会議がブダペスト宣言をまとめた。その第４節で、「社会における科学、そして社会のための科学」を強調した。それ以降、特に欧州では現実社会を意味する“real-world”や “life-society”に対応するトランスディシプリナリティの概念に関する議論が本格化した。  ２０００年： “Swiss Academic Society for Environmental Research and Ecology (SAGUF)” が“Network for Transdisciplinary Research(td-Net)”を創設した。トランスディシプリナリティの議論とともに、このネットワークが全欧から北米などへ広がった。同年、International Congressがチューリッヒで開かれ、トランスディシプリナリー・リサーチの概念規定が議論された。    
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０１年：アムステルダム宣言：地球環境変化に関する４つの研究計画（ＷＣＲＰ、ＩＧＢＰ、ＤＩＶＥＲＳＩＴＡＳ及びＩＨＤＰ）は、他の社会セクターと緊密な協働を図り「変容する地球」という課題に取り組む全ての国と文化圏をまたがった協働を図ることにコミットした。    ０１年：「科学技術と社会の界面に生じるさまざまな問題に対して、真に学際的な視野から、批判的かつ建設的な学術活動を行うためのフォーラムを創出することを目指して」、日本には科学技術社会論学会が設立された。  ０２年：スイス連邦技術研究所（ＥＴＨ）が中心となって、持続可能な開発のケース・スタディに関する国際的ネットワーク (ITdNet)を創設し、その初回ワークショップがチューリッヒで開かれた。    １０年：米国に拠点を置くネットワーク “The International Network for Interdisciplinarity & Transdisciplinarity (INIT)”が、 “Association for Integrative Studies (AIS)”や “Center for the Study of Interdisciplinarity (CSID)”の代表者らによって設立された。  １１年：ベルモント・フォーラムは白書 “The Belmont Challenge”を発表し、世界の気候変動研究コミュニティに対して、トランスディシプリナリー研究の必要性を強調した。  １２年：３月、ロンドンの科学者会議（ＰＵＰ）で「地球の現況に関する宣言」  が打ち出され、科学と社会の新たな関係について問題提起が行われた。 ５月、国際社会科学協議会が、報告書『グローバルな変化に関する社会科学の変革の基礎』を発表し、トランスディシプリナリティの重要性を強調した。 ６月、国際科学会議が、Ｒｉｏ＋２０のサイド･イベント「持続可能な開発のための科学技術・イノベーションに関するフォーラム」を開催し、フューチャー・アース構想を打ち出した。     １３年：「グローバルな持続可能性のための科学技術アライアンス」が、グローバルな持続可能性のための統合研究に関するフューチャー・アース初期設計報告書を公表した。フューチャー・アース暫定事務局には暫定ステークホルダー関与委員会が設置され、統合研究の新たな方法論としてのトランスディシプリナリティの積極的な導入が議論されている。 
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第３章 欧米におけるトランスディシプリナリティの実践   近年の欧米においては、現実社会に多様な問題とステークホルダーがあるなかで、問題の特定や構造化から問題の分析、知の統合、そして研究成果の検証と社会実装に至る一連の過程において、科学者とステークホルダーの継続的なコミュニケーションが企図されている。双方が学び合う過程で、共に課題設定を行うことから統合研究のプロセスが始まる。ＥＵにはトランスディシプリナリー研究のために確保したファンドもあり、トランスディシプリナリー・プロセスをファンディング当局と関係者の間で確認しながら統合研究に取り組んでいる。研究の企画・推進及び評価の過程に実社会の関係者を関与させることによって、社会問題の解決や意思決定、合意形成への実際的な貢献を目指していく姿勢がみられる。   3-1 トランスディシプリナリー研究の過程 3-2 トランスディシプリナリー研究の実践 3-3 研究組織設計におけるトランスディシプリナリティ 3-4  統合研究計画におけるトランスディシプリナリティ 3-5 トランスディシプリナリティのネットワーク   3-1  トランスディシプリナリー研究の過程  3-1-1  欧州のトランスディシプリナリー研究  トランスディシプリナリー研究には、科学者と実社会の関与者との学び合いによる「研究課題の定立と問題の構造化」、「問題の分析と知の統合」、「研究成果の社会実装」という重要な研究過程があり、その中で研究が継続し、再帰的に展開していく。  欧州の標準的なハンドブック(Handbook of Transdisciplinary Research, Springer, 2008)においては、現実社会の問題に対応するトランスディシプリナリー・リサーチの概念規定とそれに基づく次のような研究過程が提案されている。 
１） 実社会との関連 ２）研究の継続・再帰過程 ３）知の統合の過程 ４）特定問題の解決策とその一般化 ５）新たな専門性とイノベーション 
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3-1-2 ステークホルダーの特定と関与の時期  トランスディシプリナリティ実践の要諦は、ステークホルダーの特定と関与の時期である。“Whom to involve ?”と“When to involve them?”が二大命題となる。  ２０１２年３月、報告者が英・独・仏国におけるトランスディシプリナリー研究の先進的拠点を訪問し、ステークホルダーの関与について意見交換したところ、次のような意見を聴き取ることができた。  Ｑ１“Whom to involve ?” ・社会問題解決型研究の評価者は、社会の中に在ると考えるべきではないか。 ・社会問題に対応する研究の場合、その評価者集団には当該問題のステークホルダーが早期より関与することが重要である。 ・研究課題の価値は、科学のインターディシプリナリーな評価と、社会問題解決、合意形成、意思決定等など社会的な評価を分けて適正に評価されなければならない。事前評価でも事後評価でも同様である。 ・研究制度としての評価者は、必ずしもレオナルド・ダ・ヴィンチのような一人の「知の巨人」ではない。学問的、文化的、社会的な背景を違えるベスト・ミックスのエキスパートの集団を編成して評価の任にあたることが実際的である。欧州では、国籍を違えるエキスパートの評価過程への関与が一般化している。  Ｑ２ “When to involve them ?”    ・研究組織の創設、研究戦略の企画段階からステークホルダーが関与することが重要である。 ・研究プログラムの立案、研究課題の採択審査など、研究プロセスの早い段階からステークホルダーが関与することが重要であり、有用である。 ・研究プロジェクトを推進する任にあたるプログラム・オフィサーは、当初の課題設定から研究実施、評価に至るまで責任をもって関与するのが望ましい。    3-2 トランスディシプリナリー研究の実践  3-2-1  欧州における事例  ここでは、トランスディシプリナリー研究の３つの研究過程（Manifesto of 
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Transdisciplinarity, Basarab Nicolescu, 2002）について、欧州を中心とする実践事例を紹介する。  研究過程 A:研究課題の定立と構造化 研究過程 B:問題の分析 研究過程 C:成果の社会実装  研究過程Ａ：研究課題の定立と構造化に関する実践事例 Ａ１：トランスディシプリナリー・リサーチのマイルストーン “From Local Projects in the Alps to Global Change Programmes in the Mountains of the World” （スイス、ベルン大学） Ａ２：社会的ニーズと要請のバランス “Sustainable River Basin Management in Kenya” （ケニア、乾燥地開発研修・統合研究所） Ａ３：持続性研究における知の統合のモデル             “CITY: mobile”       （ドイツ、社会・生態学研究所）  研究過程Ｂ：問題の分析に関する実践事例 Ｂ１：科学者と政策当局者による協働             “The Development of Multilateral Environment Agreements on Toxic Chemicals”         （国連、貿易と開発の会議） Ｂ２：システムダイナミックスのアプローチ             “Policy Analysis and Design in Local Public Management”       （スイス、聖ガレン大学マネジメント研究所） Ｂ３：統合的な計画と総合のアプローチ             “Constructing Regional Development Strategies”       （スイス、ＥＴＨチューリッヒ） Ｂ４：法的・生態学的評価の手法             “Evaluating Landscape Governance”       （オーストリア、自然資源・応用生命科学研究所）  研究過程Ｃ：社会実装に関する実践事例 Ｃ１：自然科学と社会科学の統合 
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              “Behavioural Sciences in the Health Field”        （ハンガリー、ツェジェド大学行動科学グループ）  Ｃ２：資源利用交渉のためのステークホルダー・プラットフォーム               “Sustainable Coexistence of Ungulates and Trees”        （スイス連邦、森林・雪氷・景観研究所）  Ｃ３：協働によるひとつの設計プロセス               “Retrofitting Postwar Suberbs”        （カナダ、ラバル大学建築学院）  3-2-2  トランスディシプリナリー研究の助成  欧米には、研究拠点づくり、研究の計画、課題の定立、知の統合、研究成果の評価、研究継続の仕組みなど、研究の諸過程におけるトランスディシプリナリティの実践事例がある。 スイス･アカデミー（Swiss Academies of Arts and Sciences）は、以下のような欧州の大学･研究機関のトランスディシプリナリー研究を助成している。＜２０１２年１０月、欧州調査より＞  ANU The Australian National University, Canberra, Australia; Bielefeld University, Bielefeld, Germany ETH Zurich, Zurich, Switzerland Free University, Amsterdam, The Netherlands Institut National de la Recherche Agronomique (INRA), Paris, Institute for Social-Ecological Research (ISOE), Frankfurt am Main, Germany Michel Meuret Institut National de la Recherche Agronomique, Avignon, France Potsdam Institute for Climate Impact Research (PIK), Potsdam, Germany Semmelweis University, Budapest, Hungary Swiss federal Institute for Forest, Snow and Landscape Research (WSL), Swiss Tropical Institute (STI), Basel, Switzerland Université Laval, Québec, Canada University of Basel, Basel, Switzerland University of Göteborg, Göteborg, Sweden University of Groningen, Groningen,The Netherlands University of Lausanne,, Switzerland University of Natural Resources and Applied Life Sciences, Vienna, Austria University of Oxford, Oxford, UK 
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University of St. Gallen, St. Gallen, University of Szeged, Szeged, Hungary University of Twente, Enschede, The Netherlands University of Zurich, Zurich, Switzerland  3-2-3  トランスディシプリナリティの地域性について  トランスディシプリナリティの概念については、世界各地域により、国により、社会セクター、大学・研究機関により多様性がある。さらに、科学と社会の相互作用の歴史や制度が違うため、トランスディシプリナリー研究の実践についても地域性がある。 他方、そうした各地の個別性と多様性に即して、リアルタイムに近い態様で社会問題解決型の研究を展開できるのがトランスディシプリナリー研究の特徴でもある。トランスディシプリナリティの実践では、現実性のレベル（リアリティ）とリアルタイム性が重要視される。   ＜参考＞Dr. Seth Baum, University of Pensilvenia, US (リスク統合科学)とのインタビュー、２０１２年７月 I would say that theories for transdisciplinarity may be similar across all regions including USA and Europe, but the practice will always be different because each region has different academic traditions and institutional structures. Implementations of transdisciplinarity in the USA are customized to the needs of American universities and research institutions. Indeed, there is much variation within USA because of difference between universities.    3-3 研究組織設計におけるトランスディシプリナリティ  ドイツには、ここに例示するトランスディシプリナリー・リサーチの世界的な拠点がある。そこでは、科学の枠内での学際的研究と、科学と社会をまたがる超学際（トランスディシプリナリティ）の研究が共存し、現実社会の問題に応じて両者を戦略的に使い分ける方針が明瞭に打ち出されている。  3-3-1  ポツダム気候変動研究所 ―Potsdam Institute for Climate Change（ＰＩＫ） ― 
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ベルリン郊外、ポツダムに本拠を置く非営利の気候変動研究所（ＰＩＫ）は、１９９２年、ドイツ連邦政府とブランデンブルク州と半々の出資で創設され、２０１０年には、連邦政府のほか、欧州地域開発ファンド（ＥＲＤＦ）など外部からプロジェクト資金を得ている。   地球環境、気候影響、持続可能な開発が主たる研究分野である。研究者は２００人規模で、自然科学者と社会科学者が協働して学際的な知見を生み出し、また、社会のステークホルダーに対して意思決定のための的確な情報を提供している。主たる方法論は、システム・シナリオ分析、モデリング、コンピュータ・シミュレーション、データ統合である。 研究組織には、次のとおり、学際的に取り組む研究部門（Research Domain II）とは別に、実社会の当事者が関与するトランスディシプリナリティを看板にする研究部門（Research DomainⅣ）を併置している。  研究部門 I   : Earth System Analysis 研究部門 II  : Climate Impacts and Vulnerabilities 研究部門 III : Sustainable Solutions 研究部門 IV  : Transdisciplinary Concepts and Methods  3-3-2 持続性高等研究所 ―Institute for Advanced Sustainability Studies（ＩＡＳＳ）―  ２００９年、連邦政府（ＢＭＢＦ）による持続可能な開発に関する研究のＦＯＮＡプログラムの基に、ＩＡＳＳが創設された。ベルリンの郊外、ポツダムに本拠を置くのは、そこが高いレベルの科学コミュニティの中心地であるばかりではなく、政治、ＮＧＯ、そしてベルリンのメディアに近いからである。 研究の目標とビジョンは、気候の安定性、エネルギー・セキュリティ、資源の効率性、生態的・社会的な配慮に基づく経済成長、都市と農村の共発展、持続可能な技術的開発などが柱となっている。 科学的な発展を重視する一方、研究、政治、経済、市民社会そしてメディアとの戦略的な対話や意見調整のハブとしての機能も重視している。創設されたばかりのＩＡＳＳは学際性と併せてトランスデシシプリナリティのアプローチも重視し、次のように、両者共存の理念で 3クラスター制の組織(Cluster)としている。  “The cluster studies social sciences and humanities in relation to sustainability with an inter- and trans-disciplinary approach.”      研究群Ⅰ : Global Contract for Sustainability 
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       研究群Ⅱ : Earth, Energy and Environment        研究群 Ⅲ: Sustainable Interactions with the Atmosphere  戦略的パートナーシップの範囲は、次のとおり、自然科学の広範な領域から社会科学・人文学・芸術の領域にまで及んで、大学・研究機関の科学者と実社会の当事者・一般市民との緊密な対話やコミュニケーションが行われている。  ・the formation of strategic partnerships with selected universities and non-university research institutes to intensify research co-operations, ・the initiation of strategic dialogue with the representatives of the world of economy, politics, society and arts.  研究所の戦略諮問会議（Strategy Advisory Board）には、社会セクターのステークホルダーを理事として参画させることとなっている。研究過程における上流過程からのステークホルダーの参画（early engagement）の表れである。   3-4 統合研究計画におけるトランスディシプリナリティ  国連持続可能な開発会議（リオ・プラス２０）では、その成果文書において、２０１５年の国連総会で持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）を策定することについて合意ができた。そこで国際科学会議を中心とする「グローバルな持続可能性のための科学技術アライアンス」が提唱したフューチャー・アース構想は、トランスディシプリナリティを基調とする今世紀最大の統合研究計画である。科学コミュニティと現実社会のステークホルダーとの協働関係が強調され、統合研究の方法論のみならず、研究組織・拠点づくりや研究評価、成果の提供など諸局面にトランスディシプリナリティの概念が適用されようとしている。 「グローバルな持続可能性のための科学技術アライアンス」がフューチャー・アースの共同スポンサーである。自らの命題をその構想に託した恰好となっている。現実社会のリアリティ重視のトランスディシプリナリティは、持続性社会への転換に向けたＳＤＧｓの議論に新たな方法論を提供していく可能性がある。国・地域の個別多様性やリアリティに向き合って取り組むことは、援助側と受益者側双方の当事者による協働活動なくしては成り立たない。すでに、フューチャ ・ーアース初期設計報告書（２０１３年）では、そうした各国・地域の個別性にも鑑みて、国別委員会や地域拠点の重要な役割が強調されている。 
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3-4-1  運営のガバナンスにおけるトランスディシプリナリティ 
 フューチャー・アース研究の新規性を説明するなかでは、とりわけステークホルダーとの協働関係（トランスディシプリナリティ）を強調されている。それが統合研究の方法論のみならず、フューチャー・アースの組織・拠点づくりや研究評価、成果の提供、人材育成など運営の各局面で実践されようとしている。現実社会が求める科学的知識を適確に提供することを担保するためである。 国際科学会議、国際社会科学協議会、研究助成機関のフォーラム、国連教育科学文化機関、国連環境計画及び世界気象機関より成る上記の科学技術アライアンスが共同スポンサーとなって、フューチャー・アース理事会を組織し、ステークホルダー関与委員会、科学委員会という二つの助言機関が支える構成となっている。 暫定運営期から本格運営期にかけて、科学技術アライアンスは事務局と一体となって、国連社会はじめ各国・関係機関と協議しながら、関与すべきステークホルダーを特定していく。それがフューチャー・アースの輪郭を形成し、ガバナンス機構を規定していくこととなる。  3-4-2 ステークホルダーが関与する協働企画及び協働研究  フューチャ ・ーアースの科学委員会が科学的な方向性を示し、科学的な質を確保し、新しいプロジェクトの進展を主導する。ステークホルダー関与委員会は、研究の協働企画から成果の普及に至る全工程を通じて、ステークホルダーの関与についてリーダーシップをとり、戦略的な方向を打ち出すこととし、それによってフューチャー・アースが現実社会の求める知識を提供することを担保することとしている。  フューチャー・アースのステークホルダー戦略は、「効力のある正当なステークホルダー」によるマルチ・ステークホルダー戦略である。運営の各過程の事案について、自ら関与する意思を明言し、その利害・関心を当該研究グループとの間で相互に確認できることが条件とする考え方である。   3-5 トランスディシプリナリティのネットワーク  3-5-1 ｔｄ－ｎｅｔ  ２０００年、Swiss Academic Society for Environmental Research and Ecology (SAGUF)が、Network for Transdisciplinary Research（ｔｄ－ｎeｔ）を創設した。２００８年以来、“td-net for transdisciplinary research” は、Swiss Academies 
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of Arts and Sciencesのプロジェクトとなっている。本拠地はベルンに在る。 ネットワークの創設以来、毎年、カンファレンスやワークショップが開かれている。インターディシプリナリティやトランスディシプリナリティの実践研究者が世界各国から集まって、実践に基づく批判的議論や将来に向けての建設的な議論を深め、ネットワークの一層の強化を目指している。ネットワークの活動はスイスから全欧に広がり、米国やオーストラリアとのプロジェクトもあって世界的な広がりがある。  3-5-2 ＩＴｄＮｅｔ  ２００２年、スイス連邦技術研究所（ＥＴＨ）が中心となって、持続可能な開発の ケ ー ス ・ ス タ デ ィ に 関 す る 国 際 的 ネ ッ ト ワ ー ク  “International Transdisciplinary Network on Case Studies for Sustainable Development (ITdNet)”を創設し、そのワークショップがチューリッヒの初回会合以来、毎年のように欧州各地で開かれている。また、このネットワークに参加する欧州の大学によって、２５のトランスディシプリナリー・リサーチのケース・スタディが行われている。  3-5-3 米国に拠点を置くネットワーク  ２０１０年には、米国に拠点を置く “Association for Integrative Studies (AIS)”や “Center for the Study of Interdisciplinarity (CSID)”の代表者らが、新たなネットワーク “The International Network for Interdisciplinarity & Transdisciplinarity (INIT)”を設立し、スイスのｔｄ－Ｎｅｔによる国際カンファレンスもＩＮＩＴの会合に合流している。             
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第４章 日本におけるトランスディシプリナリティの実践   日本の大学・研究機関における科学者でも、まだトランスディシプリナリティについて認知度が低く、それと意識せずしてステークホルダーとの協働を実践する科学者も多い。トランスディシプリナリー研究を大別すれば、下記のように、科学者グループの文理連携を前提にトランスディシプリナリティへの展開を図っていく研究（類型１）のほか、必ずしも文理連携を前提とせず、むしろ現実社会の問題に即して科学者と当該問題のステークホルダーとの協働を進める研究（類型２）の実践がある。  類型１：文理連携を前提とするトランスディシプリナリー研究 大学及び大学共同利用機関法人人間文化研究機構（総合地球環境学研究所）     独立行政法人科学技術振興機構（社会技術研究開発センター）など  類型２：現実社会の要請に対応するトランスディシプリナリー研究 環境省、農林水産省、国土交通省そのほか多くの研究開発型独立行政法人      産業界の研究所など   4-1 トランスディシプリナリティの邦訳 4-2 トランスディシプリナリティの認知度について 4-3 社会問題解決型の応用研究としてのトランスディシプリナリー研究 4-4 産官学連携の発展形としてのトランスディシプリナリティ 4-5 文理連携を前提とするトランスディシプリナリー研究（類型１）    4-6 現実社会のニーズに対応するトランスディシプリナリー研究（類型２） 4-7 日本独特のトランスディシプリナリティとしての独法制度   4-1 トランスディシプリナリティの邦訳  科学コミュニティによって様々な邦訳があり、科学技術論の術語としても訳語が統一されてはいないが、科学コミュニティの枠を超えて現実社会に及ぶ協働性に着目して、トランスディシプリナリティが「超学際」、「超領域」、「超域」などと訳される一方、科学者と現実社会のステークホルダーとの往還的な対話や相互作用に着目して「分野横断」、「領域横断」あるいは「領域連携」とも訳されている。 また、インターディシプリナリティをも包含する文脈でトランスディシプリナリティを広義に使う場合もあり、「学融合」、「学際科学」、「統域科学」と邦訳する事例も
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ある。   4-2  トランスディシプリナリティの認知度について   日本でのトランスディシプリナリティの概念や実践について議論されるようになったのは１９９９年のブダペスト宣言以降のことである。２０１２年度のアンケートでも、日本の大学・研究機関におけるトランスディシプリナリティの認知度は低いことが判る。産学官あるいは産学官民の研究の主宰者がトランスディシプリナリティと認識せずして、それぞれ独自の方法によってステークホルダーとの協働活動を展開しているような現状がみられる。  そうした協働活動による統合性が弱い場合には、トランスディシプリナリー研究といわず、単に「ステークホルダー参加の研究」として区別することもある。  ＜参考意見＞トランスディシプリナリー研究としての位置づけについて トランスディシプリナリー研究の議論は、各種伝統的学問の分野から出発していて、情報学、工学のメンバーがあまり参加していない、そもそも知らないこともあり、今後は一緒に議論した方がよいと考えます。科学者と、工学者や情報学者など特に設計に関連する分野の学者は、出発点から分析的（analytic）か、統合的（synthetic）かという点で、まったく異なる発想で世界を見ていると思います。分断した知識を統合することを目指すのであれば、これらの分野の研究者の参画が今後より不可欠になると考えます。回答者のもともとの分野は、工学、情報学ですが、自分の研究がトランスディシプリナリー研究に位置づけられると気づいたのは最近のことです。 （大武美保子 千葉大学准教授、ＮＰＯ法人ほのぼの研究所代表理事・所長）  なお、日本の研究現場における「文理連携」は、科学の枠内での学際連携（インターディシプリナリティ）のみならず、ステークホルダーとの超学際連携（トランスディシプリナリティ）を含意して使われる場合もある。   4-3 社会問題解決型の応用研究としてのトランスディシプリナリー研究   従来「応用研究」といわれてきた概念は、フューチャー・アース研究の今日的な議論のなかで問い直されている。これまで社会問題解決のための応用研究という場合、研究過程の上流において科学者主導で研究課題が定立され、応用研究が展開され、往々
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にして、当該問題のステークホルダー（現実社会のステークホルダーを意味する。以下、同じ。）の関与は研究過程の中流から下流側でのこととなる。科学者による応用研究の成果が出来はじめてから、具体的な社会実装が検討されることも多い。  それに対して、近年のトランスディシプリナリー研究では、研究過程の早期より科学者とステークホルダーの学び合いに基づく研究課題の定立など、科学と社会が交わるトランス・サイエンスの領域における協働企画(co-design)が試みられる。すなわち、研究過程の上流側でのステークホルダーの関与（アップストリーム・エンゲイジメントまたはアーリー・エンゲイジメント）が重要視される。 また、知識の協働生産（co-production）の過程や、研究成果の協働提供（co-delivery）に至る下流過程において、科学者とステークホルダーの双方が継続的・反復的に知識・経験や意見を出し合うことを意識した時間のかかるプロセスが実践されている。  ＜アンケート回答＞「応用研究」におけるステークホルダーの関与について ―大学部局長の回答（ステークホルダーの関与の必要性について）抜粋 （１）現実社会の問題に対応する研究の諸過程において、現実社会の意思決定・合意形成に関わる者、利害関係者、関係団体・機関、一般市民などの“広義のステークホルダーを加えた学術的研究を行う”というコンセプトは、応用研究領域において大変重要であり、必要性が高いと考えます。 （２）学術分野の研究を基礎研究と応用研究として分けて考えた場合、応用研究において、“人間”や”人間社会（現実社会）”が研究対象の”理論”、”モデル”、”システム”の系の中に入って来る、あるいは、それらの応用先として入って来る時点での“ステークホルダーの応用研究への参加”は、学術研究の実行プロセスの中での実社会の“状況”、“環境”、“志向”などを反映した研究へと発展させるために、有効な方法論であると考えます。 （３）ステークホルダーの参加により、当該研究の基礎的なコアとなっている”理論”、“モデル”、“システム”の実際的な応用について、”人間の視点”、”社会的視点”、”環境的視点”、”志向的視点”をもって立案、設計、実現することが可能となり、研究が社会に適切に反映される”実施道程”を与える可能性が高くなると考えます。すなわち、“広義のステークホルダーを加えた学術的研究を行う”というコンセプトは、研究自身の実行プロセスの中に、”研究内容の現実社会への実施道程”を構築するプロセスを加えることになり、実際的であり、かつ、研究の活用可能性の拡大という視点からも重要であると考えます。    4-4 「産学官連携」の発展形としてのトランスディシプリナリティ  
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世紀の変わり目のブダペスト宣言（世界科学会議、１９９９年）以降、「社会のための科学」という見方だけでなく、「社会の中の科学」という見方が強調され、とりわけ持続性社会の問題などトランス・サイエンスの問題領域では、社会と共に考える協働の過程が重要視されるようになった。  前世紀以来、日本では、科学技術の産業応用や技術の民間セクターへの移転などが「産学官連携」政策の下で推進されてきた経緯がある。近年の科学技術イノベーションの議論の文脈でも、連携関係をみる視点が、どちらかといえば、大学や研究機関など科学的知識を生産する側（サプライ・サイド）に在ったということができる。 他方、トランスディシプリナリー研究は、行政庁、企業、市民団体など多様なステークホルダーが主体的なパートナーとして関与することを前提としており、必ずしも、科学的知識を生産する側と受け取る側という受け渡しの構図ではない。協働関係の視点が科学者の側に偏在せず、むしろトランス・サイエンスの領域において、科学者とステークホルダーの間を往還していく。 研究過程についていえば、科学者とステークホルダー（関与者）の双方が学び合う上流過程なかで、現実社会の研究課題が実際的に特定され、その後、当該社会問題の協働研究、社会問題解決方策の提示からその協働提供（社会実装）に向けての下流過程でも、継続的な時間をかけて「知の統合」を図ろうとするものである。 こうしたトランスディシプリナリー・プロセスを通して、時間がかかるけれども、社会各層で期待され、また国内外で試行され、評価されるようになってきている。 
 近年は、日本の大学・独立行政法人等でも、２０１２年度のアンケート回答のように、産学官連携を推進する際にステークホルダーとの対話と協働が強調されるようになっている。 
  ＜アンケート回答１＞ステークホルダーの関与と産学官連携の推奨について 研究課題を定立する際においても、研究によって得られるであろう知見を、現実社会に実装させられる可能性がどの程度あるのか（上記問 1で述べたコストの面も含む）、また、研究内容に代替案はないのか等、様々なステークホルダーが関与し、その意見を反映させることが望ましいと考える。 ちなみに、ＳＡＴＲＥＰＳにおいては、研究成果の社会実装の推進のために、平成 25年度分の公募から、企業等との連携（産学官連携）をした提案を歓迎することを明示している。（独立行政法人 国際協力機構）  ＜アンケート回答２＞ステークホルダーの関与による産学官民の協働について RISTEXでは、大学等の研究者、行政、各種団体、学校、産業界、ＮＰＯ等、問
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題解決に取り組む人々と科学者の両方を含む関与者（ステークホルダー）の協働による研究開発プロジェクトを推進している。研究開発領域・プログラムでは、運営責任者である「総括」の強力なリーダーシップのもと、総括に対し専門的助言を行う十数名の「アドバイザー」を実社会の関与者として産・学・官・市民の各セクターからバランス良く選び、総括とアドバイザー、RISTEXスタッフがそれぞれ専門的役割を果たしながら、「対話と協働」を基調とした介入型の運営マネジメントを行っている。（独立行政法人 科学技術振興機構）   ＜アンケート回答３＞産学官の領域を超えた研究プログラムについて 研究者という研究プログラムにおけるステークホルダーを十分に開き、ディシプリン、領域、産学官、国際などまさに様々の領域透過な接近方法で、現場から理論・モデル、概念・ロジックまでを一気通貫する、いわゆるトランスレーショナルな統合的研究を進めてゆくことが、何より重要である。（大学・プロジェクトリーダー）   ＜アンケート回答４＞トランスディシプリナリー研究における公共の善について Handbook of Transdisciplinary Research の主編著者 Dr. Hirsch Hadorn Gertrudeの資料によれば、産学連携研究の目的は効率化（Efficiency）、TD研究の目的は公共の善（Common Good）にあると言います。知識の受け渡しの方向というよりは、知識が対象とする範囲の大きさと公共性の違いと考えます。たとえば、原子力発電所の問題は、営利追求と安全に関する、両者における優先度の違いから発していると考えられます。（大学・プロジェクトリーダー）   4-5  文理連携を前提とするトランスディシプリナリー研究（類型１）  事例１－１ 総合地球環境学研究所の統合的研究  １ 大学共同利用機関法人人間文化研究機構としての中期計画 （平成２２年３月）抜粋 総合地球環境学研究所においては、第１期における研究プロジェクトの成果統合を行いながら新たな研究展開を駆動する「基幹研究ハブ」を研究推進戦略センタ （ーCCPC）に設置し、人間と自然との共生に基づいた循環型社会の実現を構想する「未来設計イニシアティブ」にそって、成果を発信しながら研究のシーズを育て、大学・研究機関等との連携により、研究部において新たな研究プロジェクトとして順次立ち上げ重点的に推進する。 
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（中略）総合地球環境学研究所においては、機関連携を通じたプロジェクトの立ち上げ等を推進する基幹研究ハブを設け、ここを軸として、国内外の大学・研究機関等との共同研究推進のための研究実施体制を整備する。 
 ２ 研究所の設立目的としての文理融合 総合地球環境学研究所の設立当初から、機関の方針として、「文理融合を踏まえた総合地球環境学の構築」を目指している。人間と自然系との相互作用環を明らかにし、地球環境問題の解決に資するプロジェクト研究を循環、多様性、資源、文明環境史および地球地域学の５領域プログラムとして進めてきている。 平成 22 年度からの第２期中期目標・中期計画では、領域プログラムと未来設計イニシアティブ（認識科学的アプローチを横断的に統合する設計科学的アプローチ）を連動させることで地球環境問題の本質を明らかにし、新しいパラダイムによる未来社会のデザインを目指す文理融合プロジェクトを立ち上げることを目標としている。  ３ 総合地球環境学の統合性  地球研では、地球環境問題の解決に向け、人間の生き方（ライフ・スタイル）や文化の問題に着目した人文・社会科学系の研究視点や方法を基礎におくだけでなく、自然界の仕組みを解明する自然科学系の研究視点や方法を組み合わせて研究を実施することが重要であると考えています。この組み合わせ方には、学際的研究よりも統合性の強い分野横断的研究を採用し、人間と自然系の相互作用環の解明（認識科学の方法による問題把握）と地球環境問題の解決に資する研究（設計科学に基づく未来設計）の両面を追究することで、統合知を介して人間科学＝総合地球環境学を構築します。 出典：総合地球環境学研究所、要覧２０１３「地球研の特色」  ４ 地球研のトランスディシプリナリティについて 
（２０１２年度アンケート回答） 地球研のミッションは、複数の研究分野の超学際による地球環境問題の解決に資する研究であり、その最終目標は「（総合）地球環境学の構築」である。ここでいう、「問題解決に資する」とはいったいどういうことをいうのか。それは、異分野の研究者が集まり、それぞれの手法によって進めた研究の成果を統合的に解釈して公表することで足りるのか。それとも、政策提言を含めた諸提言や社会実装を明確に意図するのか。あるいは、新たな「社会とのかかわり」を模索するのか。 動向調査の結果などによれば、欧州の研究機関におけるトランスディシプリナリティの語には、明確に社会とのかかわりの意味が含まれている。そこには、日本の東日本大震災を契機にした、社会が抱えるさまざまな問題の解決に果たす学問の役割に対する反省が含まれている。つまり、社会と学問のあり方に対する問いかけで
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ある。地球研が考える「地球環境問題の解決に資する研究」が、社会との強いかかわりを志向するのはある意味で自然である。 いっぽう、社会とのかかわりを考える際に、政策提言や社会実装にまで踏み込むことには消極的な意見も根強い。 一つには、「学問の独立性」「学問の自由」という古典的な文脈から来る考えで、社会との間に一定の距離をおこうとする姿勢であるともいえる。また国の政策との関係を考えると、政策提言や社会実装などの活動が、ＪＳＴのプロジェクトや研究開発独立行政法人のミッションとの差異化といった観点とは齟齬をきたすのではないかという懸念も存在する。 １つの問題提起として、トランスディシプリナリティの背景にある「知の統合」に焦点を当てたとき、知を所有する社会の各セクターとの「知の統合」の共同作業を強く志向することが考えられる。むろんこの作業は最終的には政策提言をはじめとするさまざまな提言や社会実装に向かってゆくであろうが、「学構築」のプロセスとして知の統合を追究することは、大学共同利用機関のミッションとして重要であり、また他の機関やアクティビティとの差異化に有効であろう。  ６ プロジェクト事例  プロジェクト１：地域環境知形成による新たなコモンズの創生と持続可能な管理 
（総合地球環境学研究所ホームページより抜粋） １）研究の目的 多様な生態系サービスは、地域内外のさまざまな主体（ステークホルダー）が協働して管理すべき「新たなコモンズ」と捉えることができます。その創出と持続可能な管理のためには、それぞれの地域の実情に即した領域融合的な知識基盤が生産され、多様なステークホルダーによって活用されていくことが不可欠です。世界各地の地域社会における取り組みの中で、科学者と地域の多様なステークホルダーの相互作用と協働を通じて、これまでの科学知・在来知などの区分に当てはまらない新しい領域融合的な知識が生産され、活用されています。この、地域課題の解決に直結した領域融合的な知識基盤を、「地域環境知」と名付けました。 ２） 科学者とステークホルダーの協働による「知の統合」 事例の集積と統合を超えて、より精密なメカニズムの理解を目指すために、焦点を絞った仮説の検証を行う社会実験を計画しています。社会実験は、特定の地域環境知を生産、流通させて、それに対する地域のステークホルダーの応答を追跡することで仮説を検証するものです。社会実験サイト候補において、地域のレジデント型研究者、トランスレーターと協働して、具体的な実験のデザインを構築していきます。 
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プロジェクト２：東南アジアにおける持続可能な食料供給と健康リスク管理の流域設計 
本プロジェクトでは、人口増加、都市化の進展、土地改変など東南アジア各国で広範囲にみられるさまざまな環境・生態的変化が人々の食と健康にいかなる影響を及ぼしているのかを明らかにして、集水域を単位とするリスク管理の構築を目指します。とくに都市化と人口集中が著しいフィリピン・ラグナ湖周辺地域を重点調査対象として、化学的・物理的・生物的な諸側面にまたがる汚染や生態リスクの実態、人々の食生活の変化や健康面に及ぼす影響、さらには問題解決への政策提言に取り組みます。
（総合地球環境学研究所ホームページ） 
「伝えたいこと」：ラグナ湖の環境を改善するために日本人の研究者が現地でできることは限られていますが、同時に、問題解決のためには地域住民、行政、現地企業らの理解と協力が不可欠であることを痛感しています。 ＜プロジェクトリーダー：嘉田良平
教授（要覧２０１３）＞ 
報告者注記：プロジェクトの一環で行われた「コミュニティ・フォーラム」（２０１２年、２０１３年）では、日･フィリピンそのほか近隣諸国の科学者と現地コミュニティのステークホルダーと学び合いによる問題の把握と議論が行われ、政策提言に向けてのステークホルダーの早期関与が企画され実践されている。 
プロジェクト３：アジア環太平洋地域の人間環境安全保障 
「なぜこの研究をするのか」（プロジェクトリーダー：谷口真人教授、要覧２０１３） 
地球環境問題の根本的解決には、人間の生存と社会基盤の基礎となる水・エネルギー・食料の連鎖におけるトレードオフ、およびステークホルダー（利害関係者）・セクター間での競合・乖離による合意形成の困難性をふまえたうえで、環境ガバナンスのあり方と統合的に最適化することが必要です。そのためには人間・環境相互の安全保障を高める社会の形を示すことが必要であり、本プロジェクトではそれを実現する具体的な形の提示をとおして地球環境問題の解決につながる研究を行ないます。また、地球環境研究が社会のなかで真に位置づくためには、科学と社会との共創が必要であり、異なるステークホルダー間のマルチスケールでの合意形成と社会の意思決定のしくみ作りが不可欠です。本プロジェクトでは、水・エネルギー・食料連鎖のトレードオフとコンフリクトを対象に、Co-designing/Co-producing をとおして合意形成のしくみを明らかにし、ほかの
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地球環境問題への対応を含めた新たな枠組みを示すことで、地球環境研究の新たな形を探ります。 
事例１－２ 科学技術振興機構における社会技術研究開発 
１ 社会技術研究開発センター（ＲＩＳＴＥＸ） 
科学技術振興機構の社会技術研究開発センターにおいては、社会技術研究開発を、社会的公共的価値を生み出していくイノベーションのプロセスと捉え、社会における具体的な問題の解決に寄与するための研究開発を推進している。研究開発領域の性格から事実上、文理連携がプロジェクト採択の要件とされている。 大学間の連携だけでなく、産業界、官界、市民セクターとの連携が有機的に組まれる契機にもなっている。研究者が自治体や地域・ＮＰＯの人々、技術者など多様な関与者と手を携え、その地域独特の個性を取り入れながら、自然科学だけでなく人文・社会科学の知識や経験も活用した研究開発を行うことで、社会に実際に役立つ成果を生み出すことができると考えられている。  ２ 自然科学と人文社会科学の知見の統合について 
＜科学技術振興機構・社会技術研究開発センターのホームページより＞ 問題解決型のイノベーションは、具体的な地域・コミュニティを対象とした社会実験を行うことによって初めて進みます。研究者が自治体や地域・ＮＰＯの人々、技術者など多様な関与者と手を携え、その地域独特の個性を取り入れながら、自然科学だけでなく人文・社会科学の知識や経験も活用した研究開発を行うことで、社会に実際に役立つ成果を生み出すことができます。このように生まれた新しい知見や方法が、その地域や組織を越えて他の地域などにも移転・応用できるようになることで、初めて「社会技術」として成り立っていくと考えています。社会技術研究開発センターは、人々や社会が抱える問題の解決のために、多くの方々の協働の場となり、知識や経験が地域・分野・組織などの境界を越えて広がるプラットフォームになることを目指します。 
 ３ 科学者とステークホルダーとの協働に関する基本的考え方   ＜２０１２年度アンケートに対する回答＞ 社会技術研究開発センター（以下、ＲＩＳＴＥＸという）では、従来の個別分野では十分に対応しきれない社会の具体的な問題に対し、人文・社会科学、自然科学にわたる科学的知見を用いて、方法論の構築や現場における実践を行い、現状を変えていこうとする分野横断型の研究開発を推進している。その際、科学者だけでなく、現場の状況・問題に詳しい様々な立場の関与者（ステークホルダー）と連携し、具体的な
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現場における社会実験を行い、ＰＤＣＡサイクルを徹底し、問題解決に役立つ新しい成果を作り出す研究開発を指向している。このように、ＲＩＳＴＥＸでは、研究開発の諸過程において現場のステークホルダーとの連携を重視している。 
 ４ 人文・社会科学者が主導するプロジェクトの事例 
 研究開発領域「地域に根ざした脱温暖化・環境共生社会」 領域総括：堀尾正靱 龍谷大学政策学部教授 / 東京農工大学名誉教授（工学） 
 プロジェクト１「環境共生型地域経済連携の設計・計画手法の開発」 研究代表者：黒田昌裕 東北公益文科大学学長（商学） グループリーダー：小沢亙（農学） 文理連携：東北公益文科大学、山形大学農学部等    自治体：山形県地球温暖化防止活動推進センター等    市民団体：ＮＰＯ法人くらしとバイオプラザ２１ 
 プロジェクト２「地域共同管理空間（ローカルコモンズ）の包括的再生の技術開発とその理念化」 研究代表者：桑子敏雄 東京工業大学大学院社会理工学研究科教授（哲学） グループリーダー：島谷幸宏（工学）、菊地直樹（社会学） 文理連携：東京工業大学大学院社会理工学研究科、九州大学大学院工学研究院、兵庫県立大学自然・環境科学研究所    産業界：（株）アテナ、加茂湖漁業協同組合等    自治体：新潟県佐渡地域振興局、新潟県佐渡市等    市民団体：佐渡市潟端地区、岩首地区等 
 プロジェクト３「環境モデル都市における既存市街地の低炭素モデル研究」 研究代表者：宮崎昭 九州国際大学院企業政策研究科長（経済学） グループリーダー：平澤冷（科学技術政策論） 文理連携：九州国際大学社会文化研究所、北九州市立大学国際環境工学部、九州職業能力開発大学校    産業界：北九州商工会議所、（株）新日鉄都市開発、（株）光タクシー    自治体：北九州市    市民団体：ＮＰＯ法人夢追いバンク、ＮＰＯ法人タウンモービルネットワーク 
 プロジェクト４「小水力を核とした脱温暖化の地域社会形成」 
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研究代表者：駒宮博男 ＮＰＯ法人地域再生機構理事長（経営学） グループリーダー：小林久（農学）、上坂博亨（理学）、丁子哲治（工学） 文理連携：茨城大学農学部、富山国際大学子ども育成学部、富山工業高等専門学校環境材料工学科    産業界：日本交通工業（株）等    自治体：黒部左岸土地改良区    市民団体：ＮＰＯ法人地域再生機構 
 プロジェクト５「名古屋発！低炭素型買い物・販売・生産システムの実現」 研究代表者：永田潤子 大阪市立大学大学院創造都市研究科准教授（経営学）グループリーダー：東 珠実（経済学）、森川高行（工学）、千頭 聡（環境学）文理連携：大阪市立大学大学院創造都市研究科、日本福祉大学国際福祉開発学  部、椙山女学園大学現代マネジメント学部、名古屋大学大学院環境学研究科、なごや環境大学等    産業界：ユニー（株）等    自治体：名古屋市      プロジェクト６「中山間地域に人々が集う脱温暖化の『郷（さと）』づくり」 研究代表者：藤山 浩 島根県中山間地域研究センター研究企画監（経済学） グループリーダー：笠松浩樹（農学）、藤原眞砂（社会学） 文理連携：島根県中山間地域研究センター、島根県立大学総合政策学部    産業界：西中国木材エネルギー有限責任事業組合    自治体：島根県中山間地域研究センター    市民団体：浜田市弥栄自治区等 
 プロジェクト７「地域再生型環境エネルギーシステム実装のための広域公共人材育成・活用システムの形成」 研究代表者：富野暉一郎 龍谷大学法学部教授（法学） グループリーダー：堀口健治（経済学） 文理連携：龍谷大学法学部、早稲田大学環境総合研究センター    産業界：新宿区エコ事業者連絡会等    自治体：東京都、京都府、京都市、大阪市    市民団体：（財）地域公共人材開発機構、ＮＰＯ法人環境市民等  ５ 地域主導型社会技術のプロジェクト事例  
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プロジェクト「地域主導型科学コミュニティの創生」   ①研究代表者 ：佐藤哲 長野大学環境ツーリズム学部教授  ②研究開発目標：地域社会の環境問題解決への取組の中で、地域社会に常駐するレジデント型研究機関・訪問型研究者・ステークホルダーの相互作用を通じて、科学者が問題解決型に変容しつつある実態を把握する。科学者とステークホルダーが参加する「地域環境学ネットワーク」を形成して、ステークホルダーと科学者の協働のガイドラインと、ステークホルダーが参加する科学研究の評価手法を構築し、地域社会による主体的な問題解決への貢献を使命とする科学コミュニティを創出する。  ６ 自治体職員が主導する社会技術（シチズン・サイエンス）  プロジェクト「地域に開かれたゲノム疫学研究のための、ながはまルール」   ①研究代表者 ：明石圭子 滋賀県長浜市健康福祉部健康推進課 副参事  ②研究開発目標：ゲノム疫学研究が自治体や住民に開かれたものとなるために、ながはまの事業において必要な社会的ルールを作成し、地域におけるゲノム疫学研究の基準を提案する。  ③研究開発実施体制   ・個人情報保護担当グループのリーダー：長浜市健康推進課 主幹   ・地域づくり担当グループのリーダー ：長浜市企画調整課 副参事   ・長浜版バイオバンク担当グループ  ：長浜市総務課 副参事   ・専門助言者     ：東京大学先端科学技術研究センター 特任教授               大阪学院大学大学法科大学院 教授               近畿大学法科大学院 教授               京都大学人文科学研究所 准教授   ・長浜ルール策定委員会：東京大学先端科学技術研究センター 特任教授               近畿大学法科大学院 教授               京都大学医学研究科 ２教授               京都大学人文科学研究科 准教授               滋賀県衛生科学センター 副所長               市立長浜病院倫理審査委員会 委員               公募市民 ２名               長浜赤十字病院 院長               市立長浜病院 副院長               長浜市議会健康福祉常任委員会 委員長 
 45
              長浜市企画部長               長浜市健康福祉部長   4-6 ステークホルダーのニーズに対応するトランスディシプリナリー研究（類型２） 
事例２－１ 独立行政法人としての行政への寄与（国立環境研究所） 
１ 独立行政法人の中期計画による研究のガバナンス  国立環境研究所は、環境研究の中核機関として環境研究をリードしていく役割、政策貢献型機関として、環境行政への貢献に資する研究を行う役割に積極的に応えるべく、第３期中期計画を策定し、併せてその実施体制として、２０１１年 4月 1日より研究体制の強化を行った。 課題対応型の研究プログラムは、緊急かつ重点的な対応が求められている研究課題と、次世代の環境問題に先導的に取り組む研究課題とから成り、課題に応じた所内連携を確保するとともに、国内外の関連研究実施機関・研究者との学際的な連携のもとに進められる。 ① 重点研究プログラム 〇地球温暖化研究プログラム 〇循環型社会研究プログラム 〇化学物質評価・管理イノベーション研究プログラム 〇東アジア広域環境研究プログラム 〇生物多様性研究プログラム ② 先導研究プログラム ○流域圏生態系研究プログラム ○環境都市システム研究プログラム ○小児・次世代環境保健研究プログラム ○持続可能社会転換方策研究プログラム ○先端環境計測研究プログラム 
 ２ 環境省環境研究総合推進費による有期プロジェクト研究（事例）  「地球温暖化に係る政策支援と普及啓発のための気候変動シナリオに関する総合的研究」のテーマ１「総合的気候変動シナリオの構築と伝達に関する研究」 リーダー：江守正多 国立環境研究所温暖化リスク評価研究室長（理学） 
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「温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究」（再掲） 総括班：原澤英夫 国立環境研究所社会環境システム研究センター長（工学） 「気候変動の国際枠組み交渉に対する主要国の政策決定に関する研究」 研究代表者：亀山康子（政治学） 「アジア太平洋統合評価モデル開発プロジェクト（ＡＩＭ）」 研究代表者：甲斐沼美紀子 国立環境研究所フェロー（工学） 「環礁上に成立する小島嶼国の地形変化と水資源変化に対する適応策に関する研究」    研究代表者：山野博哉 国立環境研究所主任研究員（理学） 「沖縄県久米島を対象とした赤土流出対策による生物多様性保全」    研究代表者：山野博哉 国立環境研究所主任研究員（理学）  ３ 文理融合を前提とはしない考え方 ―国立環境研究所の部局長（２０１１年度アンケートの回答より抜粋） 
 
IPCC(気候変動に関する政府間パネル)のワーキンググループ構成は、ＷＧ１：気候変動の自然科学、ＷＧ２：温暖化の影響、適応、脆弱性、ＷＧ３：緩和策（対策・施策、持続可能な開発）といった分野分けをされている。１９８８年に IPCCが気候変動の科学的アセスメントを目的として設置され、活動を開始した頃は、各ＷＧは個別に活動を実施していたが、科学的アセスメントが進むにつれ（数次の報告書を公表するにつれ）、ＷＧ間の連携の重要性が研究者や専門家（執筆者）や総会に出席する各国政策担当者の間でも問題となった。そこで、研究者が２つのＷＧに参画したり、共通的な話題の国際会合の合同開催などの工夫をしながら今日に至っている。今年、１１月１８日に公表された極端現象に関する特別報告書はＷＧ１とＷＧ２の共同で報告書づくりが行われた。分野にもよるが、気候変動分野においては、国際的には、文理融合が相当進んでいるといえる状況である。また、参画する研究者の意識も自分が自然科学か、人文社会科学かといった意識も希薄であり、分野を超えて発言をするのが当たり前であり、その分研究者の守備範囲の広い人が国際的にも活躍していることの証かもしれない。    日本においては、文理融合の必要性が声高に主張されているが、その点にこだわる余り、本来目指すべき問題解決への研究者の意欲をそぐようなこともあるのではないか。  事例２－２ 農業環境技術研究所 
（２０１２年度アンケートの回答より）  
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１ ステークホルダーの関与に関する基本的考え方 当研究所は、農業と環境を巡る諸問題や、食の安全・安心を巡る問題など、国民社会や国際社会が抱える問題の解決への貢献を目的としている。温暖化などのグローバルな環境問題、食の安全をめぐる問題など、大きな社会問題となっている課題が多い。研究開発の成果を広く社会（農産物の消費者、一般国民、地球規模の問題においては人類、それらに関わる政策決定者）に還元（社会実装）し、問題解決を図っていくためには、学問の領域を越えた学際的研究の推進だけでなく、科学者以外の多様なセクターのステークホルダーが研究の諸過程に関与することが必要であると考えている。  ２ 研究課題を定立する過程におけるステークホルダーの関与について 上記問１の観点から、農業環境に係る研究開発においては、常にその成果の受け渡し先としてのステークホルダーを想定して研究課題の企画・立案を行うことが重要である。科学者だけで研究課題を定立した場合、現実社会の問題の把握が不十分で、リアリティーレベルが低くなる可能性が考えられる。科学に対する社会の信頼が揺らいでいるとされる今、研究課題の定立にステークホルダーが関与する意義は大きいと考える。  事例２－３ 地球環境戦略研究機関の戦略的・実践的研究  １ ＩＧＥＳ第６期統合的戦略研究計画（２０１３年２月）抜粋  ○ＩＧＥＳのビジョン   ＩＧＥＳ憲章に謳われているとおり、ＩＧＥＳの使命は、国際的政策研究研究機関として「持続可能なアジア太平洋の実現に向けて」、現在の物質文明の価値観や価値体系を根本的に問い直し、新たな人類の営みのあり方や新たな文明のパラダイムを創造し、これに即して経済社会に仕組みを再構築し、地球環境時代を切り拓く」ための戦略研究を実施することである。このために、ＩＧＥＳはチェンジエージェント（Change Agent）として、持続可能な社会への地球規模での移行（global transition towards sustainable societies）を促進すること（ビジョン）を目指す。（以下、略） ○戦略研究の３つの様式   ビジョンの実現に向けてＩＧＥＳが目指すべき戦略研究とは、新たな政策ニーズにレレバントで、政策形成に実際に役立つ研究であり、そのための効果的なインパクト形成を企図するものである。一般に持続可能な社会への移行に関する新たな政策形成には、環境、経済、社会等多様な側面からの分析が必要であり、従って、Ｉ
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ＧＥＳが目指すべき戦略政策研究には、スペシフィックな課題を対象とした問題解決型の政策研究とともに、政策イッシュー全体を俯瞰し、関係するセクター間の関連を明らかにするシンセサイスタイプの研究が重要となる。また、研究とネットワーキングや戦略オペレーションは、相互に影響しあうツーウェイプロセスであり、連動することによって初めて効果的なインパクトが形成される。 ○ステークホルダーとの協働によるトランス・サイエンス型のアプローチ   国際科学会議（ＩＣＳＵ）による Future Earth に見られるように、科学と政治とのリンケージに対する社会の要請は高まってきている。こうしたことから、上述のいずれの戦略研究活動においても、ステークホルダーとの協働によるトランス・サイエンス型のアプローチが重要となる。さらに、提案した内容がどのように社会に受け入れられたのか、あるいは受け入れられなかったのか、実施の政策効果はどの程度得られたのかといったフィードバックをもとに、到達すべき社会像、ビジネスモデル、ライフスタイル等を再考し、新たな研究課題に取り組む研究サイクルが重要となる。  ２ 持続可能なアジア太平洋に関する国際フォーラム（ＩＳＡＰ）  ＩＧＥＳ主催のＩＳＡＰは、国際的に活躍する専門家や企業、政府、国際機関、ＮＧＯ関係者が一堂に会し、アジア太平洋の持続可能な開発に関する多様な議論を行うフォーラムである。 ○ＩＳＡＰ２００９ 「コペンハーゲンに向けて：低炭素で持続可能なアジア太平を実現する新たな 道筋」  ○ＩＳＡＰ２０１０    「持続可能な低炭素型発展：アジア太平洋が目指すべき革新的なアプローチ」   ○ＩＳＡＰ２０１１    「東日本大震災の教訓～ＲＩＯ＋２０につなぐアジア太平洋からの新たな視点」 ○ＩＳＡＰ２０１２ 「持続可能な社会、レジリエントな未来へ（リオ＋２０からの新たな視点）」   ○ＩＳＡＰ２０１３    「持続可能な未来への道を拓く：グリーン経済 - アジア太平洋地域の視点」  事例２－４ 地球規模課題対応国際科学技術協力（ＳＡＴＲＥＰＳ） 
  ＳＡＴＲＥＰＳは、独立行政法人科学技術振興機構と国際協力機構が共同で実施している地球規模課題解決のために日本と開発途上国の研究者の共同による３－５年間の研究
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プログラムである。 今日、地球温暖化や感染症対策を始め、科学技術の更なる発展なしには解決の兆しが見えない、グローバルな課題の脅威が急激に増してきています。その解決のための新たな技術の開発・応用や新しい知見の獲得、そしてイノベーションへと発展するためには、研究コミュニティの積極的なコミットメントが必要不可欠です。地球規模課題は単にひとつの国や地域にとどまらず、各国（日本を含む）自らの課題であることは明白です。特に影響を受けやすい状況にある途上国では、ローカルなニーズに基づく研究開発が必要とされており、我が国の優れた科学技術への期待が高まっています。 
＜出典：ＳＡＴＲＥＰＳのホームページ＞  ○ステークホルダーの関与に関する基本的考え方（アンケート回答より抜粋）  （１）科学技術振興機構側の回答 現実社会の具体的な問題に対応する研究から研究成果が社会実装される全ての過程において、適切な成果の受け手・アクター（実務者等）の関与が必要と考える。社会の問題は諸要素が複雑に絡み合って成り立っており、問題解決に資する成果を得るという観点で見た場合、人文学・社会科学系分野を含め分野横断的であることや、研究者と現場の関与者が一体となって取り組むなど、多様な知見や経験が統合されていることが重要と考える。  （２）国際協力機構側の回答 科学者による研究は、根源的には真理の追究を目的とするものであることから、科学的に新たな発見を得て研究目的が達成されると、えてしてそこでとどまりがちであると思われる。換言すれば、科学者は、（たとえ研究自体が現実社会の問題に対応するものであっても）研究によって得られた科学的知見を、現実社会に実装させていくことには必ずしも関心が高くなく、また得意としていないのではないか。 また、現実社会における問題を解決していくにあたっては、科学的ないしは技術的な妥当性・実現可能性と並んで、経済的な妥当性・実現可能性（コストの観点）も重要な観点であるが、科学者は、ややもすれば後者を軽視又は度外視して研究を進めがちである。 このため、研究の最初期の段階から、ステークホルダーを関与させ、経済的観点も含め、研究成果を現実社会へ実装させていくための方策を、検討していくことが望まれる。    問題点としては、様々なステークホルダー間の利害相反、意見の相違等によりコンセンサスを形成することが困難なこともあり得ることや、短期間に達成が可能な目標に目が向けられがちで、（短期間では達成が難しいが）長期的には価値の高い目
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標が敬遠されがちになるかもしれないことなどが挙げられる。 ちなみに、当機構がＪＳＴと協働して実施しているＳＡＴＲＥＰＳ（地球規模課題対応国際科学技術協力）においては、研究計画の公募に際して、将来的な社会実装の構想（内容、時期、手段と実現の目途）があり、研究計画において想定される研究成果を将来的に社会還元へ結び付けるための道筋（相手国側の活動の道筋や、他地域や市場への普及の道筋）がはっきりしていることが、選考の観点の一つであることを公表している。   4-7 日本独特のトランスディシプリナリティとしての独法制度 
  科学技術振興機構、国立環境研究所など研究開発独法は、科学と行政社会が交わるトランス・サイエンス領域における日本独特の独法制度によって運営されている。すなわち、独立行政法人通則法そのほか関連諸法にもとづき、所管大臣が現下の社会的要請を踏まえて中期目標を当該独法に指示し、そうした要請に則して、数年程度の中期計画や実施計画が策定されて研究活動が展開され、その結果が独法制度に基づいて評価されることとなっている。 そうした独法制度については、様々な問題を抱えつつも、適時、見直し評価が行われ、日本社会に定着しつつある。広い意味で、それは日本版「トランスディシプリナリティ」とみることもできる。社会各層のステークホルダーの要請に即した評価、欧米の類似制度との比較評価を行いつつ、今後、社会問題解決型の統合研究の有力な手段として活用していくべきものであろう。 独法制度に基づく研究活動及び成果については、フューチャー・アースのコミュニティなどに発信することにより国際的な貢献を進めていくことが有力であり、それは東日本大震災後の日本として、特に科学コミュニティの責務の一つであるといっても過言ではない。 
          
 51
第５章 ステークホルダーの関与に対する科学コミュニティの考え方 
 
 複雑性と不確定性を増す現実社会の諸問題について、どのように研究課題を定立し、研究体制を編成して「知の統合」を図り、その研究の成果を、いつ、誰に引き継ぎいで問題解決につながっていくのか。トランスディシプリナリー・プロセスではステークホルダーが関与することにより、当事者の経験知、ローカル知、生活知を与えることとなる。異分野の科学による「知の統合」という難題に、実際的な一つの活路を与える可能性がある。特に東日本大震災のあと、改めて科学コミュニティの現代的な役割が、現実社会のステークホルダーとの関係性において問い直されている。研究現場に対するアンケートでも、統合研究過程におけるステークホルダーの要否、適否など様々な考え方があることが判った。トランスディシプリナリティの要諦は、適確なステークホルダーの特定と関与の時期である。   5-1  ステークホルダーの関与の必要性 5-2  ステークホルダーの関与に関する問題点 5-3  科学者と現実社会の相互作用 5-4  科学者に対するステークホルダーの介入   ＜２０１２年度アンケート＞ 大学・独立行政法人の部局長等を対象に「現実社会の問題に対応する統合研究に関するアンケート」を実施し、研究過程におけるステークホルダーの関与について、その必要性と問題点など基本的考え方を訊いた。  問１ 現実社会の問題に対応する研究の諸過程における、科学者以外のステークホルダー（以下の設問では、単に「ステークホルダー」という。）の関与に関して、その必要性もしくは問題点について、基本的なお考えをご教示ください。  以下、ステークホルダーの関与の必要性と問題点について、代表的な回答を抜粋して整理する。        
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5-1  ステークホルダーの関与の必要性  5-1-1  トランス・サイエンスの問題に関する基本的認識  ◎科学者はステークホルダーの一つであり、それ以上でもそれ以下でもない。ただ、地球環境問題のように、科学が問題を定義し解決するうえで、他の問題に比してより重要な役割を負う場合、そのかかわり方が大きなイシューになる。その場合でも、科学はどこまで、客観的な事実として述べることができるかに留まるべきである。 （公的研究機関の部局長）  ◎「現実社会の問題に対応する研究」とは，現実社会の問題を解決することを目的としており，科学研究はその解決のための必要条件ではあるが，十分条件ではない。現実社会の問題のほとんどは人間の社会活動に起因している。従って，科学者以外のステークホルダーが「現実社会の問題に対応する研究」に関与するのは当然である。問題となるのは，どのようなステークホルダーを想定し，研究の諸過程のどの段階に関わるのかである。 （大学部局長）  ◎科学的合理性で答えの出せる課題に関しては、科学者と行政官による閉じた空間で意思決定するのが最適であろう。しかし、科学に問うことはできても科学に答えが出せない領域の問題については、科学者以外のステークホルダーの関与が必要となるだろう。ただ、参加の形式（意見聴取会、討論型世論調査、フォーカスグループ、コンセンサス会議、シナリオワークショップなど）をどうするか、ステークホルダーの選び方、社会的合理性の担保のしかた（選択肢や情報の提示のしかた、および透明性と公開性の確保）など課題は多い。 さらに、研究開発の上流工程（いわば川下でなく上流）からアイディアや懸念事項を共有して研究を進める機会の設定、あるいは社会への適用後も研究の現場へそうした声が適切にフィードバックされる回路の構築（たとえば医薬品開発におけるPMS(Post Marketing Surveillance)のように）を考慮することが望ましい。他方、機密事項の多い研究や、どうしても専門知が一般知へ翻訳し難い学術領域は依然として存在するため、それにどう対応していくかについても公共的な議論が必要と考えられる。 （大学部局長）  ◎現実社会の問題に対応する研究では、そもそも何が「問題」であり、どのような解決が求められているかを科学者が理解するためには、問題の当事者であるステーク
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ホルダーの関与が不可欠である。もちろんステークホルダー自身も、当初は何が問題で何が良い解決なのかを認識しておらず、科学者との相互作用を通じて次第に認識が明確化していないことが多いが、それでも、ステークホルダーなしには妥当な問題認識に至ることは困難であり、往々にして科学者がやりたいことを当事者に押し付ける非民主的で、解決策としても意味のないものになりがちであると考えられる。 （大学部局長）  ◎科学者サイドに於いては、ステークホルダーとのコミュニケーションを密にし、問 題意識の共有が重要となる。また、ステークホルダーに於いても、現状の科学技術の限界と、現在の科学技術を活用して、現在の問題解決が可能であるかを共に考える意識改革が必要である。 （大学部局長）  5-1-2  ステークホルダーの経験知、ローカル知、生活知  ◎現実社会の問題の複合的性格は、科学研究に臨床性を求めている。言いかえれば、問題解決に動員されるべき「知」が既存のアカデミアの「知」だけでは十分ではないという認識であり、「ローカル知」あるいは「現場知」といった形で多様な関与者が持つ「知」を掘り起こし、アカデミアはそれに学び、またその正当性を検討するという作業が必要だということである。この意味で、科学者以外のステークホルダーの関与が求められる場面は、増えつつあると考える。課題は、そこに生み出された「解決」の評価、あるいは動員された「知」の品質管理、そして「失敗」が生じた場合の責任の所在といった問題であろう。 （大学部局長）  ◎ステークホルダーが関与することを前提とする一方で様々なステークホルダーが関与できる仕組みを作ることが大きな課題であると考えています。ここでの技術とは工学的技術だけでなく、経験知に基づく技術、制度や組織を設計する技術、それを運営する技術など、およそ現実社会で人が人として生きる行為にかかる総体としての技術です。その技術が社会にとって最適でなければならないと考えています。最適かどうかを判断するのは、科学者だけではなく、社会の全構成員と考えています。 （大学部局長）  ◎問題設定、現実認識、仮説の吟味、成果の社会的使用というそれぞれの局面で、科
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学者以外のステークホルダーの関与は必要であり、不可欠であると考えます。    とりわけ環境問題においては、科学者の有する「専門知」と住民が有する「日常知」「生活知」とが協働することが必要で、それが欠如した場合に、大きな誤りが生ずることは、いろいろな歴史的事例が示すとおりです。 （大学部局長）  ◎研究の諸過程における、ステークホルダーの関与は必要である。何が問題なのかは立場によって異なることもあることから、異なる立場のステークホルダーが関与することにより、新しい視点で問題を発見する事が出来、また論点が明確になる。また、科学者から見れば自明の理で問題ではないことでも市民の立場では不安、重要ということは多い。例えば、放射能の子どもの環境に与える影響など。またゴミ処理の問題一つにしても科学的に可能であっても排出する市民が協力しなければ実践できない。 ステークホルダーの中でも社会的・政治的・経済的に発言力が弱い人たちの関与が重要である。彼らは科学的専門用語では説明できなくても問題を鋭く把握していたり、生活の知恵の中で解決策のヒントを持っていることがある。 加えて、現在は科学的知見を市民に分かる言葉で十分に説明出来ていないことが多い。ステークホルダーの関与により成果の共有も進む。 （大学部局長）  ◎現実社会における課題に関係する人々は、主に市民、言い換えれば生活者であるこ とから、当事者感覚を取り入れた問題対応、解決が望ましいと考える。過去、私たち生活者が持ちえた「社会について」の情報は限られ、あるいは要約され、その本質はおおよそ伝えられていない、または私たち自身が知ろうとしないものであった気がする。科学者の知識は百科事典のごとく私たちの「上」に位置していた。 現在、私たちは欲しい情報が手に入りやすい WEBというツールを持っている。WEB 上で議論ができる環境もある。百科事典がなくとも相応の情報はほぼ無料で得ることができる。私たちの生活は研究対象ではなく、実践そのものである。実践者（生活者）と科学者が横並びで双方向のやりとりをすることで、グローバルな発想（科学者）とローカルな発想(生活者)が統合され、本質をも取り込む問題解決へと導く力になると思う。 （大学部局長）  5-1-3  現実問題の解決のための必要性  ◎研究開発の成果を広く社会（農産物の消費者、一般国民、地球規模の問題において
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は人類、それらに関わる政策決定者）に還元（社会実装）し、問題解決を図っていくためには、学問の領域を越えた学際的研究の推進だけでなく、科学者以外の多様なセクターのステークホルダーが研究の諸過程に関与することが必要であると考えている。 （独立行政法人部局長）  ◎従来の個別分野では十分に対応しきれない社会の具体的な問題に対し、人文・社会科学、自然科学にわたる科学的知見を用いて、方法論の構築や現場における実践を行い、現状を変えていこうとする分野横断型の研究開発を推進している。その際、科学者だけでなく、現場の状況・問題に詳しい様々な立場の関与者（ステークホルダー）と連携し、具体的な現場における社会実験を行い、ＰＤＣＡサイクルを徹底し、問題解決に役立つ新しい成果を作り出す研究開発を指向している。 （独立行政法人部局長）  ◎現実社会の具体的な問題に対応する研究から研究成果が社会実装される全ての過程において、適切な成果の受け手・アクター（実務者等）の関与が必要と考える。社会の問題は諸要素が複雑に絡み合って成り立っており、問題解決に資する成果を得るという観点で見た場合、人文学・社会科学系分野を含め分野横断的であることや、研究者と現場の関与者が一体となって取り組むなど、多様な知見や経験が統合されていることが重要と考える。 （独立行政法人部局長）  ◎科学者による研究は、根源的には真理の追究を目的とするものであることから、科学的に新たな発見を得て研究目的が達成されると、えてしてそこでとどまりがちであると思われる。換言すれば、科学者は、（たとえ研究自体が現実社会の問題に対応するものであっても）研究によって得られた科学的知見を、現実社会に実装させていくことには必ずしも関心が高くなく、また得意としていないのではないか。 また、現実社会における問題を解決していくにあたっては、科学的ないしは技術的な妥当性・実現可能性と並んで、経済的な妥当性・実現可能性（コストの観点）も重要な観点であるが、科学者は、ややもすれば後者を軽視又は度外視して研究を進めがちである。 このため、研究の最初期の段階から、ステークホルダーを関与させ、経済的観点も含め、研究成果を現実社会へ実装させていくための方策を、検討していくことが望まれる。    （独立行政法人部局長）  
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5-1-4  東日本大震災の教訓に関連する視点  ◎東日本大震災以前から科学者と行政，民間利害関係者との間には意識のギャップが存在し，それを埋める事の必要性について認識されるようになってきていたが，大震災を契機に，科学に対する信頼性が揺らぎ，場合によっては不信感さえ持たれている。このような状況を改善するためには，ステークホルダーの積極的な関与が必要で，その考え方を科学者側に吸い上げる必要があるが，科学者とステークホルダーでは，同じ言葉を使っていても，その意味するところが異なることは良くあることで，同様のことは分野が異なる科学者同士でも生じている。 トランスディシプリナリ ・ーリサーチの実践にあたっては，双方の事情を理解し，これらの分野や利害関係者の間に立って，その意味するところを平易に説明できる人材（コーディネータ）の育成が最も重要であると考える。 （大学部局長）  ◎現実社会の問題の中でも、災害、環境問題に関しては、ステークホルダーとしての地域住民の関与がきわめて重要と考えます。 （大学部局長）   5-2  ステークホルダーの関与に関する問題点  5-2-1  科学コミュニティの役割  ◎科学側の主体性とステークホルダーとの関係性 まず、大前提として、ステークホルダー（以下、ＳＨという。）としての他者の関与を、科学側が主体的に必要とする科学分野と必要としない或いは考慮しなくとも支障がない分野が存するということを確認すべきであると考える。極端に言って理論物理や数学定理などの研究に他のＳＨの関与が必要とは思えない。しかし、その研究自体に意味はあり、科学の幅広い裾野の中にはそれらが存在することによって、科学研究全体の展開性が構成されるものと考える。功利主義的、或いは現実社会からの「無駄排除の要求」に対して科学の全ての分野が応える必要は全くなく、一面では白亜の塔の中に居続けることで科学全体の有用性が担保されていくものと考える。 社会そのものが失いつつある、無用の事柄や中途半端な事柄まで含んだ多様性の貴重さを、少なくとも科学の世界はこだわり続けていくべきと考える。 「新しいもの」は、混沌や多価値の混在の中からしか生まれないと考える。田中
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耕一氏が失敗した実験からノーベル賞を勝ち得、山中教授が、「先達が挑戦して剥ぎ続けた発見へのベールを自分が幸運にも結果を伴って剥がすことができたのだ」と言っていたように、膨大で地道な研究の積み重ねや幾多の失敗の先に、研究の成果や発見があると考える。研究の中でのエラーや失敗、そしてエラーや失敗を繰り返す研究者を許容し包含する、研究の基本的あり方は絶対に堅持していただきたい。それを許容できない社会であれば未来はないと考える。研究そして研究者を含む社会そのものが失敗を許す社会でなければと考える。（個人的には、このテーマこそ自然科学・人文科学全分野挙げて主張していただきたい。） 次に、次問以降にも関連するが、ＳＨとの関係は、科学側、研究者側がその意義を認めて主体的に構築すべきものと考える。勿論、現在の現実社会への適応の要請は、現実社会側から発せられた、又は現実の社会事象から気付かされたものかもしれないが、そこに科学側が主体的に関与することで機能するものであり、科学の外側にそれを求める仕組みを置くのでなく、科学側に内在するシステムとし、科学者が対応するかどうかは別にして常に意識できる状況にすべきと考える。 （被災自治体幹部）  ◎科学者と当事者の役割と関与の度合い 科学者の役割とステークホルダー（当事者）の役割を見定めるべき。科学者にしか取り扱えない環境問題として、俯瞰的・長期的視野を求められる課題（温暖化や生物多様性の減少）があり、これとは別に利害関係者抜きには考えられない環境問題（公害・コモンズの賢明な利用）もあり、対象に応じて関与の度合いが異なるはず。 （大学教員）  ◎大学の社会的役割と客観性の担保 大学の社会的役割への変革が求められる中、教育研究活動を行う上で社会的要請の理解は不可欠である。したがって、ステークホルダーの意見はこれまで以上に重要であり、現実社会の問題に対応する研究への関与も増えてしかるべきである。しかし、ステークホルダーが国で特に予算が絡む場合、科学者とステークホルダーの対等的関係は構築しにくく、逆にステークホルダーが一般市民の場合はステークホルダーの選択において客観性を担保することが難しくなると考えられる。また、大学や科学者には現在の社会の要請にとどまらず、将来の社会ニーズを予測し、研究を行い提言する責務があるが、ステークホルダーの関与の仕組みを間違えるとこのような意味での社会的役割を果たせなくなる懸念も拭いきれない。 （大学部局長）  
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5-2-2  ステークホルダーの価値観と利害関係  ◎経済事情や価値観の持ち込み 政策決定、リスク管理等においては、価値観や満足度等が評価指標に含まれるのでステークホルダーの関与が不可欠になる。 ただし、研究者の使命としては、価値観と関係なく科学的根拠や成果を提供することが重要であるので、その立場から貢献するという姿勢が重要であり、社会的問題とはいえ科学的研究のなかに経済事情や価値観を安易に持ち込むのは危険であると考えます。 （大学共同利用機関法人部局長）  ◎ステークホルダーの主観と利害関係 持続可能な社会、地球が問題となっている２１世紀においては、その実現に向けて、大学が社会の変革を牽引していくべきであり、これまでのような研究と教育の推進に加え、大学自身が持続可能な社会構築のために実践し、行動する主体でなくてはならないと２００８年のＧ８大学サミット札幌サステイナビリティ宣言で指摘されている。大学自身が実践、行動するためには社会のニーズを把握し、ステークホルダーの関与によって活動することがすることが不可欠の要素であると考える。   しかしながら、アクション・リサーチについての議論等でよく指摘されているようにステークホルダーの主観的な立場や利害関係と大学としての科学的、中立的な立場との調整、また、大学の研究成果としての活動結果の評価の点については、今後とも検討すべき課題と考える。 （大学教員）  5-2-3  当該問題に関する理解と「知の統合」の過程  ◎統合研究の成果に至る効果 原子力の利用など「科学に問うことはできるが、答えを得ることができない」問題には社会の様々な価値が含まれており、これを科学知のみから演繹的に一意の解を導くことはできない。この場合、科学知が示す解は複数であったり、不確実性をはらんでいたりするのが通例であり、現実的な解は社会的価値を含めて複数の解から選択される。このような過程を経て解が求められるような問題を、「最適・最善の解を導く」ことを前提とした科学に支えられた専門知により解を求めようとする場合には矛盾が生じる。   このような問題を研究として扱うために、科学者以外のステークホルダーの判断、
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決定、選好などを研究に組み込むことは上述の矛盾を少なくしうる可能性はある。しかしながら、特に技術に直接携わらないステークホルダーの関与は、議論を多様化させる傾向があり、手間、時間、費用などのコストを増大する割に、解の選択（すなわち、問題を解決するためにどのような研究を行うべきか、など）に至らないなど効果があがらない恐れもある。また、研究の成果が得られないなど解の前提が崩れた場合には責任回避の論理にすり替得られる恐れもある。 （大学部局長）  ◎問題点 １） 基礎研究、および、応用研究初期における広義のステークホルダーとのコミュニケーションは、研究のコアでない部分の要件が研究に多く加わり、研究のコアの部分の研究進行速度を遅くする、あるいは、研究の本来の方向性を見誤る要素となる可能性があると考えます。 ２） 広義のステークホルダーについて、研究対象や研究内容についてのコア部分の理解が不十分であるというケースが発生する可能性が高く、その研究の発展可能性を阻害する可能性があると考えます。 トランスディシプリナリティの実践への最良のアプローチは、“ステークホルダーのもつ知識、判断力、スキル”をも兼ね備えた個々の研究者を育成する”研究者育成環境”を大学や研究機関が実現すること、および、研究チーム（対応する社会問題についての研究のコアをもつ研究者に加えて、適切なステークホルダーを選別し、参加可能とする機能を有するチーム）をスピーディーに構成するための基本的なプロセスを設計し、それを実行するための研究インフラストラクチャを構築することと考えます。 （大学部局長）  ◎統合研究過程の問題 これは、投票において成人全員が参加できるとした結果、政治がどのようになっているかということと関係があります。十分なリテラシーがない人が参加することは、解決につながるどころか、混迷を極めることにつながります。誰が科学者、誰が科学者でない、という縦割り発想ではなく、現実社会の問題を解決する研究に携わる人は、研究者、もしくは科学者としての自覚とある程度の素養を持つことが大前提と考えます。これは、職業研究者か、職業以外でその問題に関わるかの立場の違いによらず、「他人事ではない問題」を「共に考える」という基本姿勢、そのための知識を得る努力を厭わないことと知識を生み出す技術を共有するということです。このような、公共に貢献する責任感を持った人の参画は、問題解決のあらゆる局面において、必要になると考えます。同時に、どのようにして、建設的に議論
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し、知識を活用し、生み出すことができるステークホルダーを発掘し、育てるかという方法論を整備する必要があります。交通整理がないと、ただの烏合の衆になり、問題解決がかえって遠のくと考えます。 問題解決に必要な知識の獲得と生成は、片手間ではできないという現実問題から、多くの関係者の代表として、時間をかけて知識を獲得し、また、生成するための技術を身に着けた人が必要とされることも確かです。現実社会に開かれた問題を解く職業研究者と、知識生産スキルを身に着け、職業研究者以外になった博士人材などが、各ステークホルダーに加わるのも一つの方法です。 （大学プロジェクトリーダー）   5-3  科学者と現実社会の相互作用について  5-3-1  社会のための学術について  日本では、実務者や市民などステークホルダーの統合研究への関与はまだ限定的であるが、日本学術会議においては、「社会のための学術」という文脈で、むしろ下記のように、科学の持続的発展の観点から研究選択の自由との兼ね合いを議論してきた。  ＜参考＞日本学術会議の提言：社会のための学術としての「知の統合」 ―その具現に向けて― ２０１１年８月（抜粋） 科学が社会的問題の解決に寄与しつつ、科学そのものとしても持続的発展を遂げるためには、社会的問題への取組みと、研究選択の自由という一見相反する条件を同時に成立させることが必要である。このためには、社会的問題を解決するための課題を科学的手法により発見するという学術分野を「社会的期待発見研究」と定めて、「知の統合」として推進すべきである。同時に、「知の統合」の推進を通じて、社会を構成する諸因子（認識科学、設計科学、行動者、社会環境）間の連携をより強固なものとすべきである。  研究活動にステークホルダーが関与することに伴って、研究の目的や方法が変わっていくことについて慎重な議論もある。科学者や評価者によっては、科学的知識が不十分な実務者や市民などのステークホルダーが評価過程に関与することに慎重な意見も少なくない。特定の社会問題に関わる当事者が公正な評価者とみなせるか、他のケースにも援用できる科学的な普遍性を追究しつつ研究の評価ができるか、あるいは研究成果の社会的価値について「適正な評価」をなしうるか、といった議論がそこにはある。 
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5-3-2 科学者とステークホルダーの学び合い 
 現実社会の問題に対応するとき、科学者には幅広い知識･経験が要求されるが、専門分野を違えると科学リタラシーに限界がみられる。また、現実社会の環境問題に対応する教育・研究においては、科学者と市民との学び合いや気づきも重要といわれている。 
 科学者と政治家、役人、NGOなどが、対等な立場でお互いに学びあう、そういうマルチ・ステークホルダーのフォーラムを介して行うのが最も重要かつ効果的。科学者が、他のステークホルダーを「教育」するというようなハイ・ハンディッドなアプローチは不適切。（公的研究機関部局長の回答） 
 
 5-4 科学者に対するステークホルダーの社会的介入  科学者とステークホルダーの間における真の協働がなければ、トランスディシプリナリティのプロセスは理想的には進まない。双方の調和的なガバナンスが求められていることについては、従来から進められてきた産学官連携に関する議論と類似点がある。 実際の協働プロセスにおいて、科学者の側には自由な研究への政策的介入の懸念もあり、他方、ステークホルダーの側には意思決定過程における科学者の支配に関する懸念もある。科学者の本務や分限については、東日本大震災以後、各界において議論されている。いずれにしても、共同による問題設定や「知の統合」の諸過程において、双方の信頼関係に基づく話し合いや学び合いが基本的に重要である。 欧米諸国でも、ステークホルダーの関与について積極論から慎重論まで様々な議論があり、また多くの実践が展開されてもいる。  ステークホルダーの介入が、場合によっては、下記のように、科学者の活動に対する「社会的汚染（social contamination）」というべき問題となりうる（R. Sholz, 2011）。 （１）異なる関心と価値観の介入 現実社会の関与者（産業界の実務者や行政官、ＮＧＯ、市民など）は、それぞれに違う関心と価値観をもっていて、科学者のそれとは一致し、あるいは調和しないことがありうる。  ○科学者と実社会の関与者との協働過程において、しばしば科学者は問題解法の普遍性を求め、より基礎的あるいは理論的なアプローチを指向する。そのことによって科学的知見の核心的な発展が期待できると考えることもある。それに対して、
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社会の関与者は、しばしば近視眼的な不理解を呈することもある。 ○実社会の関与者からは、社会的利益をもたらす研究だけに重要なファンディング価値があるという主張が展開されることがある。 （２）実社会の時間軸 ○実社会の関与者もしくはステークホルダーには、当該問題に係るそれぞれの時間軸をもっており、研究成果の価値は時間の関数でもある。 ○科学者と実社会の関与者との協働過程において、科学者が問題に取り組む固有の時間的リズムとステークホルダーの要望とは必ずしも一致せず、科学者が本来のリズムより急な解法を求められることもある。  科学者コミュニティとして、「トランスディシプリナリティの誤用もしくは乱用」という懸念が提起され、下記のように、科学者の研究の自由や自律性の確保と、実社会の関与者の関心や枠組みとの間のバランスに関する議論も展開されている。  ＜参考＞早期問題解決の社会的プレッシャー In practice, there is often a huge societal pressure and need to arrive at solutions quickly. However, scientists should not be prevented from conducting basic research and theory development that expands the core of the body of scientific knowledge, work that allows scientists to bring unique value to transdisciplinary processes（Scholz et al, 2011).                 
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第６章 トランスディシプリナリティの推進環境の整備   研究評価の過程にステークホルダーが関与することについて、アンケートの回答群には、研究課題の定立から解決方法の提案、その適用と成果の評価、どの段階においてもステークホルダーの評価がなければ、現実社会の問題に対応する研究の評価にはなりえない、という意見は少なくない。しかし、現状では、科学論文による知の創造として評価するような曖昧さもみられる。トランスディシプリナリー研究のような統合研究について、適確な評価の場と方法論が整っているとはいえないことが、次世代人材の育成や、研究の継続、循環的発展に対する障害ともなっている。 東日本大震災の教訓として、科学コミュニティには、科学的知識や情報のサプライサイドの視点から、現実社会のデマンドサイドの視点への転換がもとめられており、問題解決に寄与するための統合研究にあっては論文至上主義の再検討が必要になっている。とくに、現実社会の問題解決には科学者とステークホルダーの協働による継続的な取り組みが重要であって、研究成果の適正な評価に基づいて継続、発展を可能にするような仕組みつくりが必要とされている。   6-1  科学的知識のデマンドサイドへの視座の転換 6-2 論文至上主義の是正について 6-3  教育・研究の適正な評価に基づく継続・発展の仕組み 6-4  現実社会の問題に取り組む人材の育成 6-5  トランスディシプリナリティのネットワークの構築 6-6  その他の推進施策   6-1  ステークホルダーの関与の意義と問題点    論文中心の評価が卓越することについては、評価コミュニティのなかでも問題意識があり、特にステークホルダーからは、科学的知識のサプライサイドから社会的要請に基づくデマンドサイドへの視座の転換が求められている。 
 6-1-1  ２０１２年度アンケートの回答 （下線部強調は報告者による） 
 ◎研究課題の定立過程におけるステークホルダーの関与 
 64
現在、世界各国が模索しているイノベーション政策において一つの焦点になっているのがサプライサイドからデマンドサイドへの視点の転換である。この実現のためには多様なステークホルダーを巻き込みつつ研究課題を定立することが必要である。すなわち従来、研究の成果の単なる受け手とされていた多様な人 （々科学者以外の専門家、行政、企業、一般市民など）の「上流からの関与」が求められる。かつて日本でも、ＢＳＥ事件を受けて食品安全委員会が設置される際に、リスク評価に関して専門家以外に消費者などからの問題提起を積極的に取り上げること、消費者を「パートナー」として扱うことが提起されたが、これも同様の視点であろう。（大学部局長） 
 ◎原子力の利用など「科学に問うことはできるが、答えを得ることができない」問題には社会の様々な価値が含まれており、これを科学知のみから演繹的に一意の解を導くことはできない。この場合、科学知が示す解は複数であったり、不確実性をはらんでいたりするのが通例であり、現実的な解は社会的価値を含めて複数の解から選択される。このような過程を経て解が求められるような問題を、「最適・最善の解を導く」ことを前提とした科学に支えられた専門知により解を求めようとする場合には矛盾が生じる。このような問題を研究として扱うために、科学者以外のステークホルダーの判断、決定、選好などを研究に組み込むことは上述の矛盾を少なくしうる可能性はある。しかしながら、特に技術に直接携わらないステークホルダーの関与は、議論を多様化させる傾向があり、手間、時間、費用などのコストを増大する割に、解の選択に至らないなど効果があがらない恐れもある。（大学部局長）     ◎東日本大震災以前から科学者と行政，民間利害関係者との間には意識のギャップが存在し，それを埋める事の必要性について認識されるようになってきていたが，大震災を契機に，科学に対する信頼性が揺らぎ，場合によっては不信感さえ持たれている。このような状況を改善するためには，ステークホルダーの積極的な関与が必要で，その考え方を科学者側に吸い上げる必要があるが，科学者とステークホルダーでは，同じ言葉を使っていても，その意味するところが異なることは良くあることで，同様のことは分野が異なる科学者同士でも生じている。 トランスディシプリナリ ・ーリサーチの実践にあたっては，双方の事情を理解し，これらの分野や利害関係者の間に立って，その意味するところを平易に説明できる人材（コーディネータ）の育成が最も重要であると考える。  ◎現在、世界各国が模索しているイノベーション政策において一つの焦点になっているのがサプライサイドからデマンドサイドへの視点の転換である。この実現のためには多様なステークホルダーを巻き込みつつ研究課題を定立することが必要である。すなわち従来、研究の成果の単なる受け手とされていた多様な人々（科学者以
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外の専門家、行政、企業、一般市民など）の「上流からの関与」が求められる。かつて日本でも、ＢＳＥ事件を受けて食品安全委員会が設置される際に、リスク評価に関して専門家以外に消費者などからの問題提起を積極的に取り上げること、消費者を「パートナー」として扱うことが提起されたが、これも同様の視点であろう。 （大学部局長）  6-1-2  現実課題解決策の社会への提示について  統合的研究には様々な課題があるのであろうが、統合的研究に関する研究・検討が自己目的化されては現実とますます遊離するので、統合的研究の実践・実行を試みて、科学や研究に関する社会評価の回復を図ることも並行して行うべきではないかと考える。 そのテーマとなり得るのが、原発のあり方を含んだ日本のエネルギー問題ではないか？これについては、是非、関係学会を挙げて総括的意見をまとめるべきと考える。これまでも様々な研究スタンスからエネルギー問題のあり方が論ぜられてきたが、立脚点が異なるために、それぞれの主張だけがなされ、議論の終着点が見えないで終わっているとしか、一般国民からは見えない。 研究立脚点の違いは主張の違いとして、平時であれば、一般社会や世論からは放っておかれるのであろうが、日本の危機の今、立脚点の違いを克服して、あるべきエネルギー政策の方法論を、複数の関係学会の関係する、まさにインターディシプリナリティの課題解決策として、社会に提示すべきである。トランスディシプリナリティに取り組む前にインターディシプリナリーの取組を社会に示して、科学者・研究者の失地を回復する代表事例にすべきである。ドイツの事例は、政府（政治）が科学者を招集したのかもしれないが、エネルギー問題の検討はまさに、政府や行政が検討会を招集するというこれまでの慣行を敢えて破ってでも、学術会議などが主体になり、実行すべきと考える。そして、討議を尽くした結果でも妥協の産物でもいずれでも構わないので、科学者としての一定の見識を集約する努力を行うべきである。実践すべきであると考える。（東日本大震災被災自治体の幹部）   6-2  論文至上主義の是正について  6-2-1  論文評価に関する研究現場の意見 ―２０１２年度アンケート回答群より抜粋  （公的研究機関・部局長） 
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科学研究が論文を書くことに重点を置いている限り、本当の意味で様々な社会問題を解決することは困難。過去にも論文は幾つもできたが問題は解決しなかった、あるいは、論文とは全く関係なく問題の解決が図られたことは沢山ある。研究を論文の作成というポイントにおいている限り、他のステークホルダーを入れても、それほどの効果は望めない可能性が高い。 論文の数ではなく、社会問題の解決に対する寄与度で測る必要がある。上記でも言及したが、論文が沢山作成されても、解決に何ら貢献しなければ、それは問題解決に対し、レレバントな研究であり、成果があったとは言えない。  （独立行政法人・理事長） ① 統合的研究を評価するフレームの構築（研究成果：論文の査読・評価） 分野横断的（インターディシプリナリティ）な研究や問題解決・社会実装を目指した統合的（トランスディシプリナリティ）な研究の成果を評価するフレーム（論文査読）が未熟である。そのため、統合的研究を志向したプロジェクトを進めても、成果の発表の段階では結局、参画する研究者が成果の一部要素を、専門分化した査読システムの元で論文化を図ることになり、真の統合的研究の成果が学術的に認められることが極めて少ない（特に日本国内）。このため、統合的研究の成果を評価（論文査読等のピアレビュー）するためのフレーム構築が、統合的研究を推進するための「場」の条件として必要である。 ② 若手研究者を取り巻く環境の整備（研究者の評価） 異なる研究分野や研究者以外のステークホルダーとの協働により統合的研究を推進するためには、若手研究者が柔軟な発想の元に参画することが効果的と考えられる。しかし現実には、多くの若手研究者（大学院生、ＰＤ、任期付き研究員）にとって、競争的環境にさらされているために成果（学術論文）の積み上げが重要である。そのため、上記①に示したような現状の元では、統合的研究に参画し、その資質向上を図ることはリスクが大きい。統合的研究への取組が研究者個人の評価につながるような環境の整備が必要である。  6-2-2 論文主義と評価との関係について  ◎大学での研究者評価に統合的研究の項目が加わらなければ、人材の新規な確保はもちろん、研究者が参画することも困難であると言わざるを得ない。この場合、文理連携・融合研究が進まないのと同じ道を歩むことになる。項目が加わったとしても、この点についての評価に対する（評価する立場にある人の）個人的見解の相違が大きく、現状の人事制度にうまく組み入れることは現実的には相当の困難がともなうと予想される。少なくとも専攻レベルでの合意のもと、統合的研究のポジションを
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用意するのが近道ではあるが、現行のポジションを振り替えるのはむずかしく、重点的に定員をつけるなどの方策が必要である。（大学・部局長）  ◎科学者が、得られた科学的知見に関する社会実装について関心が低いとすれば、その面の評価があまりなされていないことにもその一因があるのではないか。研究期間のみならず、研究期間後であっても現実社会にどのような正のインパクトを与えたのか、可能であれば定量的に計測、評価すること、そのインパクトの度合いを研究者の評価に取り入れることが望ましいと考える。ちなみに、ＳＡＴＲＥＰＳにおいては、科学技術の観点からだけではなく、開発途上国の人材のキャパシティ・ディベロップメントの観点等からも評価を行うこととしている。（開発機関・部局長）  ◎文理融合による「知の統合」をめざし、国内の環境系大学院の設立・改組等がなされました。私どもの研究科でも「文理融合」で教育・研究のプロジェクト申請を行い、文科省に採択されたものもあり、表面上はうまく機能しているように見えます。しかしその評価については参考資料にあるように適正に評価する手段がなく、何をもってうまくいっているのか、判断に迷うのは事実かと思います。最終的には文理融合により、学生がどのような分野（一般社会）に進出し活躍しているか、どのような研究を行ったかで判断する以外ないように思います。文理融合による「知の統合」についてはすぐに成果を求め、判断するのではなく、更に時間をかけ、継続・発展させその上で、評価を行うべきと思います。（大学・部局長）  ◎現状の問題点としては、問３の回答で指摘したような評価の問題が大きいと考えられる。具体案としては、論文評価以外の指標に基づいた業績評価・能力評価を、大学や研究機関が導入し、その観点から高評価した人材を積極雇用することが、まず指摘できよう。ただし、そうした人材は、必ずしも「教育研究職」や「事務職」というカテゴリーには当てはまらないことが多く、大学の職分体制の拡張が必要であろう。また、そのような人材は、大学という場だけでなく、行政、民間企業、ＮＰＯ等市民社会組織など、多様なセクターを渡り歩くことで、人的ネットワークを広げ、自らの能力も向上させることで、より力を発揮すると考えられるため、いわゆる「回転ドア」型のキャリアが歩みやすいような職慣行や制度の改善が必要である（年金制度の改革はその一つであろう）。   もう一つ統合的研究の問題として大きいのは、文理のあいだの協働が難しいことである。これには、両者のあいだで、学問観が大きく異なり、何が良い研究かという研究評価が困難であるだけでなく、研究課題の設定やアプローチ自体の意義の理解でも大きく食い違ったり、社会観・人間観・世界観についても認識が異なっていたりするなど、さまざまな「ギャップ」や「無理解」がある。これは研究者それぞ
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れの「教養」の問題でもあり、根は深い。（大学・プロジェクトリーダー）  ◎一般論としては，人文・社会科学系では，人間の社会的活動に伴う事後解釈のあり方を評価の特徴とし，自然科学系では環境問題であっても，要素還元的なシミュレーションを重視した評価を特徴としているので，評価の時間軸の違いのために文理融合が難しいのかもしれない。科学研究には本質的に金と時間の余裕を必要とするものであり，企業活動のような効率的な成果を求めること自体が間違えている。 （大学・部局長）  ◎研究成果は impact factorの高い雑誌ほど高い評価を受けていると現状ではみなされている。その限りにおいて、統合的研究を公表する雑誌、学会誌などが存在するようには思えない。この部分から確立することが必要である。（大学・部局長）  ◎この種の課題に対する成果について適正な学術的評価がなされないことが問題であり、この点に関する改善が必要と考えます。理系の研究者は、論文発表（特に最近は、インパクトファクターと Hインデックス）が学術的評価指標となっているため、このような社会的課題に対して大きな成果を挙げたとしても、学問的価値としては低く見られる傾向があります（本当は、そうでなくても）。そのためには、評価手法の確立と学界におけるコンセンサスが必要です。（大学・部局長）  ◎領域横断的な研究プロジェクトを行うとしたときに、それぞれの分野の専門家が、ある程度自分の分野を離れて広い視野で議論を行う必要がある。しかし、その結果、論文発表などの業績が低下してしまうのは避けられない。それぞれの研究者が、それぞれの特化された分野で、どのような論文がどのジャーナル・会議に通りやすいか、ということに最適化されているからである。  一つの考え方として、研究者の評価の中に、コーディネータやコミュニケータの項目があってもよいかもしれない。（大学共同利用機関・幹部）  ◎統合的研究の課題設定の選択や過程の設定に関する主体は研究者側が持つべきと考えるが、その成果は、研究のための研究にならないように、あくまで社会課題解決の方法論として集結させるという縛りを掛けるべきである。 もちろん、現実課題への対応だけが研究成果ではなく、縁辺部関連領域の単独課題解決へのヒントや新たな課題の定立へのヒントなども生まれるであろうが、本旨としてはあくまで社会課題への解決策を最低限示すことを求めるべきである。そうすることによって、結果を出す研究スタンスの取り方や、まさに科学的に割り切れなくても動いて行かなければならない現実社会への対応意識の醸成にも有用とな
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るのではないだろうか。評価は、あくまで現実の解決策を示し得たことによってなされると割り切ることが必要である。 「文理連携・融合研究が必ずしも適正に評価されることなく寸断され、一定の成果としてまとまるまで継続・発展していかないといわれる現状」も、文理連携・融合研究がそれに参加した研究単位毎の成果に止まったりして、具体的な課題解決策を（その実現可能性まで担保して）現実社会サイドの時間軸に「そっては示し得ず、その継続への支持を得られないことに依ることもあるのではないか。 逆に言えば、一定の期限に一定の結果を出すという一般社会では当たり前の時間軸に適応するように研究者側もチャレンジすることにより、結果の出し方の方法論なども積み上がり洗練されていくのではないか。（自治体幹部）  ◎研究プロジェクトの評価について、抜本的な改革が必要である。自然科学的な客観的なデータによる検証は、必ずしも最善の方法とはいえない。問題解決のためにステークホルダー・科学者の協働により得られた解決案（協働のアウトカム）の評価も、未来からさかのぼって評価する必要がある。さらに、アウトカムだけでなく協働のプロセス自身を評価する（参加による満足感など）ことも重要である。そのためには、定量化・客観化の視点だけでなく、エスノグラフィックな深掘り調査も必要である。（大学・プロジェクトリーダー）  ◎論文数とインパクトファクター、引用回数に匹敵する、TD研究の成果を、ある程度客観的に評価することができる新たな評価指標を作り出すことが、何よりもまず必要と考えます。論文数は量、インパクトファクターは質、引用回数は波及効果に相当します。このため、量と質と波及効果を定義する指標を考えればよいことになります。 まだ不完全と思いますが、具体的には以下のような指標が候補になります。いわゆる「事業」に相当する何らかの活動を行う場合、波及効果を含めた事業の規模が評価対象になると考えます。具体的には、実施の質と量（回数や参加人数とアンケート結果等）、波及効果の指標となる、普及の質と量（取材協力の回数や種類等）、連携の質と量（事業を連携して実施する他の団体の数と種類等）、人材育成の質と量（課程の回数や参加人数、アセスメント結果等）、などが考えられます。成果が、ガイドラインや提言など、活動を伴わない場合は、その意義と波及効果が評価対象になると考えます。（大学・プロジェクトリーダー）  ◎現実社会の諸問題を見ると，環境問題を初め，「文理融合」により対応されるべきものは多い。ただ「文理融合」はまさに「言うは易しく，行うは難し」である。科学者がそれぞれの分野の個別の問題の解決に汲々としている現状がある。また，参
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考資料にあるように，文理融合の成果の評価像が科学者側に見えていないという問題も深刻であろう。（大学・部局長）  ◎参考で指摘されているように、文理融合による「知の統合」の成果を学問的に検証する手段が確立していないこと、文理連携・融合研究が必ずしも適正に評価されることなく寸断され、一定の成果としてまとまるまで継続・発展していかないことという問題点があると考える。 特に、競争的資金の獲得において、対象研究分野としては含まれているものの現実には従来の基準による評価のために採択されないということがあり、たとえば、特別の枠を設ける等によりこの分野がある程度認知されるまで支援するということも考えられる。（大学・特任教授）  6-2-3 論文至上主義の是正について  ◎RISTEXでは、研究開発プロジェクトを推進する研究開発チームに大学等の学生やポスドクを含む若手研究者が参画し、多様なセクターに所属する関与者との協働を図りつつ現場でのアクション・リサーチを進めている。こうした研究開発の態様から、一方で伝統的なアカデミア（学会等）での学術論文主体の成果創出・発表、これを通じたアカデミック・ポストの獲得には困難も大きいが、他方で現実社会の問題に実践的に対応し、現場の専門機関においてコーディネータやプロデューサー的立場で活躍しうる、次世代を担う研究者の育成にもつながることが期待される。（独立行政法人・部局長）  ◎統合的研究を評価するフレームの構築（研究成果：論文の査読・評価） 分野横断的（インターディシプリナリティ）な研究や問題解決・社会実装を目指した統合的（トランスディシプリナリティ）な研究の成果を評価するフレーム（論文査読）が未熟である。そのため、統合的研究を志向したプロジェクトを進めても、成果の発表の段階では結局、参画する研究者が成果の一部要素を、専門分化した査読システムの元で論文化を図ることになり、真の統合的研究の成果が学術的に認められることが極めて少ない（特に日本国内）。このため、統合的研究の成果を評価（論文査読等のピアレビュー）するためのフレーム構築が、統合的研究を推進するための「場」の条件として必要である。  ◎若手研究者を取り巻く環境の整備（研究者の評価） 異なる研究分野や研究者以外のステークホルダーとの協働により統合的研究を推進するためには、若手研究者が柔軟な発想の元に参画することが効果的と考えら
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れる。しかし現実には、多くの若手研究者（大学院生、ＰＤ、任期付き研究員）にとって、競争的環境にさらされているために成果（学術論文）の積み上げが重要である。そのため、上記①に示したような現状の元では、統合的研究に参画し、その資質向上を図ることはリスクが大きい。統合的研究への取組が研究者個人の評価につながるような環境の整備が必要である。（独立行政法人部局長）  6-2-4 次世代研究者の育成に向けて （公立大学・特任助教の意見） 研究就職のコンペティションの前段として、純粋に研究経験を積むための支援プログラムがあると望ましい。（業績を積むための機会と資金を提供するプログラム）選考に際しては、特に分野横断的研究分野、長期的視点で成果を見極める必要がある研究分野、数値により定量的評価が困難な研究分野（環境社会学、環境教育学等）に対する評価基準を確立させることも重要である。 さらに、研究者の評価基準の根本的改革が肝要と考える。現状として、特に大学における研究職の評価は「査読論文の点数化による定量的評価」によって行われている。この評価方法を全面的に否定するものではないが、少なくとも「実社会への貢献」という視点から、地域に根差した事業・活動の経験等も同等程度に評価されるべきである。 日本のみならず世界で活躍する人材の養成にあたり、専門知識よりもリーダーシップや思考力等のスキルが重要視される中で、それを指導する教員の資質が問われている。大学の役割が、「教育」から「人材育成」へと実質的な転換が求められる今、まずは教員の資質を評価する指標の見直しが必要であると考える。加えて、「社会全体で人材を育成する」という視点も重要である。次世代研究者に求められていることは、「現実社会の問題解決に実質的に貢献する」ことであると理解している。その意味で、現実社会に身を置き、実際のステークホルダーと協働する形で研究を進めることで、知の深化・経験値の向上を図っていくことが重要である。 全社会的スケールでいうと、学校教育においてのみ人材を育成するという従来の考え方から脱却し、人材育成を社会システムに組み込むことが理想的である。職種・業種を超えた転職が普及する中で、「現実社会の問題解決に貢献する人材」の育成は、教育機関にとどまらず、多様なセクターとの協働により実施されるべきである。そうすることで、現実社会と教育現場・内容との乖離という課題も解消していくのではないかと考える。   6-3  教育・研究の適正な評価に基づく継続・発展の仕組み    
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6-3-1  問題解決を可能にするトランスディシプリナリー・プロセス  「反復・再帰性」(recursiveness)は、トランスディシプリナリー・リサーチの一般的な原則として各研究過程を支配する。研究全体を通して、科学者と実社会の関与者が現実問題に向き合いながら、複雑な問題の構造化や分析方法を繰り返し往還的に見直していく。現実社会の問題解決や合意形成など社会実装に向けての検討過程で、初期の作業仮説が不十分と判れば、その都度フィードバックして、現実社会の関与者と共に修正していく。そうした反復・再帰の過程を通じて、異分野の方法論の違いに起因する学際的な統合の難点を超えて、むしろ、現実問題の解決に向けて超学際的な統合に取り組むことができると考えられている。  ＜参考文献＞“Principles for Designing Transdisciplinary Research”（ C.Pohl & G.H.Hadorn, 2007 oekom, Munich ）  統合的研究に対する適正な評価（プロジェクト評価、個別アウトプットの評価、研究者の評価）とステークホルダーのリテラシー向上の両方を図りつつ、研究者とステークホルダーの協働を可能とするシステムの構築。具体的には、プロジェクト研究などにおいて、研究の企画・立案段階から、研究開発の実施、成果の評価（アウトプット評価、アウトカム評価）に至るまでステークホルダーが継続的かつ適切に関与する仕組みの構築。多くの場合、こうした研究開発は、単発の（数年間）のプロジェクトで終わってしまい、研究が継続しない。そうならないよう、（厳格な評価の上で）継続を可能とする、もしくは別の形で新たに応募できるなど、継続・発展を可能とするような予算措置が必要と考える。（独立行政法人・理事長のアンケート回答）  トランスディシプリナリティ実践の要諦は、ステークホルダーの特定と早期関与である。ステークホルダーと共に協働企画を行い、問題意識と成果の共有・展開を図るなかで、プログラム終了後の継続問題や財政問題にも活路が開ける可能性がある。   6-3-2  助成プログラムの継続・発展を可能にする諸制度  「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（２０１２年１２月６日、内閣総理大臣決定）によれば、「研究開発プログラムの評価」に係る「評価の実施時期」について、次のような指針が示されている。  「研究開発プログラムの終了時に、目標の達成状況や成果、目標設定や工程表の妥当性等を把握し、その後の研究開発プログラムの展開への活用等を行うための評価（終了時の評価）を実施する。終了時の評価は、その成果等を
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次の研究開発プログラムにつなげていくために必要な場合には、研究開発プログラム終了前に実施し、その結果を次の研究開発プログラム等の企画立案等に活用する。」  しかし、実際に教育・研究現場をみれば、独立行政法人の場合にはトップダウンによる中期目標・中期計画の改訂による研究の継続・発展も期待されるとはいえ、競争的資金制度の場合には、事後に高い評価を得たとしても当該教育・研究の継続的資金は必ずしも保証されていないのが現状である。その意味で、教育・研究プログラムの評価と資金に関するガバナンスに課題を残している。 今後の問題として、トランスディシプリナリティの教育・研究への応用を図っていくことが有力と考えられる。その実践の要諦はステークホルダーの特定と早期関与であり、ステークホルダーと共に協働企画を行い、問題意識と成果の共有・展開を図るなかで、プログラム終了後の継続問題や財政問題にも活路が開ける可能性もあると考えれる。  制度事例１：独立行政法人の中期計画に基づく組織的・継続的な研究開発  独立行政法人国立環境研究所では、２０１０年度までの第２期中期計画期間における成果及び推進戦略を踏まえ、環境研究の中核機関として環境研究をリードしていく役割、政策貢献型機関として環境行政への貢献に資する研究を行う役割に積極的に応えるべく、第３期中期計画を策定し、併せてその実施体制として、２０１１年 4月 1日より研究体制の強化を行った。 具体的には、地球環境研究等長期に継続的に研究を進めるべき研究分野を特定し、その研究を担う８つの研究センターを整備し、一方、喫緊の対応が必要な課題に対しては研究プログラム群を設定し、研究所全体で機動的に研究に当たることができるようにしている。  制度事例２：社会技術研究開発プロジェクトの組織的な評価制度 
 独立行政法人科学技術振興機構・社会技術研究開発（ＲＩＳＴＥＸ）における評価の基軸は、「社会技術として社会の問題の解決に資すること」である。ここでは、終了時の事後評価に加えて、その３年後に委員会方式による追跡評価を行うことが制度化されている。 ＲＩＳＴＥＸでは、研究開発の終了を控えたプロジェクトを対象として、ＪＳＴを含めた国や公的機関の競争的資金制度や民間等の研究開発助成制度の募集情報等をプロジェクト関係者に情報提供するなど、フォローアップに努めている。
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また、研究開発成果の社会実装に向けた活動を支援する「研究開発成果実装支援プログラム」を設けており、研究開発プロジェクトの終了者に対しても、全体会議等の機会を捉え、本プログラムへの応募、活用を奨励している。さらに、次年度に向けて、既存研究開発領域の成果を統合し、研究開発から社会実装まで切れ目なく支援可能な仕組みを創設することを検討中である。（２０１２年度アンケートの回答より）  制度事例３：行政庁のトップダウンによる競争的資金制度における研究課題の継承  環境研究総合推進費の戦略的研究開発プロジェクトは、環境省によって研究課題が公募され、その成果は環境行政に反映されている。先導的に重点化して進める大規模な研究プロジェクトまたは個別研究の統合化・シナリオ化を図る研究プロジェクトである。 たとえば２００５年度から２１年度まで実施された S-4「温暖化影響総合予測プロジェクト」の成果を基に、２０１０年度からは、次期５ヵ年研究 S-8「温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究」（同研究代表者）に引き継がれ、温暖化対策の新しい課題に対応している。  
 制度事例４：総合地球環境学研究所の終了プロジェクト制度 
 地球研の「成果の統合」のための組織的な取り組みとして、終了プロジェクト（CR）という制度がある。終了後 2年目の年度末に事後評価を行う。CRの成果の資源化を進め、次期プロジェクトの立ち上げに資するほか、その成果のアカデミアと社会に対する発信を強力に進めることを目的としている。    関係者としては、所属プログラムの主幹、連携機関から推薦された研究者、および所内スタッフが研究プロジェクトごとに選ばれ、終了プロジェクトのリーダーには自己評価を求めている。終了プロジェクトに対して、どのようなデータを、どのような形で、どこに展開していくかが地球研の重要な課題となっている。 
 制度事例５：長期的研究に関する問題提起  問題解決志向型統合研究の基盤として基礎的観測データの整備は重要です。生態学の分野では Long Term Ecological Research(LTER)として、長期的な生態観測を実施する研究者のネットワークが存在します。しかし、社会科学では長期的なデータに基づく研究は非常に重要であることは指摘されているものの、組織的に行われてきませんでした。環境変動をモニターし、将来的な動向にどう社会が
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対応し、変革するべきかを考える時に長期的な視点は欠かせません。生態システムのデータとともに、相互に影響を与える社会システムのデータも不可欠です。これらの観点から、長期的に社会生態システムのデータを同時に整備し、分析･研究することが重要となります。ドイツでは２００１－２０１０年に１０年プロジェクトとして social-ecological researchが国の主導により実施されました。日本においても、国際的な地球環境研究の動向と連動した長期的視野に立った研究プロジェクトが求められています。（梅津千恵子、２０１２年） 
 制度事例６：米国の医学系研究資金制度による長期グラント ―Howard Hughes Medical Institute(HHMI)のホームページ（報告者抄訳）  ＨＨＭＩの制度による研究者の任期は５年で、レビューを経て、更新されうるようになっている。特定の研究プロジェクトに対するグラントではなく、“Hughes investigator”として任命される。長期にわたる柔軟なファンドで、必要に応じて研究の方向性を変える自由がある。さらに重要なことは、アイデアを社会実装に至らしめるのに非常に長い時間を要する場合でも、当該研究者は支援を受けられる。 
 制度事例７：サステイナビリティ学連携研究機構（ＩＲ３Ｓ）コンソーシアム創設  プログラム名 ：科学技術振興調整費プログラム「戦略的研究拠点育成」 統括機関：東京大学 拠点育成期間：２００５－２００９年度 ２００５年度科学技術振興調整費「戦略的研究拠点育成」に採択された「サステイナビリティ学連携研究機構構想」により、東京大学総長を機構長とする同名の機構（Integrated Research System for Sustainability Science:ＩＲ３Ｓ）が設置された。 ＩＲ３Ｓ設立の目的： 地球・社会・人間システムの統合による持続型社会の構築を目指して、超学的なサステイナビリティ学に関する世界最高水準の研究拠点を維持発展させるとともに、先進国・途上国を結ぶ国際メタネットワークの拠点を形成することを目的として設立された。上記の目的を達成するため、次に掲げる業務を行っている。 (1) サステイナビリティ学に関する研究教育の推進 (2) 研究教育に関連した国際シンポジウム等の開催 (3) 国内外の大学・研究機関とのメタネットワークの形成 (4) 国際学術誌、学術図書、啓蒙書等の刊行 
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(5) 研究成果の社会への還元 (6) その他、目的達成のために必要な業務  ＩＲ３Ｓは、標記プログラムの育成期間の最終年度までは、参加５大学（京都大学、大阪大学、北海道大学、茨城大学）、協力 7 機関（東洋大学、国立環境研究所、東北大学、千葉大学、立命館大学、早稲田大学、国際連合大学）の連携による大学・研究機関間のネットワークによる研究拠点を形成した。 同プログラム育成期間の終了に伴い、それまでの研究教育・普及啓発活動をさらに発展させるとともに、技術革新と社会変革に向けた実践活動の展開を図るため、２０１０年に「一般社団法人サステイナビリティ・サイエンス・コンソーシアム：ＳＳＣ」が設立された。それまでの参加大学や協力機関にとどまらず、その他の大学や研究機関、企業、自治体などにもよびかけて、サステイナビリティ学に関する日本チームの充実を図った。ＩＲ３Ｓは東京大学内部組織に変更し、ＩＲ３Ｓが培った国際ネットワークをフルに活用した国際展開を目指している。 他方、東京大学では、２００９年度より特別教育研究経費（戦略的研究推進経費）による「サステイナビリティ学国際研究教育連環拠点の構築」の事業費、その他の競争的資金、官庁からの委託事業費、民間企業等からの寄付金などにより、サステイナビリティ学の国際的なメタネットワーク形成、研究教育の推進、社会連携等を主活動として、引き続きＩＲ３Ｓの運営を継続してきた。 ２０１１年度に新領域創成科学研究科環境学系サステイナビリティ学大学院プログラム（ＧＰＳＳ）と共同で申請した博士課程教育リーデングプログラム「サステイナビリティ学グローバルリーダー養成大学院プログラム（ＧＰＳＳ―ＧＬＩ）」が採択され、教育と研究の連携を国際的視点から推進することとなった。 またＩＲ３Ｓは、２０１３年度より、全学における学術の卓越性の向上及び研究環境の国際化を推進する「国際高等研究所」傘下の研究機構になった。 （出典 http://www.ir3s.u-tokyo.ac.jp）  制度事例７：環境人材育成拠点ネットワークとコンソーシアムの創設  環境人材育成ビジョンに基づき開始された環境省の「アジア環境人材育成イニシアティブ」を踏まえ、大学・企業・行政・ＮＰＯ等の産学官民連携プラットフォームとして「環境人材育成コンソーシアム」が設立されている。同コンソーシアムは関係府省と連携し、我が国及びアジアにおいて、持続可能な社会構築をリードする環境人材の育成・活用、そのためのネットワーク形成等の支援を行うことを目的としている。   
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6-4 現実社会の問題に対応する人材の育成    大学教員の専門分化とは対照的に、大学学部・修士課程の学生のなかには未分化の問題意識や現実社会に対する関心もある。次世代人材の育成について、現実社会のステークホルダーの意見や経験を取り入れ、実際の教育過程で協力を得る工夫が求められている。 ２０１２年度、トランスディシプリナリティに関するアンケートに対する教育・研究現場の回答では、次世代科学コミュニティの中間層を構成すべき若手研究者をどう育成すべきかが重要視されている。特に、複雑性と不確定性を増す現実社会の課題に、若い研究者がそのキャリアの早期より挑戦し、専心し、そしてその成果が適正に評価されるような研究システムの構築が喫緊の課題となっている。 また、教育・研究の全般にわたる総合的な基盤整備のなかで、学際教育を受けた人材の出口と現実社会の受け皿を意識した支援策が求められている。 前節§6-3 と同様に、環境教育や人材育成プログラムについても、助成期間の終了後に成果をどう継続・発展させるかが各大学の課題であり、継続的な取組みを促す枠組みや財政支援が求められている。この問題でも、ステークホルダーと共に協働企画を行い、問題意識と成果の共有・展開を図るなかで、プログラム終了後の継続問題や財政問題にも活路が開ける可能性があると考えられる。  6-4-1 次世代研究者の育成に関する大学部局長の意見   ＜２０１２年度アンケート＞ 問６ 現実社会の問題に対応する次世代研究者の育成に関する、大学・研究機関、官界、産業界、市民社会の役割や、それらのセクターを横断する協働や学び合いについて、お考えがあればご教示ください。  回答群Ｂ６－１ 人材育成の重要性について 回答群Ｂ６－２ 研究者に対する社会的リタラシーの付与について 回答群Ｂ６－３ 教育におけるセクター横断の視点について 回答群Ｂ６－４ ステークホルダーとの協働・学び合いの場について 回答群Ｂ６－５ 研究者業績の評価について   回答群Ｂ６－６ 研究者の雇用機会について   回答群Ｂ６－７ 論文至上主義の是正について   以下、代表的な意見を抜粋する。  
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◎学部教育への展開について 今後さらに必要なこととしては、半ば専門性を有する大学院生のみならず、専門を始めてまもない、あるいは専門が未分化の学部学生へ向けて教育を展開してすそ野を広げること、科学者のみならず官界から産業界まで、さまざまなセクターへ巣立つ可能性を有する学部教育を通して、その価値を社会全体で共有していくきっかけを作ることなどがあげられる。実際に、教養学部の後期教養教育をはじめとして、前期教養教育とともに、そうした動きも始動している。   ◎研究者育成環境の実現について （１）研究者自身が、”ステークホルダーのもつ知識、判断力、スキル”を兼ね備えた研究者となっていることであり、そのような研究者を育成する”研究者育成環境”を実現することが重要な課題であり、最良の方法と考えます。 （２）“広義のステークホルダーの研究参加”というコンセプトに加えて、”ステークホルダーのもつ知識、判断力、スキルを兼ね備えた研究者の育成”というコンセプトを実現するために、官界、産業界、市民の立場に立った問題発見、問題解決方法の立案、設計、実現、構築を行うことができる次世代研究者を育成することが重要と考えます。   ◎セクターを横断する協働や学び合いの意義を知ることについて    社会人になってからではなく、「学習者の段階で」セクターを横断する協働や学び合いの意義を知ることは長期的に見て効果的であること可能性が高い。（中略）半ば専門性を有する大学院生のみならず、専門を始めてまもない、あるいは専門が未分化の学部生へ向けて教育を展開してすそ野を広げること、科学者のみならず官界から産業界まで、様々なセクターへ巣立つ可能性を有する学部教育を通して、その価値を社会全体で共有していくきっかけを作ることなどがあげられる。実際に教養学部の後期教養教育をはじめとして、前期教養教育とともに、そうした動きも始動している。  ◎現実社会の問題に対応できる素養について 大学での「現実社会の問題」に直結した教育のアプローチが社会の要請に応えられるかを検討することは重要であり、この分野の教育力アップのためにも、大学院修士・博士課程において学生が現実社会の問題に密接に関連した研究を遂行することについては意味がある。しかし、過渡期ゆえかも知れないが、現在の実践的研究のレベルは、専門力を高め協調力・判断力・解析力等を養った（現在が十分であるかはやや疑問であるが）人材であれば、容易に達成できるレベルと思われる。大学での養成を目指すのであれば、これを超えたレベルが必要であり、
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専門力が相対的に劣る学生がこれを達成するには相当な教育的努力が必要である。したがって、現状では、環境など大学と社会が問題を共有できる分野を限定するか、社会人学生のようにすでに専門力を身につけた学生に限定するのが望ましい。一方、大学や大学院全体を対象としては、専門力に加えて「現実社会の問題に対応できる素養」を身につけさせることは重要である。官界、産業界、市民社会のステークホルダーには、大学の正規課程のなかに設ける社会要請に関する講義や研究指導の副担当（制度上は簡単ではないかも）として参画してもらうのが直近でできる対応と考えられる。    ◎専門家としての教育との乖離について 日本学術会議でよく耳にするのは、「自分たちが受けてきた教育は専門教育に依拠して（Disciplined-oriented）確かなことを言うことであったのに、日本学術会議で社会への助言として求められていることは、専門分野を統合し、かつ不確実なことに答えを求められることだ。」というとまどいである。ここで観察されるのは、専門家としての教育（Discipline の統合、不確かなことへの助言)との乖離でである。この乖離を埋めて統合的研究を継続、発展させていくためには、１）統合研究の現場の統合のしかたの例を積み重ねていくこと、および２）後期教養教育として disciplineを越えた対話や社会の要望（不確かなことへの助言）について議論すること、などが必要になると考えられる。  6-4-2 社会の要請を踏まえた人材育成に関する行政庁の政策論  ○東日本大震災を踏まえた今後の科学技術・学術政策の在り方について（中間まとめ）―２０１２年８月、科学技術・学術審議会 より抜粋 国際情勢は激動しており、我が国を巡る状況も流動的であるため、たくましく、しなやかに生きていかなければならない。刻々と変わりうる社会的課題に対応していくため、人材育成段階から柔軟に対応していくことが必要である。国は、産業界をはじめ社会がどのような人材を必要としているのかを常に把握し、これらの要請を踏まえ、我が国の将来を支える多様な人材を育成していくことが必要である。特に、複雑化、高度化する課題の解決のためには、社会に対する洞察力や、柔軟な発想、俯瞰的視点、国際感覚を身につけた創造性豊かなイノベーション人材の養成に努めることが必要である。また、国の意志で推進する戦略研究については、プロジェクト終了後の人材の維持、確保への格段の配慮が必要であり、継続的な取組が求められる。  6-4-3 産業界の求める人材像と大学教育への期待に関するアンケート   ―２０１１年１月、社団法人日本経済団体連合会（５９６社の回答）より 
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① グローバルに活躍する日本人人材に求められる素質、知識・能力    最も多く指摘されたのは、「既成概念に捉われず、チャレンジ精神を持ち続ける」ことであり（４１９社）、次いで「外国語によるコミュニケーション能力（語学力に加え、相手の意見を聴いた上で、自分の意見を論理的にわかり易く説明する能力）」（３６８社）、「海外との文化、価値観の差に興味を持ち、柔軟に対応する」（３１２社）が上位となった。その他では「現地に受け入れられる気配りと人間性」などの回答であった。 ② 大学生の採用に当たって重視する素質・態度、知識・能力 大学生の採用に際して、「非常に重視する」との回答が多かったのは「主体性」（５点満点で４．６点）、「コミュニケーション能力」（４．５点）、「実行力」（４．５点）、「チームワーク・協調性」（４．４点）で、経団連が過去に実施したアンケート調査と同様の傾向が確認された。他方、下位になったのは「情報リタラシー」（３．３点）、「一般教養」（３．２点）、「外国語能力」（３．１点）、「専門資格」（２．６点）であった。 ③ 文科系、技術系･理科系の大学生･大学院生を採用する立場から、大学教育に期待するもの    文科系･理科系を問わず、「論理的思考力や課題解決能力を身につけさせる」「チームを組んで特定の課題に取り組む経験をさせる」「実社会や職業との繋がりを理解させるような教育」を指摘する回答が多かった。   6-4-4 グローバルな問題に対応する人材の育成に関する大学・研究機関の意見 （回答群Ｂ７－５より抜粋） 
 ◎気候変動や生物多様性保全など、グローバルな環境問題への国際的な取組に際しては、自然科学者と社会科学者の協働によるインターディシプリナリーな研究開発上の取組が必要であるだけでなく、IPCCのように、科学者と政策形成者・産業界などとの協働によるトランスディシプリナリーな取組が不可欠である。このことは、生物多様性に関して科学者コミュニティ（SABSTTA）、政治・行政上の機関（CBD）とは別に、両者の共通プラットフォームとして IPBES が構築されたことにも表れている。そのようなトランスディシプリナリーなプラットフォームに研究者と行政担当者がともに参画することが重要と考える。ただし、国際協働の場面では、とくに欧米諸国において、研究者とは異なる専門家（エキスパート）集団が継続的に問題に対応している場合が多いのに対して、我が国にはそのようなセクターが存在しない場合が多い。このようなエキスパートは、国内にいてもトランスディシプリナリーな取組に対するコーディネート機能を発揮しうるものと考えられることから、同一の環境問題に継続的に取り組むエキスパート層の形
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成が重要である。（独立行政法人理事長） 
 ◎ＩＰＣＣパネル報告書のような、従来の科学と早や性格の異なる新たな科学、即ち政策的、価値的判断を伴う科学技術文書が国際的な社会的意思決定や政治的意思決定において重要な役割を持ち始めている。この種の科学を広義の regulatory 
scienceと呼ぶが、これに対応した人材の育成が急務である。（大学部局長） 
 ◎グローバルな場においては個人の資質だけでリーダーシップを発揮することは困難であって、わが国の「発展」に対する基本的方向性をアカデミア全体の真摯な対応によって構築することが必要と考えています。それと平行して、長期的計画で国際協働や共同研究を担い得る人材を育成しなければならないと思っています。 （大学部局幹部）  ◎学問的な研究としては、それぞれのディシプリンから、事象の解析を行い、論文として纏めていかれるのが重要。環境問題などの解決ということであれば、その問題に関与している多くのステークホルダーとの対等な立場でのインターラクションが重要。インターラクションをどう行うのが適当かに関しては、色々なアプローチがある。学術研究と実社会とをつなぎ効果的なインターラクションを確保するには、そのような人材に育成が大切ではあるが、そのような人が、どういうコンテクストで活動するのかについて明確な合意を得ることが、良いガバナンスの必須条件。（研究機関 所長）  ◎地球規模で考え、ローカルな課題に取り組む（Think Globally, Act Locally）ことの重要性が高まると考える。文化や歴史を含めて地域の実情を把握し、研究終了後も取組みを継続（もしくは支援）できる地域密着型の研究者（レジデント型研究者）の参画が必要と考える。（独立行政法人部局長） 
 ◎温暖化対策や持続可能な社会の達成等地域に根ざしている一方で、国際的にも解決が求められている課題に対しては、たとえば環境分野では日本政府が主要なファンドを提供している The Asia-Pacific Network for Global Change Research (APN)による途上国研究機関との連携を前提とした研究に対する支援や、また、文科省による世界展開力強化事業による学生交流が行われており、これらを拡充していくことはもちろんであるが、途上国からの留学生への奨学金の充実等の地道な対応も一方で重要であると考える。（大学院教授）  6-4-5 若手研究者の学際領域への参画に関する課題 
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 地球環境やリスク社会など複雑で不確定性の高い現実社会の諸問題については、ステークホルダーとの継続的な取り組みが必要であって、そのような問題領域に若い研究者がそのキャリアの早期より参画することが重要視されており、それを可能にするような施策と科学コミュニティの改質が求められている。  ◎人材の新規確保について 大学での研究者評価に統合的研究の項目が加わらなければ、人材の新規な確保はもちろん、研究者が参画することも困難であると言わざるを得ない。この場合、文理連携・融合研究が進まないのと同じ道を歩むことになる。項目が加わったとしても、この点についての評価に対する（評価する立場にある人の）個人的見解の相違が大きく、現状の人事制度にうまく組み入れることは現実的には相当の困難がともなうと予想される。少なくとも専攻レベルでの合意のもと、統合的研究のポジションを用意するのが近道ではあるが、現行のポジションを振り替えるのはむずかしく、重点的に定員をつけるなどの方策が必要である。（大学部局長）  ◎若手研究者の受け皿について 評価の問題が大きく影を落としている。大学は若手研究者を育成するのが重要な役割であるとは認識している。しかし，若手研究者がたいへん厳しい環境にあるのは社会的現実である。ポスドクにはなれても，継続的な研究職に着くのは困難となっている。確立された分野で目に見える成果，実績をあげなければ評価されないようになっており，「現実社会の問題に対応する」研究分野（評価ステムが未確立）には進出しがたい現実がある。科学者の活動の場である学会や国際学術誌も未整備のように思える。これらに対しては国家の役割（社会システムの変更）が不可欠のように思える。よい受け皿（機関，組織）を作ってやらねばならない。（大学部局長）  ◎評価の在り方について 文理融合による「知の統合」をめざし、国内の環境系大学院の設立・改組等がなされました。私どもの研究科でも「文理融合」で教育・研究のプロジェクト申請を行い、文科省に採択されたものもあり、表面上はうまく機能しているように見えます。しかしその評価については参考資料にあるように適正に評価する手段がなく、何をもってうまくいっているのか、判断に迷うのは事実かと思います。最終的には文理融合により、学生がどのような分野（一般社会）に進出し活躍しているか、どのような研究を行ったかで判断する以外ないように思います。文理融合による「知の統合」についてはすぐに成果を求め、判断するのではなく、更
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に時間をかけ、継続・発展させその上で、評価を行うべきと思います。（大学部局長）   6-5  トランスディシプリナリティのネットワークの構築  トランスディシプリナリティについては、アジア諸国でも日本でも認知度が高いとはいえない。それと意識せずして実践する研究者も多く、社会問題解決に向けた成功事例は多くない。方法論上の難点があり、その実践には当該大学・研究機関・研究チームに、ある種のスキルが求められる。また、これを可能にし、促進するために、適切な研究環境、研究推進制度、評価制度の整備が必要である。 そのため、アジア地域において、トランスディシプリナリー研究のネットワークを構築することが有力である。すでに欧米には、現実社会の問題に関する統合的研究（トランスディシプリナリー・リサーチ）について、大学や研究機関をつなぐネットワークが複数あるが、そこに日本の大学や研究機関あるいは科学者が参加してきていない。  欧米には、現実社会の問題に関する統合的研究（トランスディシプリナリー・リサーチ）について、大学や研究機関をつなぐネットワークが複数あるが、そこに日本の大学や研究機関あるいは科学者が参加してきていない。   ― スイス連邦技術研究所（ＥＴＨチューリッヒ）の部門長、Dr. Gertrude Hirsch Hadorn 及びスイス･アカデミ （ートランスディシプリナリティ･ネットワークの共同リーダー）の Dr.Christian.Pohl、２０１２年１０月、チューリッヒでの面談  ＜関連意見１＞ネットワークへの参加について トランスディシプリナリー・リサーチのネットワークに、日本の科学者が積極的に参加することを評価するような仕組みを明示的に作ることが必要に思います。（鎗目雅 東京大学公共政策大学院特任准教授）    ＜関連意見２＞国単位のネットワークとグローバルなネットワークについて Handbook of Transdisciplinary Researchの主編著者 Dr. Hirsch Hadorn    Gertrudeには、大学などの研究機関レベルでなく、国という単位で研究ネットワークを作り、そこを中心に世界とつながるとよいとのアドバイスを受けました。実際、スイスでもそのようなネットワークを組んで、そこを拠点に各国とのネットワークを構築しているようです。このやり方は、是非日本でも取り入れるとよいと考えます。（大武美保子 千葉大学大学院工学研究科准教授）  
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6-6  その他の推進施策    別紙のとおり、２０１２年度アンケートの回答として、大学・研究機関の部局長等より下記のような施策が挙げられている。  6-6-1 統合的研究の継続･発展のための方策  回答群Ｂ５－２ 社会実装まで進める仕組みについて 回答群Ｂ５－３ 研究評価との関係について 回答群Ｂ５－４ 研究の継続資金について  6-6-2 国際協働や共同研究   回答群Ｂ７－１ 現実社会に即応する国際協働研究の実践について 回答群Ｂ７－２ ネットワーク及び人の交流について   回答群Ｂ７－３ 日本の国際的リーダーシップについて   回答群Ｂ７－４ 人文･社会科学的な観点について   回答群Ｂ７－５ 国際協働を担う人材の育成について   回答群Ｂ７－６ 国際協働に必要な財政措置について   回答群Ｂ７－７ 国際的発信  6-6-3 国レベルの政策や具体的措置  回答群Ｂ８－１ 国レベルの政策について 回答群Ｂ８－２ 統合的研究の推進体制及び基盤   回答群Ｂ８－３ 財政・予算制度の充実について   回答群Ｂ８－４ 人材政策・教育施策について   回答群Ｂ８－５ 評価制度の改良について   回答群Ｂ８－６ 実践事例や成果の共有について        
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第７章 科学者と現実社会のインターフェイスの変容   持続性社会、リスク社会、知的成熟社会など複雑性と不確定性を増す統合問題について、トランスディシプリナリー・リサーチでは、現実社会のステークホルダーが関与する形で「知の統合」を図っていく。そのリアリティゆえに、しばしば科学者と当該ステークホルダーの関係性が問題となってくる。科学者が、社会の全体像を客体的に認識して研究対象とすることは、必ずしも現実的ではなくなっている。むしろ、科学者は現実社会のステークホルダーの一員として、他のステークホルダーと向き合い、共に現下の社会の実相を学び合うなかで、優先的な研究課題を特定していくことが求められる時代になっていると考えるべきであろう。 トランスディシプリナリティは、研究対象としての「社会」を再定義する過程で登場したラジカルな方法論でもある。今後、科学者と現実社会のインターフェイスの変容をもたらし、大学・研究機関における教育・研究制度、研究ファンド、研究評価の在り方を変えていく可能性もある。   7-1 科学と社会の在り方に関する政策論 7-2  トランスディシプリナリティによる大学・研究機関の変容 7-3  シチズン・サイエンスのガバナンス 7-4  現実社会のリアリティとトランスディシプリナリー研究 7-5  東日本大震災の教訓としての研究のリアルタイム性 7-6  現実重視の研究評価 7-7  トランスディシプリナリティの教育・人材育成への応用   7-1 科学と社会の在り方に関する政策論  7-1-1 政策の価値判断における科学と政治の役割  ２０１２年７月、科学技術・学術審議会の学術分科会は、特に東日本大震災の教訓を踏まえて、「リスク社会の克服と知的社会の成熟に向けた人文学及び社会科学の振興について（報告）」をまとめた。 同報告は、人文学・社会科学の振興を図るうえでの視点として、「諸学の密接な連携と総合性」に次いで、「学術への要請と社会的貢献」を挙げ、研究の社会的機能への役割が期待される中で、社会的貢献を目指す研究を行うに当たっては目標の設定が
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重要であるとしたうえで、次のように、研究目標の設定の重要性を強調している。      個々の実証研究の積み重ねにより、政府や自治体等の政策形成や実施のために選択肢を提供することを研究の本務と捉え、価値選択は政治の役割とする考え方や、政策形成・実施に係る価値判断にまで踏み込むという考え方など、多様な考え方があることに留意しつつ、様々な観点から実社会のあり様を捉えていく目標の設定が関係者に対し強く求められる。   また「当面講ずべき推進方策」として、同報告は、次のように、「実社会対応」により社会貢献を目指す研究を重点のひとつに挙げている。      研究成果と実務を橋渡しできるような実務者の参画を得て、研究の推進から成果の発信までの連携を確保するなど、社会的貢献に向けた実効的な体制作りが必要であり、社会からの視点を取り入れることについての検討も求められる。    実務者の役割や業務内容は、研究内容により変わりうるが、関連分野の知見や実社会でも経験を有する実務者を含めた審査・評価を試行することも重要であると考えられる。実務者を含めた共同研究においては、研究者の研究サイクルと、実務者が想定する需要のサイクルは必ずしも一致しないため、知識の共同生産という観点から、実務と研究のバランスをとるプロジェクト・マネジメントが不可欠である。なお、関係する分野による共同研究へのインセンティブが異なることも留意しておく必要がある。 
 7-1-2 政策決定における研究成果の活用について  「環境・エネルギー領域における研究開発方策」（２０１２年７月、科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会）より「科学技術と環境・エネルギー政策の一体的推進」抜粋    環境・エネルギー政策の遂行は、科学観測によるリスクの認識、プロセス研究に基づくリスクの将来予測、リスク回避のための技術的、制度的手段の適用に基盤を置いており、さらには社会・市民の行動が鍵を握っている。環境分野の科学技術は、社会の要請に応えるものであり、研究成果が政策に反映されることにより評価されるべきである。しかしながら、これまでは、政策決定における研究成果の活用が十分に行われていないのではないかという指摘がなされている。今後は、研究成果が政策に適切に反映されるよう、政策側は科学技術に何を求めているかを明確にすること（意思決定に必要な知見や政策形成に重要な研究課題の提 示等）、また、研究機関側も政策の判断を助ける客観的な科学的知見や方法論を
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積極的に提供することが不可欠である。（以下、略） 
 7-1-3 公的資金を得て研究を行う意義 ―東日本大震災を踏まえた今後の科学技術・学術政策の在り方について （２０１２年８月、科学技術・学術審議会の中間まとめ、抜粋）  ○ 国民の負託を受け公的資金を得て研究を行う政府、研究機関、研究者は、その意味を十分に認識するとともに、国民、社会に対し、自らの研究の意義や成果を説明する責任を負う。 ○ 研究者等が、多様な社会的活動に参画するとともに、社会に研究への参加を求めることで、社会の要請を認識するとともに、社会に積極的な応答を試みる必要がある。 ○ この際、学術研究に従事する者が、自らの内在的動機に基づき研究を行うことは当然であり、特に発想の多様性は尊重されるべきである。また、学術研究に従事する者には、課題解決とともに、長期的視点に立って自ら研究課題を探索し発見する行動が求められることも当然である。  7-1-4  科学者の社会リタラシーの向上  科学コミュニティの枠やキャンパスの境界より外の社会において、科学者が多様な経験や問題意識を有するステークホルダーと学び合う機会を得ること、あるいは現実社会の何かをリアリティをもって感じ取り、リアルタイムもしくは準リアルタイムで現況を学び取ることが議論されている。  ＜参考＞東日本大震災を踏まえた今後の科学技術・学術政策の在り方について 科学技術・学術審議会の中間まとめ（２０１２年８月）抜粋 ○ 今回の大震災により低下した科学者や技術者への国民の信頼を回復するとともに、科学技術に対する国民の期待に応えていくため、国民との相互理解の基に政策を形成していくことが必要である。しかし、現状では、国民や社会と、研究者、技術者、政策立案担当者など科学技術・学術に従事する者（以下「研究者等」という）との対話が不足しているため、研究者等が、社会の要請を十分に認識していないおそれがある。 ○ 研究者等は、学術の深化と科学技術の進展に努めるにとどまらず、社会との対話など多様な手段により、自ら積極的に社会から学び、「社会リテラシー」を向上させ、社会の要請を十分に認識するとともに、自らの研究と社会とのかかわりの重要性について認識する必要がある。その際、学協会などの研究者コミュニティ
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と連携して取り組むことが必要である。   7-2 トランスディシプリナリティによる大学・研究機関の変容  トランスディシプリナリティという新たな概念には、現実社会の問題に対応する「知の統合」の方法論や統合的研究のガバナンスに変革をもたらす可能性があり、同時に大学制度や科学研究の在り方を変える可能性もあると考えられている。  7-2-1 応用研究の変容  従来の社会問題解決型の研究には、科学者の視点による「社会のための研究」という面がある。基本的には科学的知識の社会的応用であって、なかでも産業応用の研究課題を科学者が定立することからいう。ステークホルダーの関与の方は、しばしば研究過程の下流側でのこととなる。研究が進捗してからその課題の説明を受け、あるいは研究成果が出てからそれを受け取ることも多かった。  それに対して、近年のトランスディシプリナリー研究では、早くから科学者とステークホルダーの学び合いが始まり、研究課題の定立など研究過程の上流側でステークホルダーの関与がある。それを「アップストリーム・エンゲイジメント」と称して重要視している。また、「知の統合」の過程や、研究成果の社会実装に至る過程において、科学者とステークホルダーの双方が継続・反復的に学び合い、知見・経験や意見を出し合うということが意識して行われている。   ◎応用研究におけるステークホルダーの関与の必要性について   （第２回アンケートに対する大学部局長の回答） （１）現実社会の問題に対応する研究の諸過程において、現実社会の意思決定・合意形成に関わる者、利害関係者、関係団体・機関、一般市民などの“広義のステークホルダーを加えた学術的研究を行う”というコンセプトは、応用研究領域において大変重要であり、必要性が高いと考えます。 （２）学術分野の研究を基礎研究と応用研究として分けて考えた場合、応用研究において、“人間”や”人間社会（現実社会）”が研究対象の”理論”、”モデル”、”システム”の系の中に入って来る、あるいは、それらの応用先として入って来る時点での“ステークホルダーの応用研究への参加”は、学術研究の実行プロセスの中での実社会の“状況”、“環境”、“志向”などを反映した研究へと発展させるために、有効な方法論であると考えます。 （３）ステークホルダーの参加により、当該研究の基礎的なコアとなっている”理論”、
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“モデル”、“システム”の実際的な応用について、”人間の視点”、”社会的視点”、”環境的視点”、”志向的視点”をもって立案、設計、実現することが可能となり、研究が社会に適切に反映される”実施道程”を与える可能性が高くなると考えます。すなわち、“広義のステークホルダーを加えた学術的研究を行う”というコンセプトは、研究自身の実行プロセスの中に、”研究内容の現実社会への実施道程”を構築するプロセスを加えることになり、実際的であり、かつ、研究の活用可能性の拡大という視点からも重要であると考えます。    7-2-2 産学官連携の変容  日本でも前世紀から「社会のための科学」の重要性が謳われ、科学技術イノベーション政策のなかでも、とりわけ産業的応用に重心を置く「産学官連携」が推進されてきたが、セクターをまたがる協働関係をみる視点が、どちらかといえば、大学や研究所など知識を生産する科学者の側に在るということができる。 トランスディシプリナリティという方法論では、必ずしも、科学的知識を生産する側と受け取る側という構図ではない。協働関係の視点が科学者の側に偏在せず、むしろ科学者とステークホルダーの間を往還していく。トランスディシプリナリティの標準としては、科学者と関与者の双方が学び合うなかで現実的な研究課題が特定され、その後、当該問題の解決から社会実装に向けての過程でも継続的な時間をかけて学び合いながら「知の統合」が図られていく。 東日本大震災の教訓として、いま社会各層で議論されている問題の中には、市場主義経済の枠組みでは十分に解決しえない人間・社会システムに深く関わる諸問題がある。官主導の政策イニシアティブ一辺倒ではない、あらたな社会政策が連動して議論され、科学技術イノベーション政策の再定義が必要にもなろう。 そこで、改めて、科学コミュニティの役割が問われ、社会各層との対話と学び合いによる協働が求められることとなる。日本社会には、まだ、そのような協働の方法論が確立しているとはいえず、そこにこそ、産学官民連携のトランスディシプリナリーな検討課題があり、そうした議論の先には、アカデミアの改革や科学コミュニティの変容の可能性もあると考えるべきであろう。  7-2-3 社会的要請と科学技術イノベーションの関係について   これまで日本政府の科学技術イノベーション政策は産学官連携を基軸として推進されてきた。多くの社会的課題が企業活動の中で認識され、市場における企業活動を通して社会的課題に対応していくという前提がそこにはあった。  他方、特に東日本大震災後の議論においては、持続性社会、リスク社会、福祉社会
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など現代社会各層が抱える広範多岐にわたる現実問題が、従来の市場原理・企業原理によって十分対応できないとして、むしろ公共社会において「公共の善」を追究する立場からＮＧＯ、ＮＰＯ、一般市民層を含む様々なステークホルダーの議論が展開されている。かかるステークホルダーの組織化や社会的機能が未成熟な日本において、科学者との関係性が議論され始めたものの、まだ民・産･学・官の連携を推進する政策が十分に展開されてはいない。  たとえば、科学技術政策研究所による『科学技術の状況に係る総合的意識調査（ＮＩＳＴＥＰ定点調査２０１１）』によれば、「社会と科学技術イノベーションの関係の状況にかかわる質問」に対して、「科学技術やイノベーションおよびそのための政策の内容や、それがもたらす効果と限界等についての国による説明は、著しく不十分であるとの認識が示されている。また、科学技術イノベーション政策の企画立案、推進に際して、国民の幅広い参画を得るための仕組みについても不充分であるとも強い認識が示されている。」  7-2-4 大学の社会的役割の変容   大学の教育研究活動にステークホルダーが関与するとき、大学の社会的役割が改めて問われる。第２回アンケートの回答では、大学関係者が考えてきた従来の社会的役割が果たせなくなるという意見もある。  ◎大学の社会的役割の変革について（大学部局長の回答） 大学の社会的役割への変革が求められる中、教育研究活動を行う上で社会的要請の理解は不可欠である。したがって、ステークホルダーの意見はこれまで以上に重要であり、現実社会の問題に対応する研究への関与も増えてしかるべきである。しかし、ステークホルダーが国で特に予算が絡む場合、科学者とステークホルダーの対等的関係は構築しにくく、逆にステークホルダーが一般市民の場合はステークホルダーの選択において客観性を担保することが難しくなると考えられる。また、大学や科学者には現在の社会の要請にとどまらず、将来の社会ニーズを予測し、研究を行い提言する責務があるが、ステークホルダーの関与の仕組みを間違えるとこのような意味での社会的役割を果たせなくなる懸念も拭いきれない。  7-2-5 大学共同利用機関の統合研究の変容 ―総合地球環境学研究所における統合研究について―   地球環境問題の解決に資するのが、大学共同利用機関法人としての総合地球環境学
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研究所（地球研）の任務であり、その究極の目標は総合地球環境学の構築とされてきた。この「問題の解決に資する」とは何を意味するのか。異分野の科学者による統合知を更に総合的に解釈して公表することでこと足りるのか。それとも、政策提言や具体の処方箋をもって当該問題のステークホルダーと共に解いていくのか。価値判断を伴う意思決定に関与することもあるのか。プロジェクト成果をどう統合して総合地球環境問題の解決に資するのか。それら問題群が、トランスディシプリナリティの展開によって、より先鋭的な形で問題となってくるものとみられる。地球研と現実社会との新たな関わりが模索されようとしている。  これまで地球研には、文理融合研究のメッカとしての役割があり、各プロジェクトのコアメンバーは多くの場合、大学・研究機関に所属する科学者であった。また、外部評価委員会は科学者を中心とする委員構成となっている。これから、文理融合を基調とするインターディシプリナリー研究を基礎として、トランスディシプリナリー研究を併せて展開していくとすれば、地球環境問題に係る外交・行政セクター、産業界、市民団体など多様なステークホルダーの関与が検討されなければならない。 当該問題のステークホルダーの特定と関与の時期はトランスディシプリナリー研究の二大命題である。単に研究課題を特定する過程（co-design）にとどまらず、ステークホルダーとの協働による知の統合の手法(co-production)が問題となる。科学者集団の内的な知識生産及びその統合によって問題を解決するばかりでない。トランスディシプリナリー研究は、ステークホルダーの関心や経験知を基に協働して問題解決を図るものであり、大学コミュニティの科学者の役割がステークホルダーとの混成チームにおいて相対化されていく可能性もある。 研究の下流工程においては、改めて有期プロジェクト制の意味が問われることにもなろう。これまで、各プロジェクト研究の成果が不特定の大学・研究機関に対して発信されてきたが、トランスディシプリナリー研究となれば、５年制のプロジェクトが終了してからも、研究の成果を基に当該問題のステークホルダーと共に問題解決に向けて取り組むこと（co-delivery）も重要になってくる。   7-3 シチズン・サイエンスのガバナンス  ここでは、シチズン・サイエンスの先進事例として、地方自治体の行政官（保健士）が研究代表者となった下記のプロジェクトを挙げる。下線は報告者による。  ○研究課題「地域に開かれたゲノム疫学研究のための、ながはまルール」   ①研究代表者 ：明石圭子 滋賀県長浜市健康福祉部健康推進課 副参事 
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 ②研究開発目標：ゲノム疫学研究が自治体や住民に開かれたものとなるために、ながはまの事業において必要な社会的ルールを作成し、地域におけるゲノム疫学研究の基準を提案する。  7-3-1 科学者コミュニティと自治体・市民との協働関係  実務者が研究代表者となり、京都大学等の教員、長浜市の職員及び公募市民がそれぞれの立場を尊重しつつ役割分担・協働することにより、最先端のゲノム疫学研究の推進が図られており、いわゆる科学技術ガバナンスが機能する形で進められている。専門的知識の体系化によって問題を解く研究体制ではなく、逆に、当該ステークホルダーの問題解決への関心に即した研究体制となっている。 ながはまルールの際立った特徴は、トランスディシプリナリー・リサーチを進めるに当たって、大学内部の倫理委員会だけでなく、長浜市としても、市民が参加するルール策定委員会を設けていることである。これにより、実際の声を研究にも反映できるなど、長浜市民は単なる研究試料提供者にとどまらず、調査検討に参画することとなった。 税金で成り立つ公的研究がどこまでステークホルダーの関心と利益に接近できるかという問題について、ながはま方式は「シチズン・サイエンス」とともいうべき、市民参加の究極を成すものである。ここでは継続的研究基盤をもつ大学・研究機関の役割が相対化し、当該プロジェクトの期間における一時的な研究体制となる。プロジェクト終了後における評価の方法、知識・情報の生産体制や他の地域への適用の問題など課題も多い。 いずれにしても、科学の問題を研究者コミュニティの中で閉じて考えない、こうした研究の初期段階からの実務者の主導及び住民参加は、広く科学と現実社会との新たな関係性を考えるうえで重要な参考となる試みであろう。  7-3-2 シチズン・サイエンスのガバナンス  「長浜ルール」という枠組みを作ることで、その枠組の中であれば科学者が自由な発想で地域住民を対象とした研究を進められるというものです。長浜ルールの序文に「生命倫理は医学研究の障害と考える人がいますが、これはまったくの誤解です。事実は逆で、倫理的課題のルールを明確にすることは、強力な研究推進策の一つなのです。ルールが明確にされれば、研究者には判断に迷うことなく研究に従事でき、社会にとっては研究内容や進行手順が透明になり、国や企業は安心して研究投資ができるようになるからです。」と明記されており、これが、このルールの精神であることを、
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長浜市と京大の双方が理解しています。つまり、研究の進展をガバナンスが助けるということを意識しています 倫理的枠組と研究の進行を審査するときに、研究者側の京大の作った倫理審査機関（京都大学 医の倫理委員会）のみならず、長浜市側が全く別個に作り、市民自身が参加している倫理審査委員会があることがもう一つのポイントだと思います。長浜市、長浜市民が、「ノー」と言ったり、研究を進む方向を変えることが可能となっています。市民の感覚と知恵を信じて反映させる仕組みがあるということです。 （京都大学医学研究科の関係者、角谷寛准教授、２０１３年）   7-4 現実社会のリアリティとトランスディシプリナリー研究  近年では、現実社会と向き合う先鋭なトランスディシプリナリー・リサーチにおいて、「現実の社会」や「現実の意思決定」の意味が現実性のレベルやリアルタイム性によって議論され、ラジカルな統合研究の概念が提起されている。社会問題に対応する統合的研究において、それが現実社会の問題を実際的に解決しようとするものか、それとも普遍性のある解決の方法を追究するものなのかが問題にもなる。   表 インターディシプリナリー研究  と トランスディシプリナリー研究  研究対象○in vitro 社会＜下注１＞     ○ in vivo 社会＜下注１＞  科学者が想定する社会       現実社会のリアリティとリアルタイム性 研究視点○科学者が社会を客体視する    ○科学者が外部から社会を観る視点と内部者として考える視点が往還する 問題認識○科学者として社会問題を知る   ○科学者とステークホルダーの相互理解 （実学による in vivo知識）＜下注２＞ 問題解決○価値観を排除した方策の提示   ○解決方策における価値観内包の可能性  ＜注１＞生命科学における in vitroと in vivoの原義について 
in vitro が「ガラス（試験管）の中で」、 in vivo が「生体内の」というのが原義である。例えば動物に対する薬品の暴露実験では、動物に直接薬品を投与した場合に in vivoという表現を使用し、動物の組織・細胞の一部を試験管で暴露させた場合に in vitro という表現を使用している。他方、細胞生物学では、培養した細胞を扱えば in vivoの研究 、細胞から取り出した器官を扱えば in vitroの研究となる。ど
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こまでを生命（生きていること）と見なすかの違いによって区別される。 生物学においては、動物の個体（in vivo）に由来するＤＮＡ鎖の切片を試験管に取り出して in vitroの実験を行うこともある。in vitroの実験から得られる結果が、動物の個体の実験から得られる結果とそのままつながるか否かはその都度検討を要し、二つの実験は使い分けられている。（角谷寛 滋賀医科大学病院特任教授） ＜注２＞相互理解について          “You do not really understand something unless you can explain it to your grandmother.” （Ａ.アインシュタインの言葉）       「(科学者が)大事と思うことは、それを身近な人に説明できるくらいでないと、本当に解っているとはいえない。」（報告者意訳） ＜注３＞参考文献について “Manifesto of Transdisciplinarity”（Basarab Nicolescu, SUNY Press,New York, 2002）  7-4-1 「現実社会」のリアリティについて 
―in vitroと in vivoの区別―  欧州の科学コミュニティでは、社会問題に対応する研究課題の定立、採択審査、研究成果の検証、評価において、研究対象とする社会の現実性のレベル（リアリティ）を問題にするようになった。研究計画において、どこまで社会の個別具体性を問題にするかという問題でもある。 これに関連するキーワードとして、現実社会（real world）、生きた社会（life-world）、実学による生きた知識（in vivo knowledge）、 生きた現実の意思決定（in vivo decision-making）といった概念が注目されている。 “ Manifesto of Transdisciplinarity ” (Basarab Nicolescu, SUNY Press,New York,2002)では、in vivo という明確な意味をもつ現実社会の概念が提起され、トランスディシプリナリティは新しい“in vivo knowledge”であると考えられた。 
“in vitroと in vivo”の区別を社会問題解決型の統合研究を考えるうえでの「社会」に援用すれば、その現実性のレベル（リアリティ）によって、「生きた現実の(in 
vivo)社会」と「研究のための（in vitro）社会」を分けて考えることができる。ここで in vivoの社会とは、いわば「生け捕り」にした社会の実相である。他方、in vitroの社会とは、当該科学者らの学際的な視点から切り取った研究対象としての「社会の断層」である。 このように多様な社会の認識があるところ、当該研究において、どこまでリアリティのある社会を「現実社会」と見なすべきかについて、現実性のレベルに留意して議論し、研究実施主体と評価主体の共通理解を図ることができる。科学コミュニティの
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枠を超え、ステークホルダーを含めて当該研究の関係者間の共通理解が進む。 そのことよって科学者と現実社会との関係性、研究成果の評価の視点が鮮明になる。 さらに、in vitroの社会を対象とした研究の成果を引き継いで社会実装を期するとして、後続の研究過程における「社会」が、どこまで現実社会に近いかという問題を適確に議論できることにもなる。  7-4-2 「現実の意思決定」のリアリティについて  社会的な意思決定・合意形成に係る研究を考えるうえでの「意思決定」の区別に援用すれば、現実性のレベル（リアリティ）によって、「生きた現実の意思決定そのもの（in vivo  decision-making）」と「研究対象としての意思決定過程（in vitro decision-making）」を分けて考えることができる。ここで in vivoの「意思決定」とは、実社会の当事者による生々しい意思決定の実相である。他方、in vitroの「意思決定」とは、当該研究者らの学際的な視点から切り取ってみた意思決定過程の一部である。 トランスディシプリナリー・リサーチにおいて、どこまでを「現実の意思決定」と見なすかについて、このように区別して研究実施主体と評価主体で共通理解を図ることができる。そして、やはり科学コミュニティの枠にこだわらずに、ステークホルダーを含めて関係者の共通理解が進むことになる。そのうえで、良い評価を得た研究の成果は、実社会の当事者がそれを活用することによって問題解決や意思決定につながっていくことになる。   7-5  東日本大震災の教訓としての研究のリアルタイム性  現実社会と向き合う科学コミュニティには大きな課題がある。「現実の社会」や「現実の意思決定」に対する貢献が、リアルタイム性によっても議論されるようになった。  7-5-1  日本学術会議に対する社会的要請とリアルタイムの対応  ○日本学術会議『社会のための学術としての「知の統合」―その具現に向けて―』 （２０１１年８月）抜粋 もし、社会的要請に応じることのできる「知の統合」が実現していたならば、２０１１年３月１１日に発生した東日本大震災時の大規模地震と大津波、原子力発電所の大事故、風評被害といった複合的な大災害に対して、科学者は、その予防あるいは解決のために必要な知識を提供することができていたであろう。すなわち、想
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定外の状況をあらかじめ極限まで排除した設計を可能とし、かつ人類や社会の抱える複雑な課題の俯瞰的な解決を可能とする「知の統合」を実現するための「新たな挑戦」が、いま強く求められている。  ○『存在意義の発揮 課題』  ―２０１４年３月７日付け読売新聞（下線部強調は報告者による。）    大震災後の取材で何人もから「日本学術会議に期待したい」という話を聞いた。放射線の影響や汚染がれきの処理など対立が激しい問題で科学的な見解を示してほしい。科学者の統一的な意見を求めるとしたら学術会議しかない。そんな要望だった。    ３．１１を深刻に受け止めた学術会議も今回は頑張った。計１４回の提言を次々出した。内容もおおむね冷静でバランスが取れていたと思う。それは評価したい。    ただ、提言はタイムリーさに欠けていた面もあり、大きな影響力は持てなかった。政府や社会に存在意義をいかに示し、具体的な成果につなげていくか。それは学術会議の大きな課題になる。（大塚）  7-5-2 日本の科学コミュニティの社会的発信  環境・エネルギー関連の社会問題について、これまで日本の社会科学系の学会では、どちらかといえば応用系の学会が取り組んできた。近年は、環境経済政策学会、環境法政策学会及び環境社会学会が合同のシンポジウムを毎年開催するなどの連携もみられる。しかし、環境科学関係学会は、下記の例のとおり、多くの専門分野に分化して個別の学術活動を展開している。それらを統合的に横断する実効性のある枠組みが整っているとはいえない面がある。  ＜参考１＞環境科学関係学会の専門分化について （出典：環境科学会誌 2008年 Vol.21 No.4） 環境科学会、水環境学会、大気環境学会、環境社会学会、環境経済・政策学会、環境法政策学会、環境経営学会、環境アセスメント学会、日本環境教育学会、こども環境学会、日本エネルギー環境教育学会、日本環境化学会、日本環境毒性学会、日本環境感染学会、人間・環境学会、室内環境学会、環境芸術学会、におい・かおり環境協会、廃棄物学会、環境技術学会、環境資源工学会、日本陸水学会、日本環境学会、土木学会、建築学会、日本海洋学会、日本化学会、化学工学会、日本分析化学会、日本生態学会、日本微生物生態学会ほか 
 こうした環境科学の関連領域で多くの科学者が研究を展開しているが、新たな学際
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領域の専門化も進み、「個別に学際領域化する傾向」がみられる。それぞれの専門学会に「科学者の生態系」というべきコミュニティが形成されていて、現状では、文・理をまたがる統合科学の展開が十分にできていない（科学技術・学術審議会関係者）。  「個別に学際領域化する傾向」は、欧米のアカデミアでも、１９４０年代以降のインターディシプリナリティもしくはマルチディシプリナリティの議論において、しばしば “disciplined interdisciplinarity”といった問題として指摘はされてきた。 ただ、日本での特徴は、行政目的に応じた統合的な議論が中央政府の審議会において行われてきた経緯があり、学会レベルでは、科学の広域を横断する統合的な議論が十分にできてこなかったという問題でもある。 
 ＜参考１＞環境科学関係学会の結集軸について 学会自体に強力な研究推進力やボトムアップ研究の結集軸がない現状においては、有力な研究者が国や自治体の組織や会議体に取り込まれる形で個人的能力を発揮する形になっている。官主導でなければ問題解決のパワーで出てこず、環境・エネルギーの諸科学の結集した力の反映が十分に見られない状態になっている。（細田衛二、環境科学会誌、２００８）  ＜参考２＞新興・融合科学技術の推進方策に関する戦略提言    「社会的課題の解決と科学技術のフロンティアの開拓を目指して」（JST・CRDS ２００９年） 「学会での発表の機会の創出、学会の意識の変革」より抜粋     研究者に新興・融合科学技術への取組を躊躇させてきた要因の一つは、融合的な新しい研究をしても、成果を発表し、評価される場が少ないという問題であった。しかし、新興・融合科学技術の研究者のための新たな学会を立ち上げるだけでは、学会の縦割り構造を細分化するだけである。 
 ＜参考３＞「学術研究の推進について」 
―科学技術・学術審議会学術分科会、審議経過報告（平成２３年１月）より抜粋 学会は、研究者による研究成果の発表や評価、研究者間あるいは国内外の関係団体との連携の場として重要な役割を担っており、その機能強化に向けた取組を進めることが期待される。特に、関係分野の学会間の連携の強化や諸外国の研究者との交流も含め、様々な研究機関の研究者のネットワーク形成の推進を図ることが期待される。  7-5-3  東日本大震災に関する日本の科学者の社会的発信  「東日本大震災を受け、有事における国の研究者コミュニティの情報発信の在り方
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についての意見が多く挙げられている。具体的には、科学的根拠にもとづく情報発信の必要性、個々人ではなく研究者コミュニティとしての情報発信の必要性、中立的な立場からの情報発信の必要性、平時からの情報発信の必要性などが指摘されている。」 ―「科学技術の状況に係る総合的意識調査、ＮＩＳＴＥＰ定点調査２０１１」 （科学技術政策研究所、平成２４年８月）より抜粋   日本の学際領域の学会には、それぞれに対応する国際学会がある場合も多く。その領域における国際交流がみられるものの、各学会ともステークホルダーの特定がなされておらず、不特定多数の人を想定したような発信が多く見受けられる。  平成２３年において、東日本大震災の状況や教訓について国内の学会から国際社会の特定された対象機関等に発信されることは稀であった。平成２４年３月にロンドンで開催された３０００人規模の科学者会議 “Planet Under Pressure”でも、同年６月に開催された国連持続可能な開発会議「ＲＩＯ＋２０」及びその５００超のサイド・イベントにおいても、東日本大震災に関する発表は多くなかった。 福島原子力発電所の事故に関する学会の活動も同様である。政府・民間・国会レベルで３つの報告書が平成２４年夏までにまとめられ、そのうち、民間事故調の報告書については英訳版も刊行されているが、既存の多くの学会では、あるいは日本学術会議では、東日本大震災や福島原子力発電所の事故に関して、国際社会を対象にした英文の報告書は刊行されていない。  ＜参考＞「３．１１後における学会活動の分析：パブリック・リレーションズの視点から」 竹田瑠海･田中幹人（早稲田大学政治学研究科）         ― 科学技術社会論学会第１１回年次研究大会予稿集より抜粋 
 【方法】    先行研究を踏まえつつ、７９学会の全活動を各学会のウェブサイトを用いて調査した。また、その声明･発表物を収集･分析の内容分析を行った。調査対象とした期間は、震災後３ヶ月間（２０１１年３月１１日～６月末）とした。  【結果】    各学会の発信状況を分類した結果からは、会員個人が発信しているものが全体の４割を占め、学会Ｗｅｂサイトは会員個人が保有する情報を学会全体として共有する機能を担っていたことが伺えた。また発信の半数は内部向けであった。一方、発信者、発信先、発信内容のいずれも「不明」と分類されうる活動も多数含まれていたことは特筆に値する。    さらに学会の名義で社会（科学者共同体外部）に対して発信した情報を分析した。対象となる１３０件の発信は（１）政策提言（２）決意表明（３）市民向け
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の情報提供の３カテゴリーに分類することができた。このうち「（１）政策提言」は行政に対する行動の指示であるが、単なる指示に留まり根拠となる専門知を伴わず、権威的機能に依存した発信がみられた。「（２）決意表明」は、政策提言と共に発信されているもの以外は、専門知の提供も行動の指示も行われていない発信であり、その内容は学会の行動の指針であり、外部向けの体裁をとった内部向けの規範の再認識に過ぎないと言える。（以下、略）        7-6  現実重視の研究評価  7-6-1  研究用の社会と現実社会  現実社会（in vivo  society）にリアルタイムで向き合えばこそ、現実の問題解決あるいは意思決定（in vivo  decision-making）という概念が登場し、それを強調する研究戦略と方法論がラジカルな方法論者の前線になってくる。すでに欧米には、研究拠点づくり、研究の計画、課題の定立、知の統合、研究成果の評価、研究継続の仕組みなど、研究の諸過程におけるトランスディシプリナリティの実践事例がある。  7-6-2  研究の実践におけるトランスディシプリナリティ  ここでは、自然科学者、社会科学者、人文学者の協働はもとより、社会的な意思決定に関わる者など現実社会のステークホルダーが参画することが想定されている。研究の成果が、どこまで生きた現実社会(life-world)の問題解決や合意形成に寄与するべきものなのかという評価の問題にもなる。 科学者が現実社会を対象としてステークホルダーと協働して研究を行う場合、本来は客体的であるべき社会との関係が微妙な問題にもなる。ステークホルダーが研究チームに関与して、研究課題の定立のみならず、課題によってはステークホルダーが能動的に研究過程に介入することもありうる。かかる関与者と科学者の学び合いの結果として研究成果ができて、それに基づいて現実の意思決定に反映していくことにもなる。  7-6-3  研究の評価におけるトランスディシプリナリティ  上述のように多様な社会の概念と統合研究の方法論があるところ、どこまでリアルな社会のことを「現実社会」と見なすべきかが、研究主体の企画段階で、また統合研究の評価段階で問題となる。現実性のレベルを区別して議論し、研究主体と評価主体
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の共通理解を図ることが重要となる。現実社会のステークホルダーを含めて関係者が議論する過程で、当該研究の現実性について共通の理解が進むことにもなる。 そうしたトランスディシプリナリーなプロセスを経ることよって、研究課題の本質、研究主体と当該社会との関係性、フューチャー・アース研究としての評価の考え方が鮮明になってくる。さらに、研究の成果をステークホルダーに引き継いで当該社会問題の解決に寄与する協働提供の過程において、後続の社会実装研究における「社会」が、どこまで現実社会に近いかという問題にもなる。  7-6-4 研究評価における現実社会  ＥＵ諸国では、トランスディシプリナリティの方法論に関する議論が、国際共同研究やネットワークのキーワードとしての共通概念つくりも視野に入れて、実践的に検討されている。そこで、研究計画書や研究課題申請書でいう「社会」の意味やリアリティが改めて問われている。研究の成果が、どこまで生きた社会(life-world)の問題の解決や合意形成に寄与するべきものなのかという評価の問題にもなる。 また、in vivo の場合、本来は客体的であるべき科学者と社会との関係が微妙な問題にもなる。現実問題に正面から向き合えばこそ、現実社会（“in vivo society”、“in 
vivo decision-making”）という概念が登場し、それを強調する研究戦略と方法論がラジカルな意思決定論者の前線になってくるという。そこでの議論には、自然科学者、社会科学者、人文学者はもとより、社会的な意思決定に関わる者など現実社会（in vivo  society）のステークホルダーが参画する。 このような研究では、ステークホルダーが研究チームに関与して能動的な役割を果たす。研究課題の定立のみならず、課題によっては、ステークホルダーが主導権を取って「知の統合」のプロセスに介入することもありうる。その際、科学者とステークホルダーとの関係の適否が改めて問われることにもなる。 科学者と実社会の関与者による学び合いの結果として、研究成果が in vivo の意思決定に反映していくこととなる。近年の欧州では、in vivoと in vitroを研究課題と目的によって使い分けるようにもなっている。 たとえば、各国で環境問題対応型の研究に関わる実務者が活用するという近著“Environmental Literacy in Science and Society”(Roland W.Scholz et al,2011)でも、「持続可能な開発」の文脈において、「トランスディシプリナリティは学び合いの過程であって、そのとき科学的知識は in vivoの意思決定の改善に貢献する」と述べ、現実の意思決定に関するトランスディシプリナリティの重要性を強調している。    
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7-7 トランスディシプリナリティの教育・人材育成への応用  現在、科学者およびステークホルダーとして社会で重要な役割を担う人々は、２０世紀後半に科学の専門の細分化が進み、その影響を直接的に受けた教育環境で育成された方々ともいえる。専門化は一面で社会に良い影響をもたらしたが、近年随所に見られる異分野間（市民―専門家関係も含め）のひずみは、今日重要視される異分野間協働・多業種連携などの価値が社会で十分意識化されていなかった時代の教育に部分的な要因がある可能性を指摘することができる。（大学部局長） 東日本大震災の教訓として、いま社会各層で議論されている問題の中には、市場主義経済の枠組みでは解決しえない人間・社会システムに深く関わる諸問題がある。そこで、改めて、科学者の役割が問われ、社会各層との対話と学び合いによる協働が求められることとなる。日本社会には、そのような社会セクターの壁を超える協働の方法論や仕組みが確立しているとはいえず、そこにこそ、教育・研究面でのトランスディシプリナリティの応用に関する課題がある。そうした議論の先には、アカデミアの改質や科学コミュニティの変容の可能性もあろう。                      
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